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「（口いっぱいにほおばったまま、うわのそらで） 

縛られているわけじゃないんだろう？」 

「わからんね、さっぱり。」 

「縛られてるのかって聞いてるんだ。」 

「縛られてる？」 

「縛られてる。」 

「縛られてるって、どう？」 

「手足をさ。」 

「誰が？ 誰に？」 

「おまえのやっこさんにさ。」 

「ゴドーに？ ゴドーに縛られてる？ そんなばかな！ 冗談じゃないよ！

（間）とにかく、今のところは。」 

「ゴドーっていうのか？」 

「そうらしい。」 

 

 

「ディディ。」 

「うん。」 

「おれは、このままじゃとてもやっていけない。」 

「口ではみんなそう言うさ。」 

「別れることにしたら？ そのほうがいいかもしれない。」 

「それより、あした首をつろう。（間）ゴドーが来れば別だが。」 

「もし来たら？」 

「わたしたちは救われる。」 

 

 

Samuel Beckett, EN ATTENDANT GODOT 

（安堂信也・高橋康也訳『ゴドーを待ちながら』, 2013 年, 

白水社, 32-33頁および 194-195頁） 
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第１章 序論 

 

第１節 問題意識 

 本研究の目的は、「不本意な在職者が、不本意な在職を続けてしまうことになる

理由を明らかにすること」であり、これによって「不本意な在職者のマネジメン

トへの示唆を得ること」である。より具体的には、個人が自身の所属する組織の

中での位置づけや自らのキャリア、それらの今後の見通しを踏まえながら、不本

意な在職状態への対応・態度を決めているということを前提に置きながら、「個人

が、不本意な在職を解消するのではなく、あえて継続する」という意思決定をす

る理由について理解していく。 

 本研究では、不本意な在職者を、仕事生活において望んでいることと実際の状

況との間に乖離がある在職者として捉えている。組織の中で働く個人にとって、

多くの場合、その仕事の始まりは本意の在職であろう。すなわち、仕事生活にお

いて望んでいることを満たすことのできる会社・仕事を選択して、仕事を始めた

ということである。しかし、仕事生活を送る中では、誰しもが不本意な在職者に

なりうる。別の言い方をすれば、仕事生活では、個人は常に本意を叶えた状態で

いられるわけではないということである。 

仕事生活において望んでいることがある限り、図 1-1 に示すとおり、２種類の

在職者が存在する。それが、本意の在職者と不本意な在職者である。個人は、仕

事生活を通じて、本意の在職と不本意な在職とを行きつ戻りつすることになる。

本研究が主眼とするのは、このうちの不本意な在職状態にある者、つまり不本意

な在職者である。 

 

図 1-1 

本意の在職者と不本意な在職者（筆者作成） 
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詳述するまでもなく、このような不本意な在職が生じうるのは、実際の状況を

規定する要因の多くが個人のコントロール範囲の外にあるためである。すなわち、

個人の意図とは関係なく実際の状況は変わりうるし、その結果、個人の持つ望み

との間に乖離が生じることもある。不本意な在職とは、稀にしか起こることのな

い異常な状態ではなく、働く個人であれば誰しもが経験するものである。 

 この点を踏まえると、「どのように不本意な在職を防ぐか」ということは理論的

にも、実践的にも問いとして設定することはできない。なぜなら、個人が実際の

状況に対する十全のコントロールを持ち合わせていない限り、不本意な在職は起

こりうるからである。実際の状況に対して十全のコントロールを個人が持ち合わ

せている（あるいは、個人に持たせることができる）と仮定することは、理論的

および実践的に難しい。 

そうであるならば、不本意な在職者に関して何が問題になるだろうか。それは、

「どのように不本意な在職を解消するか」ということである。不本意な在職を防

ぐことはできなくても、仕事生活において望んでいることや実際の状況を変える

ことによって、不本意な在職を解消することは可能だからである。実際の状況に

対する十全のコントロールを持つ個人の存在を仮定できなくとも、解消のために

行動する個人の存在を仮定することはできると考える。ここで、不本意な在職者

の中には、解消行動をする者と解消行動をしない者がいることを確認できる。そ

れを図 1-2に示す。 

 

図 1-2 

解消行動をする在職者と解消行動をしない在職者（筆者作成） 
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 本研究では、「どのように不本意な在職を解消するか」という問題を、別の角度

から考察していく。すなわち、「不本意な在職者が、不本意な在職を続けてしまう

ことになる理由」を理解しようとする。これを明らかにすることで、逆説的に、

不本意な在職の解消についての理解も進むと考える。 

不本意な在職者が不本意な在職を解消しようとして様々な努力をしているので

あれば、その努力が実を結ばない原因やメカニズムを探究することが、理論的に

も実践的にも重要になるだろう。「不本意な在職者が不本意な在職を解消しようと

して様々な努力をしている」と考えるのであれば、「どのように不本意な在職を解

消するか」という問題を真正面から考察することになる。 

しかし、本研究があえて不本意な在職の「継続」に焦点を当てる理由は、不本

意な在職状態にある個人すべてがそれを解消するために行動するわけではなく、

そのことが理論的にも、実践的にも大きな問題となっているからである。 

 この問題を考察するにあたって手がかりになるのが、離職研究においてなされ

た問題提起である。具体的には、離職意図と離職行動との間に強い結びつきを仮

定してきたために、これまでの研究で見落とされてしまった在職者がいるという

指摘である。この問題提起を行った Hom et al. (2012) は、離職を選好しながらも、

離職することなく所属組織に留まり続ける在職者として「断念型在職者(reluctant 

stayer)」という概念を提示している。この断念型在職者という存在は、従来の研

究において離職意図を離職の代理変数として、また最終的な離職に強く影響する

最良の予測因子として扱ってきたために、ほとんど無視されてきた在職者である

(Hom et al., 2012; Hom et al., 2017)。この在職者は、第 2章で詳述するように、離

職を望みながらも、そうすることができない在職者である。 

なお、reluctant stayer の日本語訳について、定訳はない。直訳すれば「嫌々なが

らの在職者」や「渋々ながらの在職者」、「消極的な在職者」といったものになる

だろう。あるいは、研究の文脈によっては「リラクタント・ステイヤー」とする

のが適切である場合もあるだろう。しかし、本研究では、不本意な在職者の定義

の一部である「仕事生活において望んでいること」に焦点を当て、「その実現を諦

めている」ということを含意するために、「断念」という言葉を用いる。そのため、

以降の議論では、reluctant stayer の訳語を断念型在職者で統一する。 

断念型在職者の議論で焦点になっている離職について、本研究に関連づけるの

であれば、何らかの不本意さを組織外で解消するための行動として理解すること

ができる。これを踏まえると、断念型在職者とは、不本意さを組織外で解消する

ことなく在職を続けているという点で、不本意な在職者とみなすことができる。
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そのため、本研究の目的（「不本意な在職者が、不本意な在職を続けてしまうこと

になる理由を明らかにすること」および「不本意な在職者のマネジメントへの示

唆を得ること」）を達成するためには、この断念型在職者に関する議論を理解する

ことが必要であり、有益である。 

また、図 1-2 を踏まえて述べるのであれば、断念型在職者は、不本意な在職状

態を解消できないために解消行動をしない在職者である。そのため、図 1-3のよ

うに描くことができる。 

 

図 1-3 

断念型在職者（筆者作成） 

 

 

 

 しかし、ここで注意しなければならないのは、断念型在職者に関する議論が置

いている前提である。その前提について、ここで簡潔に述べれば、次の三点にま

とめることができるだろう。一点目の前提は、「不本意な在職状態を解消したくて

もできないために、不本意な在職を続けてしまうことになる」ということである。

別の言い方をすれば、不本意な在職状態を解消することができるのであれば、あ

えて不本意な在職状態を続けることはせずに、離職という形で解消してしまうの

が、断念型在職者である。前述したとおり、「離職意図と離職行動との間に強い結

びつきを仮定してきたために、これまでの研究で見落とされてしまった在職者が

いるという指摘」を行ったのが、断念型在職者を提示した Hom et al. (2012) の議

論である。この指摘について別の捉え方をするのであれば、離職意図と離職行動

との関係を妨げるものがなくなれば、意図は速やかに行動に結びつくと考えてい

るのである。 

 二点目の前提は、「不本意な在職状態を解消できないのは、不本意な在職者の内

面に起因する」ということである。具体的に断念型在職者の議論では、彼・彼女
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の「知覚された意志コントロール(perceived volitional control)」が低いために、離

職を選好しながらもそれを実現することができないと考えている。ここでも別の

言い方をすれば、知覚された意志コントロールが高い場合には、あえて不本意な

在職状態を続けることはせずに、離職という形で解消してしまうと考えているの

である。 

 三点目の前提は、一点目および二点目の前提から説明することができる。すな

わち、「不本意な在職状態となった場合、速やかにその解消を志向し、あえて不本

意な在職状態を続けることはない」ということである。別の言い方をすれば、不

本意な在職状態を続けるのは、現在の状況ではそれを解消することができないた

めであると理解されるのが、断念型在職者である。 

 しかし、このような断念型在職者に関する議論の前提に対して、本研究は問題

を提起する。すなわち、「不本意な在職状態を続ける理由は、現在の状況ではそれ

を解消することができないためである」という前提に立った場合、ある種の不本

意な在職者の存在を見損なう恐れがあることを本研究は問題視する。そのような

不本意な在職者を見損なうとすれば、本研究の目的を達成することは叶わない。 

 ここで見損なう恐れのある不本意な在職者とは、すなわち、日々の仕事生活の

中で行ってきた組織とのコミュニケーションや、上司や同僚を通じて見聞きして

きた組織の対応など、これまでの経験も踏まえた結果、解消のための行動を意図

してすることなく、不本意な在職状態を継続する者である。このような不本意な

在職者の特徴は、「不本意な在職状態を続ける理由は、現在の状況ではそれを解消

することができないためである」という断念型在職者の議論の前提とは異なるも

のである。 

しかし、本研究は断念型在職者に関する議論を否定することを企図したもので

はない。むしろ断念型在職者を含めて不本意な在職者という存在の理解を深める

ために、本研究はこのような在職者にも着目するのである。 

個人が自身の所属する組織の中での位置づけや自らのキャリア、それらの今後

の見通しを踏まえながら、不本意な在職状態への対応・態度を決めているという

ことを前提に置けば、不本意な在職状態を解消することができたとしても（ある

いは、解消できるという見込みがあったとしても）、不本意な在職を続けてしまう

ことを説明できる。より具体的に述べると、不本意な在職の解消は、必ずしも不

本意な在職者自身で行われる必要はなく、組織が不本意さを生じさせている実際

の状況を変えることで行われることも考えられる。組織によって解消されること

を期待できるのであれば、不本意な在職者が解消行動をするための動機づけは低

くなるだろう。 
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また、このことは、不本意な在職状態は必ずしも速やかに解消されなければな

らないということではなく、自ずと解消されることを待つこともできることを示

唆している。すなわち、離職意図と離職行動の関係を妨げるものがなかったとし

ても、意図が行動を必ずしも引き起こすとは限らないのである。 

さらに、不本意な在職状態を解消できるかどうかについても、異なる説明が成

り立ちうる。すなわち、解消可否は不本意な在職者自身の能力や主体性の程度の

問題ではなく、彼・彼女の周囲の状況を勘案した上でなされる判断の問題として

理解できるのである。 

 ここで述べた不本意な在職者の特徴の一つである、不本意な在職状態を解消で

きる余地があるとしてもそれを行なおうとはしないという意味での「不作為」に

ついては、既存研究ではほとんど見過ごされてきた(Rogiers, 2022)。そのため、不

本意な在職をあえて続けてしまう理由を理解するためには、既存研究の議論では

不十分である。そこで、本研究ではこの点に焦点を当てて、不本意な在職者の不

作為が組織との関係の中でどのように生じることになるのかを中心に考察してい

く。これにより、既存研究の陥穽を埋めることができる。 

 ここで、この「不作為」の意味するところを本研究に関連づけながら理解した

い。具体的に述べれば、不作為とは「何もしない」ということではなく、「『しな

い』ことをしている」ということである。それでは何をしているのか。それは、

不本意な在職状態を解消「する」ことなく、不本意な在職状態が解消「される」

のを「待っている」のである。この「不作為」に含意される「待つ」という点に、

本研究は注目する。「解消できない」在職者を理解するだけではなく、「解消され

るのを待っている」在職者についても理解することで、本研究の目的である「不

本意な在職者が、不本意な在職を続けてしまうことになる理由を明らかにするこ

と」が可能になると考える。 

本研究では、このように「解消されるのを待っている」がゆえに不作為性を有

する不本意な在職者を「待望型在職者」と呼ぶ。これは本研究独自の概念である。

本研究では reluctant stayer を断念型在職者と訳したが、この待望型在職者につい

ては expectant stayer と英訳したい。実際の状況が変化して自身の望みが叶うこと

を待っている、つまり期待している(expectant)在職者(stayer)である。 

ここで図 1-3 に、待望型在職者も追記する。不本意な在職者のうち、解消行動

をしないという点では断念型在職者と同じであるものの、解消行動をしない理由

は異なる。具体的には、断念型在職者が「解消できない」ことが理由であるのに

対して、待望型在職者は「解消されるのを待っている」ことが理由である。その

ため、両者を異なるものとして理解する必要がある。この点を踏まえたものが、
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図 1-4 である。 

 

図 1-4 

待望型在職者（筆者作成） 

 

 

 

 個人にとって不本意な在職状態を継続するかどうかの判断は、キャリア・マネ

ジメントの問題である。このようなキャリアの問題を議論するにあたっては、当

該個人の置かれた組織的文脈に注目することが大切である。しかし、そのような

研究は必ずしも多くはない(Akkermans & Kubasch, 2017; Hirschi & Koen, 2021)。な

ぜ待望型在職者による「待つ」という不作為が行われることになるのか、また断

念型在職者のように「解消できない」と考えるようになるのかについて、彼ら・

彼女らを取り巻く組織や彼ら・彼女ら自身のキャリアによる影響を考慮に入れな

がら、本研究は検討していく。既存研究の知見を踏まえた理論的検討と実際の調

査に基づく経験的検討を併せることによって、既存研究に貢献することを目指す。 

 ここまでの説明をまとめる。本研究は、仕事生活の中で誰もが経験する不本意

な在職について、そうした状態を解消するのではなく、続けてしまう理由を理解

する。本研究が置いている前提は、個人は自身の所属する組織の中での位置づけ

や自らのキャリア、それらの今後の見通しを踏まえながら、不本意な在職状態へ

の対応・態度を決めているということである。この前提に立つことで、既存研究

の議論で見損なっていた待望型在職者の存在を捉えることができる。このことは、

不本意な在職者の理解を深めることでもある。また、待望型在職者の不作為性に

対する所属組織の中での経験や彼ら・彼女らのキャリアの影響については、既存

研究では十分に議論されていない。この点について、本研究の議論を通じて理論

的貢献を果たす。 
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 最後に、実践上の問題意識を述べる。本研究は、「不本意な在職者が、不本意な

在職を続けてしまうことになる理由を明らかにすること」によって「不本意な在

職者のマネジメントへの示唆を得ること」にも関心がある。なぜなら、不本意な

在職者のマネジメントには、特有の難しさがあるからである。簡潔に述べれば、

不本意な在職者に対するマネジメントとして、何に焦点を当てれば良いのかが明

確ではないのである。 

 断念型在職者の議論では、不本意な在職を続ける理由を、彼・彼女に内在する、

知覚された意志コントロールの低さに求める。しかし、仮にこれを向上させるこ

とができたとしても、組織外解消を実現することにつながるだけである。すなわ

ち、組織にとっては人的資源の喪失につながるのである。 

また、待望型在職者の持つ不作為性が示唆するのは、不本意な在職状態を解消

するための支援制度などを組織が用意したとしても、それらが必ずしも利用され

るわけではないということである。 

 ここで確認しておきたいのは、不本意な在職者が組織に及ぼす影響である。後

に確認するように、断念型在職という状態は当人にとっても、組織にとっても悪

影響を及ぼすことが指摘されている。この点を踏まえれば、マネジメント上対応

しなければならない対象として考えることができる。また、待望型在職者につい

てもマネジメントの対象として注意しなければならない。例えば、彼ら・彼女ら

の姿を見た同僚はどのように感じるだろうか。待望型在職者が不本意でありなが

らもそれを甘受している姿は、若手・初期キャリアを過ごす者にとって、将来の

自分の姿に見えるかもしれない。そのような場合、果たして若手・初期キャリア

を過ごす者にとって、その組織の中でキャリアを形成することに前向きになるこ

とができるだろうか。 

このような「悪い林檎(bad apples)」が他の従業員にもたらす悪影響についても

看過することはできない(Lee et al., 2018)。従業員が同じ職場で働く同僚の態度に

注意を払いながら、その同僚の態度から影響を受けていることは、既存研究でも

指摘されていることである(Shipp et al., 2022)。このような従業員をマネジメント

するにあたっては、まずは彼ら・彼女らの実態を理解することが肝要である。 

断念型在職者にせよ、待望型在職者にせよ、不本意な在職者の全てが組織に悪

影響をもたらすわけでは必ずしもないだろうが、そもそも現在のところ、不本意

な在職者に対する理解は不十分である。不本意な在職者の理解を通じて、組織は

不本意な在職者とどのように向き合うことができるか、また向き合っていかなけ

ればならないかを考えていきたい。 

 本研究は、不本意な在職者について、従来の断念型在職者の議論とは異なる見
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方・前提において議論を進めるものである。これによって、新たな研究の方向性

を切り拓く出発点となることを目指す(Alvesson & Sandberg, 2011; Whetten, 1989)。 

 

第２節 研究課題 

 前節の問題意識に基づき、本研究では、不本意な在職を主体性や積極性、コン

トロール感といった個人に帰着させるものとしてではなく、所属する組織や自ら

のキャリアに関する様々な事項を踏まえたうえで、個人が選択・判断するものと

して検討することとしたい。このような捉え方が示唆しているのは、我々は周囲

の状況を踏まえながら自らの態度や行動を決めているというごく自然な前提であ

る。 

後に議論するように、こうした前提を置いているからといって、断念型在職者

に関する議論や離職研究の中で断念型在職者が提示されることになった問題意識

を本研究が否定するものではない。断念型在職者の捉え方を変えることによって、

これまでの研究上および実務上の課題にも答えることができると考える。 

改めて本研究の目的を述べるのであれば、断念型在職者や待望型在職者といっ

た不本意な在職者が、不本意な在職を続けてしまうことになる理由を明らかにす

ることが、一つ目の目的である。また、これを明らかにすることによって、不本

意な在職者のマネジメントへの示唆を得ることが、二つ目の目的である。 

 この二つの研究目的を達成するために、本研究は次の研究課題に取り組む。 

 

研究課題：なぜ不本意な在職者であり続けてしまう人がいるのか 

 

具体的には理論的検討と経験的検討を行う。まず、理論的検討である。すなわ

ち、不本意な在職者について既存研究ではどのように説明されているのか、また、

そのような在職状態を続けてしまう要因として何に焦点を当てているのかを確認

する。 

不本意な在職者をどのように理解するかについて、定まった見解が存在してい

るわけではない。そのため、既存研究の議論を踏まえながら、本研究における不

本意な在職者の捉え方を定めることになる。併せて、既存研究では説明できない

点を明らかにすることで、経験的検討を行うための調査課題を提示する。 

結論を先取りするならば、不本意な在職者であり続けるという判断に、彼ら・

彼女らが持っている期待や、現在よりも将来の状態に関心を寄せる時間的焦点が

関わることが示唆される。しかしながら、所属組織やキャリアの影響を受けて、

そのような期待や時間的焦点がどのように変化することになるのかについては、
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既存研究では明らかになっていない。この点を明らかにするのが、本研究の経験

的検討である。ミドルを対象としたインタビュー調査を通じて、仕事生活の中で

生起する不本意な在職の理解を深める。 

このように理論的検討および経験的検討を行うことで、「なぜ不本意な在職者で

あり続けてしまう人がいるのか」という研究課題に答えることとしたい。 

 

第３節 構成 

 本論文の構成は、次のとおりである。まず第２章および第３章では、不本意な

在職者に関する理論的検討を行う。第２章では、離職研究において提示された断

念型在職者に関する議論を踏まえたときに、不本意な在職者がどのように理解さ

れることになるのかを確認する（第１節）。次に、働く個人が断念型在職者になる

メカニズムについて、既存研究では実証的には明らかになっていないことを確認

する。また、断念型在職者に関する議論、ひいては現在の離職研究の見方では見

落とされてしまう在職者がいることを指摘し、この在職者の理解なくして断念型

在職者になるメカニズムおよび不本意な在職者を理解することはできないことを

説明する（第２節）。さらに、不本意な在職者のマネジメントに関する実践的含意

を得ようとするとき、現在の断念型在職者の捉え方にはマネジメント上の悩まし

い問題が伴うことを指摘する（第３節）。 

 第３章では、断念型在職者に関する議論の「不本意な在職者が組織に留まる理

由は、不本意な在職状態を解消できないからである」という見方に対して問題を

提起する。具体的には、不本意な在職状態を変えるために行動することができる

のにもかかわらず、それを行わない個人がいることを指摘する。本研究ではこう

した個人を待望型在職者と呼ぶ（第１節）。次に、待望型在職者を理解するうえで

「期待」と「時間的焦点」という二つの要因が重要であることを説明する（第２

節）。ここで簡潔に述べるのであれば、「待望型在職者であること」を決める、あ

るいは止めるという意思決定に期待と時間的焦点が影響しているということであ

る。また、待望型在職者には、断念型在職者とは異なる、特有のマネジメント上

の課題があることを説明する（第３節）。ここまでの理論的検討を踏まえたうえで、

不本意な在職者を理解し、彼ら・彼女らに対するマネジメントへの示唆を得るた

めに必要となる調査について説明し、調査課題を提示する（第４節）。本研究では、

不本意な在職者の中でも、特に待望型在職者に焦点を当てる。 

 第４章および第５章では、不本意な在職者に関する経験的検討を行う。第４章

では、本研究で実施した調査の概要を説明する。具体的には、本調査の妥当性（第

１節）および調査対象（第２節）、調査方法（第３節）、分析方法（第４節）のそ
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れぞれについて、本研究の問題意識と理論的課題を踏まえているという点で適切

なものであること、また、既存研究の関心と要請に応えるものであることを説明

する。 

 第５章では、質的調査を通じて得られたデータを分析した結果を説明する。ま

ず、不本意な在職状態、すなわち望んでいることと現実との乖離とはどのような

ものであるかを確認する（第１節）。そのうえで、どのような理由から待望型在職

者であることを決めるのか（第２節）、あるいは待望型在職者であることを止める

のか（第３節）を明らかにする。 

 第６章では、ここまでに行われた理論的検討および経験的検討を踏まえて、研

究課題に答える。まず、不本意な在職者に関して既存研究で明らかになっている

ことと、調査を通じて明らかになったことを統合することで、組織における不本

意な在職者について説明する（第１節）。次に、個人の意思決定の結果として選択

された待望型在職者について、待望型在職者であることを決めることと止めるこ

とに、組織がどのようにかかわっているのかを考察する（第２節）。そのうえで、

組織が不本意な在職者をマネジメントする際の示唆を述べる（第３節）。 

 第７章では、本研究の結論として、各章の議論をまとめ（第１節）、理論的含意

（第２節）および実践的含意（第３節）を述べる。また、本研究に残された課題

と今後の展望を示し、本研究を結ぶこととする（第４節）。 

 以上が本論文の構成である。これを各章間の連関図としてまとめたものが、図

1-5 である。 
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図 1-5 

本研究の構成（筆者作成） 
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 本論に入る前に、本研究の構成について補足説明をしたい。本研究は、設定し

た研究課題に理論的検討と経験的検討を通じて答えを出すというやや複雑な構成

になっており、そのことが読み手の理解を阻害している面がある。そのため、以

降の議論に関する読み手の理解を促すためには、上に述べた本研究の構成とは別

に、結論を先取りしつつも、本研究の目的をどのように達成しようとしているの

かを改めて述べることが肝要であると考える。 

 本研究の目的は、二つである。一つ目の目的は「不本意な在職者が、不本意な

在職を続けてしまうことになる理由を明らかにすること」であり、二つ目の目的

は「不本意な在職者のマネジメントへの示唆を得ること」である。両目的の関係

は、一つ目の目的を達成する過程で行った考察とその結果によって、自ずと二つ

目の目的にも答えることができると考える。 

 この研究目的を達成するために設定した研究課題は、「なぜ不本意な在職者であ

り続けてしまう人がいるのか」である。この研究課題に答えるために、理論的検

討として、まず既存研究の議論を確認する。そこで確認される断念型在職者に関

する議論は、「なぜ不本意な在職者であり続けてしまう人がいるのか」という研究

課題に部分的に答えるものである。 

 しかし、断念型在職者の議論の持つ前提ゆえに、見損なわれている不本意な在

職者がいることを指摘する。それが待望型在職者である。この見損なわれている

待望型在職者を理解するためには期待と時間的焦点という二点が重要であること

を説明し、それぞれの既存研究を検討する。 

 しかしながら、待望型在職者を理解するという点において、期待と時間的焦点

に関する既存研究の議論では明らかになっていない点が確認される。それが、期

待と時間的焦点に対して、当該個人の所属する組織や自らのキャリアがどのよう

に影響するのかということである。 

 理論的検討を通じて明らかになった既存研究の間隙を埋めるために、経験的検

討を行う。まず、予備的分析として不本意な在職についての理解を深めるために、

不本意な在職の生起のあり様を確認する。次に、本研究において提示する待望型

在職をめぐる個人の意思決定において、期待と時間的焦点、またそれらに影響を

及ぼす要因がどのように関わるのかを明らかにする。 

 この経験的検討によって理論的検討で指摘された既存研究の間隙を埋め、理論

的検討で確認した断念型在職者および待望型在職者に関する理解を深めることに

よって、研究課題に答える。この研究課題に答えることで、研究目的を達成する。

最後に、本研究の議論が既存研究の議論および経営管理の実践において持つ意義

を示す。以上が、本研究の議論のストーリーである。  
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第２章 既存研究の批判的検討 

 

 本章では、「なぜ不本意な在職者であり続けてしまう人がいるのか」という本

研究の研究課題に対して、既存研究がどのように答えることができるかを検討す

る。 

具体的には、まず離職研究において不本意な在職者として提示された、断念型

在職者に関する議論を確認する（第１節）。次に、個人が不本意な在職状態を解

消することなく断念型在職者であり続けてしまう理由を、断念型在職者になるメ

カニズムから理解することを試みる（第２節）。また、断念型在職者の議論を踏

まえて研究課題に答えようとする一方で、断念型在職者に対するマネジメントと

して、既存研究ではどのような点に焦点が当てられているのかについても確認す

る（第３節）。これは、本研究の目的である「不本意な在職者が、不本意な在職

を続けてしまうことになる理由を明らかにすること」によって「不本意な在職者

のマネジメントへの示唆を得ること」に適うものである。最後に、本章の議論を

まとめる（第４章）。 

結論を先取りするならば、「なぜ不本意な在職者であり続けてしまう人がいる

のか」という研究課題に対して、知覚された意志コントロールが低いために、離

職を望みながらも離職することができず、結果として不本意な在職状態を継続し

てしまうことが既存研究からは示唆される。 

 ここで、改めて不本意な在職者について説明する。本研究では、不本意な在職

者を、仕事生活において望んでいることと実際の状況との間に乖離がある在職者

として捉えている。実際の状況を完全にコントロールすることができるという前

提を置かない限り、仕事生活の中で不本意な在職状態を経験することは、一般的

なことである。また、個人は仕事生活の中で不本意な在職状態を経験したり、本

意の在職状態を経験したりするという点で、こうした状態は決して固定的なもの

ではなく、変転するものである。 

 「なぜ不本意な在職者であり続けてしまう人がいるのか」という研究課題が示

すように、本研究の問題意識は、不本意な在職状態の継続の理由にある。そのた

め、以降で主として議論するのは、不本意な在職者の中でも「解消行動をしない」

在職者についてである。具体的に本章で検討するのは、離職研究において不本意

な在職者として提示された、断念型在職者である。 

 

 



 15 

第１節 離職研究における不本意な在職者の理解：断念型在職

者 

 本節では、離職研究において不本意な在職者として提示された、断念型在職者

に関する議論を確認する。断念型在職者は、組織の中で問題を抱えた在職者とし

て、離職研究において議論され始めた存在である。この断念型在職者とは、Hom et 

al. (2012) によって提示された在職者の概念である。これを定義に沿って述べると、

「離職を選好しながらも、そうすることができないために留まっている(reluctant 

stayers remain because they feel they cannot leave(although they would prefer to do so))」

(Hom et al., 2012, p.835)者である。本研究に関連づけて説明するのであれば、離職

という形で不本意な在職状態を解消すること（すなわち、本意を叶えること）を

望みながらも、そのような解消ができない（すなわち、不本意な在職状態を続け

ている）在職者が、断念型在職者である。 

このような断念型在職者に対しては向組織的な行動を期待できないだけではな

く、彼ら・彼女らは怠業やパフォーマンスの低下を行う恐れがあるために、マネ

ジメントの視点からは問題社員として捉えられることになる(Sheridan et al., 2019; 

Singh, 2020)。 

 離職を選好しながらも、そうすることができない理由は何だろうか。この理由

について、例えば断念型在職者という概念を提示した Hom et al. (2012) は、断念

型在職者のサブ・セットを示しながら説明している。一つは、所属組織との間で

の雇用契約上の制約によって離職することができない在職者である。これは、「契

約による在職者(contractual stayers)」と呼ばれている。すなわち、個人と組織との

間で約束された雇用契約が、組織外解消、つまり離職の妨げになっているという

ものである。 

もう一つは、所属組織以外の、例えば家庭の事情から離職することができない

在職者である。これは、「罠にはまった在職者(trapped stayers)」と呼ばれている。

すなわち、個人と組織以外のものとの間で生じた制約が、所属組織における不本

意な在職の解消の妨げになっているというものである。 

このような雇用契約や家族に関する制約によって、断念型在職者は自身の離職

選好を実現するだけのコントロール感を持てなくなってしまっているのである。 

 ここからは、断念型在職者についての理解を深めるためにも、離職研究の中で

このような在職者の存在が提示されるに至った問題意識について確認していきた

い。結論を先取りするならば、従来の離職研究が、離職の意思決定に関して従業

員は完全な裁量権を持っているという前提を置き、離職意図を離職の代理変数と

して用いてきたことで、全ての在職者を一様に扱うことになり、断念型在職者な
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どの特徴的な在職者の存在を見落としてきたということである(Hom et al., 2012)。

断念型在職者が提示された背景にある問題意識は、既存研究が多様な在職者を見

落としてしまっているという点にあった。 

 そもそも離職研究は、研究の初期から現在に至るまで、自発的離職の問題とそ

れを防ぐためのマネジメントに焦点を当ててきた。今日に至るまで 1 世紀にわた

って離職研究が発展してきた背景には、自発的離職によって生じるコストや混乱

等の問題に対処するという実務上の大きな問題関心がある(e.g., Hom et al., 2017; 

Wong & Cheng, 2020)。すなわち、「どのように従業員の離職、つまり人的資源の

喪失を防ぐのか」という問題に関連して、研究が進められてきたのである。 

組織から見れば、離職とは人材の流出・人的資源の喪失であり、これによって

顧客へのサービス提供の支障、会社業績の低下、従業員の多様性の阻害、残った

従業員の士気の低下、さらには離職の連鎖といった問題を引き起こす恐れがある

(Lee et al., 2017)。そのため、従業員が離職という最終的な決断に至るまでの意思

決定プロセスに焦点を当て、また、従業員が離職を考えるようになった理由につ

いての理解を進めることに離職研究は取り組んできた(Maertz & Campion, 2004)。

離職の先行要因の理解を通じて有効なリテンション・マネジメントを明らかにす

ることが、研究と実務のどちらからも期待されてきたのである(Posthuma et al., 

2013; Rothausen et al., 2017)。 

こうした問題意識を反映して、離職研究では、離職の意思決定に影響する要因

や離職に至るプロセスなどを説明するモデルや理論を発展させてきた(e.g., March 

& Simon, 1958; Mobley, 1977; Mobley et al., 1979; Lee & Mitchell, 1994; Hom et al., 

2012)。 

 これまでの離職研究において、離職の代理変数となり、また最終的な離職に強

く影響する最良の予測要因として議論の焦点が当たっていたのが、離職意図であ

る(Hom et al., 2012)。 

もちろん離職意図に焦点を当てる研究上の意義を認めつつも、離職意図と離職

行動の関係性について、注意を促す指摘もなされてきた(Wong & Cheng, 2020)。

Vardaman et al. (2015) は、心理的要因によって個人の離職意図が影響を及ぼされ

る「ステージ１」と、構造的要因によって離職意図の実際の離職行動への転換が

促進されたり、反対に阻害されたりする「ステージ２」という、離職に関する２

段階のプロセス・モデルを指摘している。Vardaman et al. (2015) によればこのプ

ロセス・モデルは、ステージ１は従業員本人のコントロール下にある一方で、ス

テージ２は外的要因の影響を受ける可能性が高いことを示唆しており、この点か

らも従業員によって形成された離職意図が必ずしも離職行動にはつながらないこ
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とが理解される。まとめると、離職意図の存在が離職行動を保証すると仮定する

のは問題があるということである(Rubenstein et al., 2018)。しかし、繰り返しにな

るが、離職意図に焦点を置いた議論は現在もなお行われ続けている。 

 それでは、離職意図と離職行動との間に強い結びつきを仮定してきたために、

研究上で何が見落とされてきたのだろうか。それは、離職意図を持ちながらも、

離職することなく組織に留まり続ける断念型在職者という存在である。離職によ

って自身の本意を叶えることができず、望んでいることと乖離のある状況に留ま

り続けているという点で、断念型在職者を不本意な在職者として捉えることがで

きる。この断念型在職者は、離職意図が必ずしも離職につながるわけではないと

いう問題意識を端的に示した存在である。 

 このような不本意な在職状態に焦点を当てた断念型在職者という概念は、どの

ような理論フレームワークの下で導出されたものであろうか。ここでは断念型在

職者概念を導出した Hom et al. (2012) に沿って、説明する。 

Hom et al. (2012) は、在職あるいは離職意図の程度の違いから従業員は様々な

動機づけ状態にあるとして、それぞれの特徴と在職・離職との関係性を表した理

論フレームワークを提示した。それが、「近接離脱状態(Proximal Withdrawal States)」

である。これは、二つの連続的な次元（一つは離職あるいは在職に関する希望で

あり、もう一つはその希望をコントロールできるという知覚の程度である）の交

差によって四つの在職状態を描き出すものである。 

そこで導出された在職状態は、具体的には、離職を選好しているが、その選好

をコントロールできるという知覚の低い「断念型在職者」および、在職を選好し

ているが、その選好をコントロールできるという知覚の低い「嫌々型離職者

(reluctant leaver)」、在職を選好しており、その選好をコントロールできるという知

覚の高い「熱狂型在職者(enthusiastic stayer)」、離職を選好しており、その選好をコ

ントロールできるという知覚の高い「熱狂型離職者(enthusiastic leaver)」である。 

なお、ここで在職状態の表現として「離職者」という言葉を用いているのは、

この状態が、現在は在職しているものの、近い将来に離職することを想定してい

るためである。それゆえに「近接(Proximal)」なのである。また、この在職状態は、

離職意図よりも離職に近い、すなわち説明力の高い要因という点でも「近接」し

ているということができる。 

近接離脱状態という理論フレームワークで描き出された在職状態のうち、従来

の離職研究においては主に熱狂型在職者と熱狂型離職者を調査してきた一方で、

断念型在職者や嫌々型離職者の存在はほとんど無視されてきた(Hom et al., 2017)。 

 近接離脱状態に基づく在職者の分類を踏まえると、それぞれの在職者の特徴を
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どのように理解することができるのだろうか。この近接離脱状態フレームワーク

を検証した Li et al. (2016) は、近接離脱状態によって描かれた四つの在職状態と、

既存研究において離職の主な先行要因とされてきた職務満足度やジョブ・エンベ

デッドネスといった概念との関係性を議論している。そこで明らかになったのは、

断念型在職者や嫌々型離職者と比較したとき、熱狂型在職者と熱狂型離職者につ

いては、職務満足度とジョブ・エンベデッドネスの状態が、離職意図と求職行動

に大きく影響しているということである(Holtom et al., 2021)。その一方で、断念型

在職者や嫌々型離職者に関してはそのような影響を見出すことができなかった。 

こうした既存研究の結果は、選好をコントロールできるという知覚の低い状態

である者については、従来の議論で離職行動を予測するとされていた因子の説明

力が不十分であることを明らかにしている。特に、従業員が離職ではなく、組織

に留まる理由を説明するジョブ・エンベデッドネス(Mitchell et al., 2001)について、

断念型在職者はその程度が低いと他の研究でも指摘されている(Liu & Raghuram, 

2022)。これは、ジョブ・エンベデッドネスの低さが離職を保証するわけではなく、

ジョブ・エンベデッドネスの低さは離職の必要条件ではあるものの、十分条件で

はないということを示唆している(Peltokorpi & Sekiguchi, 2023)。 

こうした議論が示唆しているのは、従来、離職あるいは在職を予測する先行要

因としてされていたものが、断念型在職者に対しては必ずしも有効ではないとい

うことである。このことは、断念型在職者には彼ら・彼女らの離職・在職に影響

する特有の要因があることを示唆している。それとともに、そのような要因が明

らかになっていないということも示している。 

 このような断念型在職者に注目する理由はどこにあるのだろうか。まず既存研

究の議論では、断念型在職者の特徴が明らかになるにつれて、マネジメント上の

対処が必要な在職者として理解されるようになった。すなわち、断念型在職者に

は負の側面があると指摘されているのである。 

例えば、断念型在職者には、精神的に参ると職場の中でネガティブな感情を吐

き出すようになり(Yang & Sun, 2019)、仕事上のフラストレーションが職務上のパ

フォーマンスの低下と逸脱行動の増加という形で表面化する(Sheridan et al., 2019)

という特徴があるとされる。また、逸脱行動の増加については他の研究でも指摘

されており、虐待的な監督下に置かれた断念型在職者は、離職を望みながらもそ

れができないというコントロールの低さを、逸脱行動という形で晴らそうとする

(Singh, 2020)。このような報復行動は、手続き的不公正を認識することでも生じう

る(Singh, 2023)。 

これらの議論から分かるのは、断念型在職者が、彼ら・彼女ら自身に及ぼす負
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の側面だけではなく、組織にとっても対処しなければならない存在であるという

ことである。 

しかし、断念型在職者が組織に及ぼす負の影響を低減させるために、彼ら・彼

女らの低いジョブ・エンベデッドネス（すなわち、組織内での絆、適応、犠牲(Mitchel 

et al., 2001)）を高めようとすることには、注意が必要である。Allen et al. (2016) は、

エンベデッドネスを高めることによって、短期的にはパフォーマンスの低下や逸

脱行動を抑制できるかもしれないものの、長期的には従業員の幸福感の悪化を通

じてパフォーマンスの低下と逸脱行動の増大を引き起こす恐れがあることを指摘

している。 

 その他の議論としては、職場内での地位や年齢と併せて断念型在職者の実態を

明らかにしているものがある。Fan et al. (2023) は、断念型在職者であるリーダー

が部下のパフォーマンスにどのような影響を与えるのかを議論し、断念型在職者

であるがゆえに放任主義的なリーダーシップ行動が増加し、その結果として部下

の職務遂行に悪い影響を及ぼす可能性を指摘している。また、Garthe and 

Hasselhorn (2021) は、高齢労働者の中の断念型在職者のグループが、経時的にど

のような変化を見せるのかを調査した。その結果、調査開始時点で既に他のグル

ープよりもスコア（e.g., リーダーシップの質や、仕事と家庭のコンフリクト、仕

事における影響力）が低く、４年を経て更に低下していることを明らかにした。

また、この断念型在職者のグループには仕事能力の低下も見られる。 

 ここまでの議論を踏まえれば、断念型在職者には負の側面があるために、マネ

ジメント上の対処が必要であると理解することができる。 

 もちろん断念型在職者のすべてが負の側面を持つとは限らない。Hom et al. 

(2012) によれば、前述した罠にはまった在職者は、外的な制約（例えば、安定し

た、現在の仕事を継続しなければならないという家庭の事情）が強いために組織

に留まり続ける在職者であり、その特徴は低い忠誠心と職務の回避傾向にあると

している。その一方で、定められた雇用契約（例えば、プロスポーツ選手の交わ

す雇用契約）のために組織に留まり続ける、契約による在職者は、雇用契約に期

限があり、新たな機会を手に入れるためにも、その組織に留まることに好ましさ

を持ってはいないにもかかわらず、高いパフォーマンスを発揮する可能性がある。

ただし、後者のような雇用契約を取り交わしている在職者は必ずしも多くはない

だろう。そうであるならば、多くの断念型在職者の特徴とみなすことは難しいこ

とを認識する必要がある。 

 断念型在職者に関する議論は様々であるが、多くの研究に共通しているのは、

従業員が離職を選好しながらも組織に残り続けているために問題が生じる可能性
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があるということである(Mai et al., 2016)。別の言い方をすれば、このような不本

意な在職者を組織に留まらせることは良いことであるとは限らないこと(Boswell 

et al., 2017; Holtom et al., 2020)を示している。このような「機能不全のリテンショ

ン(dysfunctional retention)」の悪影響については、断念型在職者の議論に限らず、

既存研究において注意喚起がなされている(e.g., Budjanovcanin & Woodrow, 2022; 

Lee et al., 2018; Verbruggen & De Vos, 2020)。 

 このような在職者の姿は、過去の離職研究においても指摘されてはいた。例え

ば、Bowen (1982) は、離職するために就職活動をしたものの魅力的な仕事を得る

ことができず、その結果として自尊心を低下させた従業員の存在を示している。

離職を望んではいるものの、労働市場という外的要因のために結局は離職できな

いという点では、今日の多くの従業員も同様の状況に置かれていると考えること

ができる(Sheridan et al., 2019)。 

また、Jackofsky (1984) は、パフォーマンスの低い従業員は、仮に好景気の状況

下であっても、外部の代替的職務を手に入れることができないために、不満を抱

えたままで組織に留まり続ける可能性を指摘している。現在の、安定して見込め

る給与や退職金といった「黄金の手錠(golden hand cuffs)」(Hulin et al., 1985, p.247)

が、現在の仕事や組織を変えたいと希望する従業員の離職を妨げ、そもそも離職

を考えることすら妨げている可能性がある。Hulin et al. (1985) は、そのようにし

て従来の組織に留まる従業員は、仕事上のインプットを下げたり、あるいは組織

内での現状を改善するための行動をする可能性があることを指摘している(Lee et 

al., 2017)。この指摘は、様々な在職状態にある者に目を向けさせるものであり、

後の断念型在職者につながる議論であった(Hom et al., 2017)。 

さらに、Steers and Mowday (1979) は、代替的職務を手にすることができるにも

かかわらず現在の組織に留まり続ける「不協和型・不満足在職者 

(Dissatisfied-stayer／dissonance present)」と、経済的制約や家庭的制約、利用でき

る代替的選択肢の制限から現在の組織に留まり続ける「非不協和型・不満足在職

者(Dissatisfied-stayer／dissonance absent)」を描いている。特に後者の非不協和型・

不満足在職者は、断念型在職者に通じるものである。Steers and Mowday (1979) に

よれば、非不協和型・不満足在職者は、現状に対する姿勢として、一つには組織

内での異動を叶えるために努力したり、組合を組織するなどして、不満の原因を

取り除くために行動する。もう一つは、代替的職務の探索行動、つまり転職活動

を一定期間行う。ただし、そうした試みがうまくいかない場合には、非不協和型・

不満足在職者は心身の不調をきたし、組織の期待するパフォーマンスを上げるこ

とができなくなる可能性があるとしている。 
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このように既存研究では、断念型在職者という概念ではないものの、これと同

様の在職者の存在とそうした在職者が所属組織や彼ら・彼女ら自身に及ぼす負の

影響について指摘がされてきたのである。 

 このような断念型在職者の特徴に焦点を当てた議論の他にも、近接離脱状態フ

レームワークとは異なる枠組みで、在職者のタイプを特定しようとしている議論

がある。Woo and Allen (2014) は、離職意図および求職行動、現在の組織にいる理

由の三点から、それぞれ特徴の異なる四つの在職者を描いている。具体的には、

組織に留まることを意図しており、仕事にも没頭している「埋め込まれ型在職者

(embedded stayers)」と、離職意図が低いものの組織に留まる具体的な理由もなく、

無気力な「分離型在職者(detached stayers)」、職務満足度が低く、離職意図を持っ

た「不満足型在職者(dissatisfied stayers)」、そして離職意図があり、積極的な求職

活動をしている「スクリプト駆動型在職者(script-driven leavers)」である。このよ

うに在職者の状態を詳細に捉えることは、従業員の特徴と状況に合わせて適切な

マネジメントを行うといった観点から必要なことであると考える。 

 なお、離職研究に限らず、断念型在職者と同様の在職状態にある従業員を描き

出している議論もある。例えば、Stengård et al. (2016) や Stengård et al. (2017) は、

労働市場には他の仕事の機会が少ないと感じ、好きでもない職場に留まり、希望

しない仕事を受け入れる状態を「ロック・イン(locked-in)」と表現している。ロッ

ク・インは、現在の職場に対する好意の低さとエンプロイアビリティの低さによ

って構成される概念である(Stengård et al., 2019)。このような状態に陥ると、心理

的な幸福度に対して否定的な影響を受けることが指摘されている（Stengård et al., 

2016; Stengård et al., 2017）。Bernhard-Oettel et al. (2020) は、要求度が高く、自らコ

ントロールできる余地の少ない、緊張を強いられる職務が、従業員をロック・イ

ン状態にさせる要因となっていることを指摘している。 

 断念型在職者という不本意な在職者に関する議論から示唆されることは、不本

意な在職状態の解消を望み、しかしそれを解消できないということが、個人にと

っても組織にとっても大きな問題になっているということである。また、これら

の議論の前提になっている考え方は、「不本意な在職状態に陥った個人は、それを

解消するための行動に動機づけられる」ということである。動機づけられるから

こそ、解消するための行動をできないということとの間に心理的な負担を生じさ

せるのである。 

 ここまでの議論を踏まえて「なぜ不本意な在職者であり続けてしまう人がいる

のか」という研究課題に答えるのであれば、次のようになる。すなわち、断念型

在職者は、彼ら・彼女らの行動を制約するものを抱えている。それらの制約によ
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って自身の選好をコントロールできるという認知が低くなる、あるいはそれらの

制約よりも自らのコントロール知覚が相対的に低いために、不本意な在職状態を

続けざるを得ないのである。 

 それでは、本意の在職状態として所属組織での仕事を始めた個人が、なぜこの

ような断念型在職者に至ってしまうのだろうか。次節では、この点について既存

研究の議論を確認する。 

 

第２節 断念型在職者になるメカニズムの謎 

 本節では、個人が不本意な在職状態を解消することなく断念型在職者であり続

けてしまう理由を、断念型在職者になるメカニズムから理解することを試みる。

しかし、結論を先取りするならば、断念型在職者になるメカニズムに関する既存

研究の説明は非常に限られている。なぜなら、これまでの離職研究では、このよ

うな断念型在職者に分類されるような不本意な在職者に焦点を当てた研究はほと

んどなされていないからである(Hom et al., 2012)。また、断念型在職者を提示した

Hom et al. (2012) の議論についても、純粋に理論的なものであり、実証的に明ら

かにされたものではない(Woo & Allen, 2014)。そのため、本意の在職者が断念型在

職者になるまでのプロセスや、そこで経験される事項については、議論がなされ

ていないのである。 

また、このような現象あるいは個人に注目した研究は、様々な研究領域に散在

しており、議論の範囲も限定的であるというのが状況である(Feenstra-Verschure et 

al., 2024)。そのため、仕事生活のなかで不本意な在職状態に陥った後、なぜそう

した状態を解消することなく、不本意な在職者であり続けるのか、つまり断念型

在職者になるのかについて、十分に説明することができないのである。 

断念型在職者になるメカニズムの議論を妨げている原因の一つは、断念型在職

者の提示の仕方にある。つまり、近接離脱状態フレームワークに関する問題であ

る。Bergman et al. (2012) は、Hom et al. (2012) が在職者の在職・離職状態の経時

的な面に焦点を当てたと主張しながらも、在職者の状態を（サブ・タイプも含め

て）カテゴリーとして概念化した点を批判している。在職状態の揺れ動きや、離

職プロセスの展開について示唆する一方で、それを固定的なものとして捉えてい

ることの問題を指摘している。 

この Bergman et al. (2012) による指摘を受けて Griffeth et al. (2012) は、今後の

研究として、在職者の在職状態の変化を追跡して、そうした変化の引き金となる

出来事を特定することを推奨している。 

 しかし、現在のところ、この視点に立った研究は少ない。数少ない例外に、在
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職者の在職状態の経時的な変化を追った研究として、前節で言及した Garthe and 

Hasselhorn (2021) による量的研究がある。また、断念型在職者の特徴について実

証的に示唆しているものとして Olubiyi et al. (2019) による事例研究がある。 

まず Garthe and Hasselhorn (2021) は、Hom et al. (2012) の提示した四つの在職者

（断念型在職者および嫌々型離職者、熱狂型在職者、熱狂型離職者）について、

それぞれにどのような異なる特徴を有しているか、また時間の経過に伴ってどの

ような変化を生じさせるかを検討した。調査は 2 時点（2014 年と 2018 年）で行

われ、分析の対象となったのは 2018 年時点の参加者 3,586 名のうち被雇用者であ

る 2,811名である（年齢は 53歳のグループと 59歳のグループがある）。 

ここから明らかになったのは、断念型在職者について他の三つの在職者と比較

すると、リーダーシップの質や能力開発の可能性、職場における影響力といった

点で、有意にスコアが低いということである。こうした特徴は、調査開始時点の

2014 年から 4 年後の 2018 年では、さらに悪化していた。すなわち、断念型在職

者は、彼ら・彼女らにとって望ましくない職場に留まり続けることで、仕事を取

り巻く状況を悪化させ、仕事に関する能力やワーク・モチベーション、高年齢で

の被雇用といった点で問題を抱えることが懸念されている。 

Garthe and Hasselhorn (2021) の考察によれば、こうした断念型在職者のネガテ

ィブな特徴が際立つことになる理由は、そもそも仕事が彼ら・彼女らに合ってお

らず、そのため成果を出すことができず、より良い仕事に変えるための機会も資

格も手にすることができないためであるとされる。 

また、Olubiyi et al. (2019) は、比較的高い離職率である小売業界の中でも低い

離職率となっている店舗の非管理職従業員を対象として、事例研究を行っている。

分析に用いられた参加者 15名のうち、Hom et al. (2012) の提示した断念型在職者

に該当すると考えられる者が 3 名いた。その 3 名の特徴としては、自身の価値観

と所属組織の価値観との間が一致していないと考えているにもかかわらず、自身

の職務については満足しているというものである。本来は自身の価値観と所属組

織の価値観の一致によって職務満足が高められるとされているものの、断念型在

職者においては、必ずしもそうした関係性は見出されなかったのである。この結

果を踏まえるならば、断念型在職者が不本意な在職状態にもかかわらず解消しな

い理由については、「解消できない」という点だけではなく、その他の要因につい

ても考慮する必要があることが示唆される。 

残念ながら、断念型在職者を実証的に考察した研究は非常に限られているとい

うのが現状である。特に上述した既存研究からは、断念型在職者の特徴やその後

の変化については示唆されるものの、なぜそのような在職状態に陥ることになっ
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たのかという点については明らかにならない。まとめると、これまで行われてき

た議論だけでは、在職者・離職者の視点に立ち、彼ら・彼女らが留まることや離

職すること、またそれぞれの間の葛藤をどのように意味づけしているのかを理解

する(Rothausen et al., 2017)ことができないのである。 

このことを本研究の目的と関連づけて考えるのであれば、「不本意な在職者が、

不本意な在職を続けてしまうことになる理由」について、既存研究を踏まえると

断念型在職者の有する制約とコントロール知覚から説明することができる一方で、

なぜそのような状態に陥ることになったのかについては説明することができない

ということである。 

 また、近接離脱状態フレームワークにはもう一つ問題がある。それは、本フレ

ームワークが必ずしもすべての在職者の状態を漏らすことなく、また重複するこ

となく表したものではなく、捉えることのできない在職者がいる可能性があると

いうことである。このような可能性があるのは、全ての在職者を四つのタイプ（と

それぞれのタイプにおけるサブ・タイプ）に分類することに起因するものである。

すなわち、あらかじめ定めた枠に、強引に在職者を割り振っているようなもので

あって、在職者の実態にはそぐわない捉え方をしている可能性があるということ

である。簡潔に述べれば、そのような在職者の捉え方は適切なのかという問題で

ある。 

 この点については、Hom et al. (2012) によって提示された当初から指摘されて

きたことである。例えばMaertz (2012) は、Hom et al. (2012) の引用を行いながら、

近接離脱状態フレームワークによる在職者の分類について、一般化可能性は限定

的であると指摘している。この点については、Hom et al. (2012) の筆者らも、従

業員の離職に対する選好と在職に対する選好は異なる次元を構成している可能性

が高いと認識していたものの、一つの連続体の両端として扱うことによって単純

化をしてしまったことを認めている(Griffeth et al., 2012)。 

 また、個人は競合するマインドセット（例えば、離職選好と在職選好）を同時

に持つ可能性がある。そうした競合するマインドセットを持つことによって、緊

張や葛藤が生じうる。しかし、それがどのような形で現れるのかについても、Hom 

et al. (2012) は説明できていない(Griffeth et al., 2012)。 

 まとめると、Hom et al. (2012) は議論の出発点としては大きな貢献をしている

ものの、その在職状態がどのように変化するのかという点については説明するこ

とができていないのである。つまり、断念型在職者になるメカニズムについては

謎が残されているのである。 

また、在職者を四つのタイプに強いて当てはめたことにより見落とされている
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在職者がいることも示唆されている。そのような在職者を理解できなければ、断

念型在職者になるというメカニズムもまた十分に理解することはできないだろう。

なぜなら、個人は一つの在職状態に留まり続けるわけではなく仕事生活において

様々な状態に変転するものである以上、断念型在職へと変転する前の在職状態に

ついても理解することが大切だからである。これを理解することによって、なぜ

断念型在職者になったのかについての理解も進むと期待できる。 

 既存研究において指摘されている断念型在職者になるというメカニズムの謎に

加えて、本研究の問題意識からの指摘も行いたい。一つは、不本意な在職状態を

解消「できない」という認識形成は徐々に行われる場合があるにもかかわらず、

そのメカニズムについて実証的には明らかにされていないということである。既

存研究において示されているのは、断念型在職者の知覚された意志コントロール

の低さと、それに影響を及ぼす制約である(Hom et al., 2012)。 

しかし実際には、例えば転職活動の失敗経験が続くことで不本意な在職状態を

解消できないと考えるようになったり、転職に関する家族の話し合いの中で現在

の状況では不本意な在職状態を解消できないと認識するようになることもあるだ

ろう。制約があることと解消できないという認識の間（あいだ）には、時間的な

間（ま）がありうるのである。現在の議論では、この時間的な間において不本意

な在職状態がどのように変化しうるのかについては検討されていない。 

 このような時間的な間に注目したとき、断念型在職者になるというメカニズム

に関して、もう一つ指摘をしたい。それは、不本意な在職状態に陥った個人は、

それを解消するための行動を「速やかに」行おうとするのかということである。

前節のまとめとして、既存研究の議論では不本意な在職状態に陥った個人は、そ

れを解消するための行動に動機づけられると考えていることを述べた。別の言い

方をすれば、本意ではない状況に置かれた者は、すなわち不本意な在職者は、そ

うした不本意な在職状態を変えようとするということである。しかし、実際には、

解消行動をするまでに時間的な間をとる場合があることは想像に難くない。それ

では、その時間的な間について、不本意な在職者はどのように考えているのだろ

うか。 

 断念型在職者の議論では、知覚された意志コントロールに焦点を当てているこ

とからも推測できるように、断念型在職者自身の手で不本意な在職状態を解消す

ることが念頭に置かれている。しかし、解消行動をするまでに時間的な間をとる

場合があるという現実を踏まえると、この断念型在職者の議論とは異なる見方を

することができる。すなわち、時間的な間において自ずと不本意な在職状態が解

消されるのであれば、自身が解消行動を行う必要はないと考えている可能性があ
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る。 

このような見方が可能になるのは、本研究が、個人は自身の所属する組織の中

での位置づけや自らのキャリア、それらの今後の見通しを踏まえながら、不本意

な在職状態への対応・態度を決めているということを前提に置いているためであ

る。この前提に立って不本意な在職者を理解しようとする場合、不本意な在職状

態について、必ずしも「いま・ここ」で解消しなければならないわけではなく、

また「自身で」解消しなければならないものでもないと理解することができる。 

ここで述べておきたいのは、断念型在職者の議論では、知覚された意志コント

ロールの低さという個人の内面に起因するものとして不本意な在職を捉えており、

それゆえに不本意な在職状態は自らの行動によって解消しなければならないもの

とされているということである。このような前提のもとでは、不本意な在職状態

が「解消されない」ということは、不本意な在職状態を「解消できない」と解さ

れることになる。 

このように考えると、前述したように「捉えることのできない在職者」が生じ

てしまう。それが、次章で提示する、不本意な在職状態でありながら、それを変

えるための行動をしようとしない、待望型在職者という不本意な在職者である。 

 

第３節 断念型在職者に対するマネジメントの課題 

 本節では、断念型在職者に対するマネジメントとして、既存研究ではどのよう

な点に焦点が当てられているのかについて確認する。これは、本研究の目的であ

る「不本意な在職者が、不本意な在職を続けてしまうことになる理由を明らかに

すること」によって「不本意な在職者のマネジメントへの示唆を得ること」に適

うものである。 

 断念型在職者の議論を踏まえながら、不本意な在職者のマネジメントを考察す

るとき、最も難しい問題がエンプロイアビリティ・パラドックス(employability 

paradox)であると考える。すなわち、エンプロイアビリティ・パラドックスの懸

念があるために、断念型在職者の議論で示唆されているマネジメントの手法をと

ることに躊躇いが生じることになるのである。 

 エンプロイアビリティ・パラドックスとは、従業員に対する能力開発や投資が、

彼ら・彼女らのエンプロイアビリティの向上につながり、その結果として離職リ

スクが大きくなることを指したものである(De Cuyper & De Witte, 2011; Nelissen et 

al., 2017)。ここでのエンプロイアビリティ(employability)とは、「能力を最大限活用

することによって、継続的に仕事を遂行し、獲得し、創造すること(the continuous 

fulfilling, acquiring or creating of work through the optimal use of competences)」（Van 
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der Heijde & Van der Heijden, 2006, p.453. 日本語訳は、山本 (2014) による。）や「現

在の仕事を続ける、あるいは望む仕事につく能力(the ability to keep the job one has 

or to get the job one desires)」(Rothwell & Arnold, 2007)と定義される概念である。 

経営組織にとっては、人材の採用・維持・動機づけのために、また、組織のパ

フォーマンスを高めるためにも、従業員に能力開発の機会を提供したり、様々な

研修プログラムを用意したりすることは、人材マネジメントの一つである(De 

Cuyper et al., 2011; Fugate et al., 2021)。こうした人材マネジメントは、組織目標の

達成に寄与する人材を育てることの反面で、他社にとっても魅力的な人材を育て

ることにもなる。従業員の立場に立てば、開発された・身についた能力によって、

現在の所属組織での仕事よりも魅力的な代替的職務を手に入れる可能性が上がる

ということである。こうした皮肉な状況を捉えたものが、エンプロイアビリティ・

パラドックスである。 

もちろん、実際にエンプロイアビリティ・パラドックスが存在するのかという

点については、議論がある。例えば、De Cuyper and De Witte (2011) は、エンプロ

イアビリティの知覚がウェルビーイングや自己評価によるパフォーマンといった

良い結果と関連している一方で、離職意図を高めるものであることを示して、エ

ンプロイアビリティ・パラドックスの存在を指摘している。また Baranchenko et al. 

(2020) は、現在の雇用者に対する内的エンプロイアビリティ (internal 

employability)と他の雇用者に対する外的エンプロイアビリティ (external 

employability)(Forrier et al., 2015)が離職意図に与える影響の違いを明らかにした。

すなわち、外的エンプロイアビリティは離職意図に正の影響を与える一方で、内

的エンプロイアビリティは離職意図に負の影響を与えることを示し、エンプロイ

アビリティ・パラドックスを引き起こすエンプロイアビリティのタイプを明らか

にした。これらとは異なり、内的エンプロイアビリティによるリテンションの効

果も、また外的エンプロイアビリティによる離職の効果も見出されなかった、つ

まりエンプロイアビリティ・パラドックスを否定した研究もある(Martini et al., 

2023)。 

技術革新や高齢化、事業環境の競争激化といった現代の雇用を取り巻く状況の

中、研究者と実務家との間でエンプロイアビリティへの関心の高まる中にあって

(van Harten et al., 2020, p.1095)、エンプロイアビリティ・パラドックスに関する議

論も活発に行われている(e.g., Rodrigues et al., 2020; Moreira et al., 2020; Zhang et al., 

2021)。 

 ここで重要なことは、このエンプロイアビリティ・パラドックスの考え方が実

務家の間に広く浸透しており、実際に従業員の能力開発への投資に際しての懸念
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事項となっているという事実である(De Vos et al., 2017; Nelissen et al., 2017; Yu et 

al., 2021)。先に例示したように、エンプロイアビリティ・パラドックスをめぐる

議論において、必ずしもこのパラドックスの存在を認めるものばかりではない

(e.g., Akkermans et al., 2019; Martini et al., 2023)。ただし、このパラドックスは直感

的にも理解しやすく、また、これを裏付けるような指摘(e.g., Baranchenko et al., 

2020; De Cuyper & De Witte, 2011)もあるために、 実務の場において考慮しなけれ

ばならない問題になっている。 

また、このような組織側の懸念は、キャリアや仕事を取り巻く環境の影響を受

けて、さらに深刻化していると考える。仕事のデジタル化と自動化を加速させる

第４次産業革命の只中にあって、キャリア開発のあり方として、生涯にわたって

自己主導的かつ柔軟なキャリア開発が必要となっていることを個人は突き付けら

れている(Hirschi, 2018)。また、バウンダリーレス・キャリア(Arthur, 1994)やプロ

ティアン・キャリア(Hall, 1996)といった、いわゆる「ニュー・キャリア」パラダ

イムに基づく議論も活発に行われている(Sullivan & Al Ariss, 2021)。こうした環境

下でキャリア形成をする個人は、企業に対して単なる雇用保障を期待するのでは

なく、エンプロイアビリティを向上できるような職務を期待している可能性が高

い(Zimmerman et al., 2019)。より多くの組織がエンプロイアビリティの向上に資す

るような支援や投資、制度の用意する必要性が生じるとともに――これらを用意

することができなければ、人材の獲得・維持をすることができず、事業運営に支

障をきたす恐れがある――、組織は否応なくエンプロイアビリティ・パラドック

スを念頭に置きながらマネジメントに取り組まなければならなくなるという事態

を招いていると考える。 

 このようなエンプロイアビリティ・パラドックスに関する懸念がある中で、断

念型在職者の議論では、断念型在職者に対するマネジメントとしてどのようなも

のが提示されているのだろうか。Hom et al. (2012) が提示しているのは、退職を

促すための施策（e.g., 再就職支援サービスの提供、早い段階での退職金の支給）

である。同様の提案を Feenstra-Verschure et al. (2022) も行っている。 

しかし、こうした施策を用意することは、断念型在職者以外の従業員に対して

も利用する機会を与えることとなる。そうした制度は、制約の下で留まらざるを

得ない断念型在職者がそうした制約を乗り越えるための支援になるよりも、エン

プロイアビリティの高い従業員がより良い機会を得るために所属組織外に出るた

めの後押しをする恐れがある。 

 また、断念型在職者の離職選好に対してアプローチすることも考えられる。例

えば、社内でのより良いポジションを検討するためのキャリア・カウンセリング
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の提供などである。こうした取り組みを通じて、断念型在職者の選好を変えると

いうことが考えられる。 

しかし、これは断念型在職者の一面（すなわち、離職を選好しているというこ

と）に対するアプローチにすぎない。もう一面の、自身の選好を実現できるとい

う知覚（意思決定に関するコントロールの知覚であり、Hom et al. (2012) は「知

覚された意志コントロール(peceived volitional control)」という概念として提示して

いる）の低さは変わることがない。長い仕事生活のなかで在職／離職に対する選

好は変動するものである。一時的には在職を選好することになったとしても、何

らかのショック(Lee & Mitchell, 1994)によって再び離職を選好するようになり、断

念型在職者に戻ってしまう可能性がある。 

 それでは、従業員が断念型在職者となることを防ぐために、知覚された意志コ

ントロールに対してアプローチすることはできるだろうか。ここでの問題は、知

覚された意志コントロールを高めるためのアプローチはどのようなものであるか

ということではなく、ここに存在するエンプロイアビリティ・パラドックスをど

のように考えるかということである。ここでエンプロイアビリティ・パラドック

スが示唆するのは、問題社員としての断念型在職者を防ぐための投資が、（断念型

在職者だけではなく）離職を選好する者に対して、在職ではなく離職を促すこと

になるということである。エンプロイアビリティ・パラドックスのもとで経営組

織を運営している立場では、このような離職を促すことになりかねないアプロー

チを無批判的に肯定することは難しいと考える。 

 まとめると、断念型在職者の現在の捉え方を踏まえたマネジメントのあり方は、

エンプロイアビリティ・パラドックスのもとでマネジメントをする立場としては

受け入れ難いものであると考える。それゆえに、断念型在職者という不本意な在

職者のどのような点に対してマネジメントを行いうるかということが、実践的な

課題として見出されることになる。 

 

第４節 小括 

 本章では、「なぜ不本意な在職者であり続けてしまう人がいるのか」という本研

究の研究課題に対して、既存研究がどのように答えることができるかを検討した。

まず、この検討から明らかになったことは、不本意な在職者に内在するコントロ

ール感覚（断念型在職者の議論においては、知覚された意志コントロールとして

捉えられるもの）が低いために、不本意な在職状態を解消することができないと

いうことである。その結果、本人が望まないにもかかわらず、不本意な在職者で

あり続けてしまうことになる。 
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 また、こうした知覚された意志コントロールの低さに様々な要因が関わってい

ることは主に理論的に検討されているものの、個人が断念型在職者になるメカニ

ズムについて実証的な議論はほとんどされていないことが分かった。不本意な在

職状態を解消できないという認識形成について、それが徐々に行われるものであ

ると考えるのであれば、本研究課題に答えるために、単に関連要因を列挙するだ

けではなく、断念型在職者に至るプロセスにも注目する必要がある。すなわち、

断念型在職者に至るプロセスにおいて、何が不本意な在職者を断念型在職者に導

いていくことになるのかを理解しなければならないのである。 

 さらに、「不本意な在職者が、不本意な在職を続けてしまうことになる理由を明

らかにすること」によって「不本意な在職者のマネジメントへの示唆を得ること」

という本研究の目的に照らして、断念型在職者のマネジメントのあり方を検討し

た。しかし、既存研究の議論では離職を促すための施策に焦点が当てられており、

そうした施策を採用することは、人的資源の喪失というリスクを引き受けなけれ

ばならないことでもある。この点について、人材不足という課題に取り組む現在

の日本企業が許容できるかという疑問が呈される。こうした点を踏まえると、断

念型在職者としての不本意な在職者のマネジメントには検討の余地が残されてい

ると考える。 

 次章では、「不本意な在職状態を解消できないから組織に留まる」という不本意

な在職者に対する既存研究の見方には、ある種の不本意な在職者を見損なう恐れ

があることを指摘する。本研究では、個人が自身の所属する組織の中での位置づ

けや自らのキャリア、それらの今後の見通しを踏まえながら、不本意な在職状態

への対応・態度を決めているということを前提に置いている。この前提を置くこ

とによって、本章で検討した断念型在職者とは異なる、待望型在職者という不本

意な在職者に焦点を当てることが可能になる。また、本章で指摘した断念型在職

者になるメカニズムや彼ら・彼女らに対するマネジメントに関する研究上および

実務上の課題についても、既存研究とは異なる視点に立つことで示唆を与えるこ

とができると考える。 
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第３章 待望型在職者という暗点 

 

 前章では、「なぜ不本意な在職者であり続けてしまう人がいるのか」という本研

究の研究課題に対して、離職研究における断念型在職者の議論から答えることが

できる点と、必ずしも十分に説明することができない点を確認した。 

本章では、これまでの断念型在職者の議論の視点をとると見損なうことになる

在職者、すなわち待望型在職者に焦点を当てる。このことは、不本意な在職者の

あり様を理解するという点で、また、本研究の研究課題に答えるという点で、重

要である。 

 具体的に、まず断念型在職者の議論の「不本意な在職状態を解消できないため

に組織に留まる」という考え方に対して問題を提起する（第１節）。結論を先取り

するならば、「不本意な在職状態をあえて解消せずに組織に留まる」という在職者

の存在がありうることを示すことで、既存研究の議論の暗点を指摘する。それが、

本研究で提示する、待望型在職者という不本意な在職者である。次に、その待望

型在職者を理解するための視点として、期待と時間的焦点に注目する意義を説明

する（第２節）。どちらも組織との関係の中で形成あるいは設定されるものである

と考える。また、ここには組織的要因だけではなく、個人のキャリアの状態やそ

れに対する考えも影響することになる。こうした点に着目することは、個人が自

身の所属する組織の中での位置づけや自らのキャリア、それらの今後の見通しを

踏まえながら、不本意な在職状態への対応・態度を決めているという本研究の立

場に適うものである。また、待望型在職者に特有のマネジメントの課題を確認す

る（第３節）。その課題は、「待つ」という意味での不作為に関わる難しさを表し

ている。最後に、本章と前章の理論的検討の結果を踏まえて研究課題に答えると

ともに、未だ明らかになっていない点を確認し、調査課題として提示する（第４

節）。 

 

第１節 問題提起：不本意な在職状態を解消できないから組織

に留まるのか 

 本節では、断念型在職者の議論の「不本意な在職状態を解消できないから組織

に留まる」という考え方に対して問題を提起する。結論を先取りするならば、「不

本意な在職状態をあえて解消せずに組織に留まる」という在職者の存在がありう

ることを示すことで、既存研究の議論の暗点を指摘する。そのような在職者を、

本研究では待望型在職者と呼ぶ。 
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 前章では、断念型在職者の議論を中心に、既存研究において不本意な在職者が

どのように理解されてきたのか、また、どのような研究上および実践上の課題が

あるかを確認した。これらをまとめると、不本意な在職者の何に焦点が当たって

いるのかといえば、望んでいることを実現するだけのコントロール感がないとい

うことである。つまり、個人の内面に起因するものとして、不本意な在職という

ものを理解し、議論しているのである。 

 単純化して言えば、「なぜ不本意な在職者であり続けてしまう人がいるのか」と

いう本研究の研究課題に対して、断念型在職者の議論では「不本意な在職状態を

解消したくても、解消できるだけの力がないために、不本意な在職者であり続け

てしまう」と答えることになる。この答えは、個人に不本意な在職状態を解消す

る力があれば、あえて不本意な在職状態を続けることはなく、不本意さに動機づ

けられて速やかに解消行動を行うということを示唆している。すなわち、既存研

究では「不本意さが直ちに行動に結びつく」、また「不本意さが解消行動を動機づ

ける」と考えているのである。 

 しかしながら、そのような見方、あるいは議論の前提は、不本意な在職者すべ

ての行動を説明するに足りるものだろうか。別の言い方をすれば、異なる見方、

あるいは議論の前提を持ち込むことで、不本意な在職者の行動を理解する余地が

あるのではないだろうか。既存研究に対する本研究の問題提起は、この点にある。

すなわち、既存研究が不本意な在職者の内面に起因するものとして不本意な在職

を理解しようとするのに対して、本研究の見方はそれとは異なる。本研究は、個

人が自身の所属する組織の中での位置づけや自らのキャリア、それらの今後の見

通しを踏まえながら、不本意な在職状態への対応・態度を決めているという点に

注目する。 

不本意な在職状態が個人の意思決定や判断の結果として生じるとすれば、既存

研究のように「不本意さが直ちに行動に結びつく」とは必ずしも言い切れないは

ずである。「不本意さが直ちに行動に結びつく」とは限らないとした場合、そこに

はどのような不本意な在職者の姿が現れるだろうか。それが、「不本意な在職状態

をあえて解消せずに組織に留まる」という在職者の存在である。こうした在職者

を既存研究は見損なっているのである。 

 組織内キャリアを過ごす中で、今後の仕事やキャリアに対する期待を持つよう

になり、将来のために現在の仕事に取り組む個人は、仮に不本意な在職状態にな

ったとしても、必ずしも「いま・ここ」でその不本意な在職状態を解消しなけれ

ばならないとして解消行動に動機づけられるわけではない。なぜなら、彼ら・彼

女らの不本意な在職状態が自ずと解消されることを期待できるのであれば、あえ
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て自らの手で解消のために動く必要はないからである。組織の中で仕事をし、キ

ャリアを形成している以上、組織側の動きによって解消されることも十分に期待

できる。つまり、このような不本意な在職者は、組織を含めた周囲との関係・状

況の中で、解消行動を行うかを判断しているのである。その判断の結果として、

自ら解消行動をすることもあれば、直ちには解消行動をしないということもある。 

 上記のようなことが実際にありうると認めるのであれば、断念型在職者とは異

なる不本意な在職者が存在することを意味している。繰り返しになるが、「不本意

な在職状態をあえて解消せずに組織に留まる」という在職者の存在である。この

不本意な在職者の特徴が、あえて不本意な在職状態を解消しないという意味での

不作為性である。 

 しかし、序論でも述べたように、この不作為は「何もしない」ということを意

味してはいない。正確には「『しない』ことをしている」のである。本研究に関連

づけながら解すれば、不本意な在職状態を自らの行動によって解消「しない」で、

不本意な在職状態が自ずと、あるいは所属組織によって解消「される」のを「待

っている」のである。この「不作為」という受動的な言葉に隠された、「待つ」と

いう主体的な含意こそが、本研究で取り上げる不本意な在職者を理解するうえで

重要になると考える。本研究では、このように「待っている」不本意な在職者の

ことを待望型在職者と呼ぶ。 

待望型在職者についての理解を進めるために、まず、その特徴である不作為性

について、既存研究を踏まえながら検討したい。不作為、言い換えるならば、行

動に移されることのないキャリアの願望については、既存研究ではほとんど見過

ごされてきたものである(Rogiers, 2022)。このような不作為に注目した Verbruggen 

and De Vos (2020) は、キャリア・イナクション(career inaction)という概念を提示

し、それを「キャリアを変えたいという願望に対して、ある期間にわたって十分

に行動しなかったこと」(p.378)と定義した。キャリア・イナクションの特徴は、

次の三点である。すなわち、（１）キャリアを変えたいと望んでいること、（２）

望む変化を起こすために行動を起こせることを認識しているが、十分な方法でそ

れを起こさないこと、（３）この状況が一定期間継続すること、である。 

 Verbruggen and De Vos (2020) の問題意識は、個人の願望が叶わない理由として

彼ら・彼女らを取り巻く構造的制約に焦点が当たりがちになるが、実際の個人の

行動を見るとそもそも行動すらしていないという点に向けられている。この問題

意識は、組織という文脈から捉えるとより明確に理解することができる。すなわ

ち、個人は所属組織の用意する制度やサポート、また組織内での上司・同僚との

関係を利用して不本意に対処する余地があるにもかかわらず、なぜそれらを利用
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して、自身の不本意さに対処しないのかということである。 

 このような不作為が生じる要因の一つとして示唆されているのは、当該個人が

抱えているキャリア上の不安や恐怖といった否定的な感情である(Spurk et al., 

2022; Steiner et al., 2022)。現在の個人のキャリアを取り巻く状況の複雑性や不確実

性の高さと予測可能性の低さを踏まえれば、必要な意思決定を先延ばしにしてし

まう、つまり不作為となることも考えられる。あるいは、キャリア上の選択肢が

多いために、その中から特定のものを選ぶのが難しいという状況が生じている可

能性もある(Osipow, 1999)。この他にも、最近の議論では、職業上の後悔と不作為

との間の相互作用が指摘されている(Budjanovcanin et al., 2023; Budjanovcanin & 

Woodrow, 2022)。 

ただし、「決めていない」ということと、「決められない」ということを混同し

ないように注意しなければならない(Holland & Holland, 1977)。後者の「決められ

ないために不作為になっている」と考えるのは、本研究において確認した断念型

在職者の議論に通じるものである。また、現在のキャリア・イナクションの議論

の焦点はこの点に当たっている。 

しかし、不作為という態度が、個人にとってネガティブな要因によって生じた

ものであるのか、それとも主体的に選んだものなのかについては、当該個人に焦

点を当てながら理解しなければならないだろう。本研究では、この不作為に「待

っている」という点を見出すことによって、キャリア・イナクションの議論とも

異なる焦点を置いていることを述べておく。 

 断念型在職者の特徴である不作為性については、キャリア・マネジメントの議

論とも関わるものである。もともとキャリア・マネジメントの議論では、必要な

資源を利用することができないために、個人は自らのキャリアをマネジメントす

ることに苦労すると考えてきた(King, 2004)。本研究に関連づけて述べれば、不本

意な在職状態を変えることができないのは、解消行動をサポートする、あるいは

本意の実現に利用できる資源がないためであるということである。 

 しかし、それとは異なる見方をするのが、不作為である。すなわち、必要な資

源があるかどうかとは別に、不作為であるということがありうるのである。この

点について、組織の立場から捉えると、実践上の問題も大きいことがうかがえる。

例えば、問題を抱えた従業員による離職やパフォーマンスの低下といったリスク

を抑えるために支援制度を整えたとしても、必ずしもそれらが従業員によって利

用されるわけではないということを示唆しているのである。この点については、

改めて本章第３節で検討する。 

 ここまでの既存研究の議論を踏まえて待望型在職者を理解しようとするならば、
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不本意な在職状態を解消することなく、解消されるのを待っている在職者である。

また、この「待っている」という意味での不作為は、キャリア・イナクションや

断念型在職者とは異なり、主体的な意思決定の結果であることが示唆されるもの

である。それでは、このような不作為が生じる原因について、どのように考える

ことができるだろうか。 

 本研究では「期待」に焦点を当てる。すなわち、将来の期待があることで、現

在の不作為が選択される、あるいは不作為であっても問題ないと判断されるとい

うことである。ここでの期待の中身は様々なものがあるだろうが、共通するのは

「将来においては何らかの形で不本意が解消される」という期待である。この期

待は、個人が自由に・ナイーブに作り上げるものではなく、組織内キャリアを過

ごす中で形成されるものであり、個人を取り巻く組織の影響を大いに受けるもの

である。 

 また、本研究は「時間的焦点」にも注目する。期待というものは多くの場合、

時間軸というものを想定すれば、近い将来のものから、遠い将来のものまで複数

存在する。そのような様々な時間軸上の期待の中で重視しているものを示すのが、

この時間的焦点である。また、現在の不本意な在職状態と将来期待される不本意

な在職状態の解消（つまり、本意の実現）のどちらを重視しているかを示すのも、

時間的焦点である。この時間的焦点は、組織との関係の継続意向と関わるだろう。

すなわち、組織との長期的な関係継続を希望するのであれば、時間的焦点の置き

方としてより遠い将来に置くことも想定されるが、反対に短期的な関係と考えて

いるのであれば、問題となるのは現在の状況だからである。このような「時間」

に注目することは、離職意図と離職の関係を考察するうえでも、また不作為を考

察するうえでも重要な要素であるという先行研究の指摘にも適うものである

(Peltokorpi et al., 2023; Verbruggen & De Vos, 2020)。 

 この期待と時間的焦点について、改めて次節で検討することとしたい。 

 

第２節 待望型在職者を理解する視点：期待と時間的焦点 

 

（１） 期待 

 本項では、待望型在職者を理解するための視点として、期待に注目する意義を

説明する。前節で述べたように、将来の期待があることで、現在の不作為が選択

される、あるいは不作為であっても問題ないと判断されるという点では、待望型

在職者に関わる要因であると考えられる。ここでの不作為に含意されている「待

つ」という点を踏まえて述べるのであれば、将来の期待を念頭において主体的に
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待つという意思決定をしているのが、待望型在職者である。 

しかし、本節で強調したいのは、断念型在職者が提示された離職研究の初期か

ら、期待というものが在職・離職に関する意思決定および行動に影響する、重要

な要因として議論されてきたということである。そこで、離職研究における期待

に関する議論を整理することで、待望型在職者、ひいては断念型在職者を含めた

不本意な在職者を理解するうえで、期待に注目することが重要であることを説明

したい。 

 まず、本項の要旨を述べる。これまでの離職研究において、離職の意思決定に

従業員の持つ期待が影響していることが指摘されてきた。その一方で、現在の断

念型在職者に焦点を当てた議論では、在職者の持つ期待には焦点が当てられては

いない。従業員が不本意な在職状態になり、そうした状態から抜け出していくプ

ロセスにおいて、在職者の持つ期待がどのような影響を及ぼしているのかを説明

できていないのである。そこで不本意な在職者というものに焦点を当てるうえで、

この期待を議論の俎上に載せることが重要であると考える。 

 次に、既存研究の議論を振り返りつつ、在職・離職に関する意思決定を行う従

業員を理解するために、期待というものにはどのような理論上の意義があるとさ

れてきたのかを確認する。 

 まず、離職理論の出発点となったのが March and Simon (1958=1977) によるモ

デルである。このモデルは、その後の離職研究や理論において知的ツールになっ

た考え方である(Lee et al., 1999; Steel et al., 2009)。このモデルでは、自発的離職に

ついて、それを促す主要因である「移動の望ましさ」（主に職務満足度からこれを

評価する）と「移動のし易さ」（主に代替的選択肢数からこれを評価する）に焦点

を当てている。このモデルは、離職の決定が、単一の要因によってではなく、個

人や組織、外部の労働市場の条件の組み合わせによるものであることを示したも

のでもある(Bolt et al., 2022)。 

ここで注意しておきたいのは、このモデルにおける移動の望ましさと移動のし

易さとは、現在の状況から判断したものであるということである。つまり、この

モデルからは、少なくとも表面上は、将来の状況が現在の意思決定に影響を及ぼ

すという含意を見て取ることはできない。本項に関連づけて述べれば、期待につ

いては明示的には考慮されていなかったということである。 

 その後、March and Simon (1958=1977) によるモデルの基本的な仮定を精緻化し

て、離職の先行要因としての離職意図と離職に関する意思決定の段階を示した、

プロセス・モデルが提示された(Mobley, 1977)。この Mobley (1977) によるモデル

では、不満が離職の選好に影響し、その選好が代替職務の探索と離職に伴う便益
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とコストの分析を促し、その分析の結果として探索意図を形成し、代替職務のオ

ファーを評価し、当該代替職務と現職を比較し、代替職務を選択した後に離職意

図が生まれ、実際の退職につながるとしている(Lee et al., 2017)。このモデルは、

従業員の離職意図に所属組織外での就業機会が決定的な影響を及ぼすことを特定

するために構築されたものである(Huang et al., 2022)。また、モデルの特徴として

離職意図と離職行動との間に強い関連性があることを仮定している(Wong & 

Cheng, 2020)。 

 このプロセス・モデルで興味深いのは、意思決定の背後に期待が働いていると

いうことである。例えば、従業員は最終的に昇進や希望の異動といったポジティ

ブな結果を期待できるのであれば、現在の仕事が望ましいものであっても続ける

可能性があり、その一方で、他社からより良い仕事を得られることを期待できる

のであれば、良い仕事であっても辞める可能性がある(Hom et al., 2017)。すなわち、

離職の意思決定の判断材料となるのは、現在手元にあるものだけではなく、将来

手元にあると期待されるものも含まれるということである。 

March and Simon (1958=1977) との対比で述べるのであれば、Mobley (1977) は

職務満足度と離職との関係性は有意で一貫しているものの、離職の意思決定プロ

セスの心理をより良く理解するためには、その関係性の間に何があるのかに注目

しなければならないと考えているのである。 

 さらにMobley et al. (1979) では、離職を引き起こす要因として、現在の感情に

基づく職務満足度および期待される将来の感情に基づく職務魅力度、獲得可能な

代替的職務の魅力度を取り上げ、モデルとして提示した。Mobley et al. (1979) は、

満足というものが、未来志向ではなく現在志向のものであることに注意しなけれ

ばならないと強調している(p.518)。その一方で、期待というものが未来志向であ

り、現在の職務が将来的にどのような価値ある成果をもたらすのかという期待に

基づいて職務の魅力が変わるとしている(p.518)。Mobley et al. (1979) によれば、

満足と期待の間には相関関係があるかもしれないが、両者は別のものであり、そ

れぞれが離職意図や離職に与える影響は異なるため、現在の職務に満足していた

としても、現在の職務が将来のキャリアにとっては関係しないと予期しているこ

ともある。 

 この点は非常に重要である。すなわち、Mobley et al. (1979) のモデルによって、

不満のある従業員が退職しないのは、例えば当該従業員が将来の昇進や代替的職

務の魅力度の低下を予期しているためであると説明できるようになったのである

(Lee et al., 2017)。Mobley et al. (1979) のモデルの含意を、例を用いて説明した

Morrel et al. (2001) を引用するならば、「若手医師は資格取得のために長時間労働
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を強いられるが、それはキャリアの比較的短い期間だけであると理解しているた

め、我慢している」(p.237)からこそ、不満足であっても、離職せずに在職を続け

ているのである。 

 Mobley et al. (1979) のモデルはその後の研究において実証的にも支持され、将

来への期待が従業員の定着を促進することを示している(Aquino et al., 1997)。この

ことからは、離職の意思決定プロセスにおける当該従業員の期待の変化という点

について調査することが重要であると示唆される(Holtom et al., 2008)。なぜなら、

期待の変化に影響する要因を理解することは、マネジメントの視点から述べると、

有望な人材に対して在職の継続を促すようなポイントを理解することだからであ

る。これと関連して、従業員がそれまでの期待が実現されないと認識したときに、

どのような行動を取るのかという点についても、興味深い問いとして指摘されて

いる(Aquino et al., 1997)。 

 しかし、職務満足度と比較すると、現在の離職研究においては将来の結果に対

する期待効用に焦点を当てているものは少なく、それが在職継続の意思決定にど

のように影響するのかについてはほとんど解明されてはいないのが現状である

(Holtom et al., 2022)。 

 その後の離職研究では、離職意図だけではなく、現在の仕事や別の仕事を評価

する契機となる「ショック」(Lee & Mitchell, 1994)が離職に与える影響についても

注目されるようになった。そのショックの影響を取り込んだ自発的離職の展開モ

デル(Lee & Mitchell, 1994)では、離職を「個人が自分の感情および個人的な状況、

職場環境を評価し、時間をかけて組織に留まるか、あるいは離れるかを決定する

複雑なプロセス」(Lee & Mitchell, 1994, p.84)として捉えて、議論を行っている。

このモデルは、離職プロセスの複雑さとダイナミクスを強調し、離職の先行要因

だけではなく、どのように離職するのかについても焦点を当てる必要があること

を示唆している(Holtom et al., 2008)。 

 Lee and Mitchell (1994) のモデルは、Mobley (1977) のような伝統的なプロセ

ス・モデルから逸脱しているとされている(Maertz & Campion, 1998)が、将来への

期待という要素が盛り込まれている点においては同じである。将来の計画や目標

のイメージと現在との適合度合いを評価し、その結果によっては離職を決断する

可能性があるということを、この展開モデルは示唆しているのである(Kulik et al., 

2012; Mitchell & Lee, 2001)。 

 それぞれの従業員は独自の期待を持つとともに、職務や処遇、上司・同僚との

関係において、自らの期待が達成されることに大きな価値を置いていると考えら

れている(Porter & Steers, 1973)。また、従業員がそれぞれ独自の期待を持っている
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ということは、ある要因（e.g., 高賃金や虐待的監督）が離職の意思決定に一様の

影響を与えることはない反面、期待が満たされない場合には離職に大きな影響を

及ぼすことが予想されるのである(Porter & Steers, 1973)。このことからも、在職者

の在職状態の特徴と変化を、期待に焦点を合わせて捉えることは、彼ら・彼女ら

を理解するという点で有用であると考える。 

 例えば Ballinger et al. (2010) は、リーダーの交代・引き継ぎのタイミングに着

目して、前任のリーダーとの間に良好な関係性を築いているメンバーが、交代・

引き継ぎに伴って離職していることを明らかにした。これは、前任のリーダーと

の間の良好な関係性が確実に失われることよりも、不確実ではあるものの離職に

よって得られるものの方を重視していると解される。すなわち、従業員は将来の

キャリアを見通しながら、離職あるいは在職の意思決定をしているのである(Hom 

et al., 2017)。 

 ここまでの議論を本研究に関連づけながらまとめれば、在職・離職に関する意

思決定においては現在の状況だけではなく、将来の期待の内容についても重要で

あるということである。断念型在職者の議論では、現在の不本意な在職状態が解

消行動の動機づけにはなるものの、解消できないことで組織に留まっていると考

えてきた。しかし、この議論に期待という要素を取り込むと、現在の不本意な在

職状態であっても、将来の期待次第では必ずしも解消行動に動機づけられること

はなく、解消行動をすることなく組織に留まっている在職者の存在を見出すこと

ができる。それが、本研究で焦点を当てる待望型在職者である。 

 期待といった将来・未来に関わることを個人がどのように考えるかが現在の仕

事に対する行動や態度に与える影響は大きいと推測されるにもかかわらず、これ

を実証的に調査した研究はわずかであると指摘されている(Lin & Liao, 2020)。待

望型在職者の持つ期待に着目することによって、関連する先行研究に貢献するこ

とができると考える。 

 この待望型在職者の不作為性を理解するうえで、期待に注目する理由はここに

ある。すなわち、期待に焦点を当てなければ、待望型在職者が不本意な在職状態

を続ける理由を説明することができないということである。 

 ここで注意が必要なのは、期待というものは多くの場合、時間軸というものを

想定すれば、近い将来のものから、遠い将来のものまで複数存在するということ

である。そうした複数の期待があるということと、在職・離職の意思決定に関わ

るということをどのように理解すれば良いだろうか。この点について示唆を与え

るのが、次項の時間的焦点という考え方である。この時間的焦点に着目すること

は、後述するように、個人が自身の所属する組織の中での位置づけや自らのキャ



 40 

リア、それらの今後の見通しを踏まえながら、不本意な在職状態への対応・態度

を決めているという本研究の見方・前提とも整合的である。 

 

（２） 時間的焦点 

 本項では、待望型在職者を理解するための視点として、時間的焦点に注目する

意義を説明する。前節で述べたように、様々な時間軸上の期待の中で重視してい

るものを示すのが、この時間的焦点である。また、現在の不本意な在職状態と将

来期待される不本意な在職状態の解消（つまり、本意の実現）のどちらを重視し

ているかを示すのも、時間的焦点である。この時間的焦点は、ある特定の地点の

みに焦点が当たるとは限らず、現在と将来を同程度に重視することもあれば、い

ずれにも注意を向けていないということもありうる(DesJardine & Shi, 2021)。 

 そもそも時間的焦点とは、「過去、現在、未来への注意の割当(the allocation of 

attention to the past, present, and future)」(Shipp et al., 2009, p.2)と理解されるもので

ある。この時間的焦点がどこに当てられているかによって、現在の態度や行動、

意思決定は影響を受けることになる。客観的な時計の時間が過去から、現在、未

来へと流れる不可逆的なものであるのに対して、時間的焦点が当てる、その時間

は主観的なものであり、過去を振り返ることや現在の瞬間に焦点を当てること、

あるいは未来を見据えることもできる(Griep et al., 2021)。 

 例えば、組織社会化プロセスにおいて、新入社員は現在のプロセスに適応する

ために将来に目を向けて、現在を理解するための手がかりを探そうとする(Van 

Maanen & Schein, 1979)。待望型在職者と関連づけて述べるのであれば、時間的焦

点がどの時点に当たっているか（より具体的にいえば、過去・現在・未来に対し

て注意がどのように割り当てられているか）によって、現在の時点の不本意な在

職状態に対する態度が決定されるということである。 

ここで期待と時間的焦点の関係について述べておきたい。個人の持つ期待の中

身は、数ヶ月先におけるものか、それとも数年先におけるものかで大きく異なる

と考えられる。ここで重要なのは、数年先における期待に焦点を当てた場合、そ

の期待が本意の在職状態を示唆するものであれば、現時点の不本意な在職状態に

対応する必要性は少なくなるということである。これは、離職意図が離職行動を

保証しない理由を説明するものでもあり、離職の意思決定に際しての時間的焦点

の内容が、離職意図と離職行動の関係性を調整する可能性を示唆するものである

(Peltokorpi et al., 2023)。 

また、期待を持つということで時間的焦点が未来に当たる場合には、現在の不

本意な在職状態であっても、断念型在職者の議論とは異なり、必ずしも職務に関
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してネガティブな行動・態度を引き起こすわけではないと考えられる。なぜなら、

望ましい未来を実現するために、換言すると期待される未来を確かなものにする

ために、個人は必要な努力を投入することに動機づけられるからである(Foo et al., 

2009)。 

 それでは、この時間的焦点はどのように決定されるのであろうか。このような

時間観については、「マクロの力」、すなわち国の文化や言語の影響と、「ミクロの

力」、すなわち成長過程の中で受けた周囲の人々からの影響によって形成されると

考えられている(Barnes, 2021; Shipp & Aeon, 2019)。また、成人期初期までには安

定的に特定の傾向を持つようになるとされている(Shipp & Cole, 2015; Shipp & 

Jansen, 2011)。 

このような文化的および教育的、宗教的、社会階級的、家族的な要因によって

決定される(Zimbardo & Boyd, 1999)という時間的焦点について、示唆を与える議

論がある。それが、年齢（現在、自分が何歳であるのか）によって「人生の残り

時間（制限）」を認識することで、現在の行動が動機づけられるという指摘である

(e.g., Carstensen, 2006)。換言すれば、未来から現在への時間的焦点の変化には人生

の残り時間をどのように認識しているかが影響しているということである。 

 このような未来の時間に対する主観的な感覚は、人間の動機づけに不可欠な役

割を果たすとされている(Carstensen, 2006)。具体的には、個人がどのような目標

を追求すべきものとして考え、実際に選択するかに関して影響を及ぼすとされて

いる(Carstensen, 1992; Carstensen, 1995; Carstensen et al., 1999)。これを説明するの

が、社会情動的選択性理論(socioemotional selectivity theory)である。 

Carstensen et al. (1999) は、時間が未来に向かって開かれている、つまり多くの

時間が残されていると認識した個人は「知識に関する目標」を優先するが、残り

時間が限られていると認識した個人は「感情的な目標」を優先すると指摘してい

る。社会情動的選択性理論に関する議論の多くは、若年層と高齢層とを対照的に

示しながら、説明している。例えば Charles and Carstensen (2010) は、若くて健康

的な人は将来の可能性のために知識や情報を得るということを重視する一方で、

年齢を重ねるにつれて、親しい社会的パートナーとの時間を過ごすといった、感

情や意味を重視するようになると指摘している。知識や情報を得るという目標は、

未来を最適化することを目的としていると考えられ、この目標には、社会におけ

る自分の役割の理解や、職業やキャリアへの関心が含まれる(Lang & Carstensen, 

2002)。 

 ただし、特定の年齢層が特定の目標を設定するというわけではないということ

に注意が必要である。若年層であっても、重篤な病気になり、残された時間に限
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りがあることを認識した場合には感情重視の目標を選択することになる

(Carstensen et al., 2003)。つまり、優先される目標の選択に関わる要因は、単なる

年齢ではなく、残り時間の認識ということである。また Carstensen (2021) は、こ

れまで生きてきた時間よりも、残りの人生の時間の方が、目標設定という点では

重要であると述べている。 

 社会情動的選択性理論に関する議論を時間的焦点と関連づけて理解するのであ

れば、多くの残り時間を認識している個人ほど時間的焦点が将来に向けやすく、

その一方で残り時間が少ないと認識している個人ほど時間的焦点が現在に向きや

すいということであろう。 

また、社会情動的選択性理論に関する議論では、残り時間の認識があくまで主

観的なものであるということが示されている。例えば組織の文脈に当てはめてみ

れば、シニアの社員に対して与えられる役割や職務の責任は、会社によって様々

である。年齢という点で若年者との間で差別あるいは優遇をすることはない会社

においては、シニアであってもより良い処遇あるいはポストに就く可能性が担保

され、人生の残り時間の認識は増大するかもしれない。また、既存研究において

も、予想される退職年齢の違いによって、同年齢の個人であっても残り時間の認

識が変わりうることが指摘されている(Gielnik et al., 2018)。 

これを踏まえると、客観的な年齢というよりは、自身の主観的なキャリアの状

態が、現在の行動を動機づけると解した方が適切であるかもしれない。 

上の例からも示唆されるとおり、現在の行動の動機づけに関わる「人生の残り

時間（制限）」については、字義通り「寿命」であるとは限らない。例えば Kurtz (2008) 

は、大学４年生を対象とした調査を通じて、当該学生たちは自身の卒業が間近に

迫っていることを認識することによって、主観的幸福感と大学関連の活動への参

加度を向上させることを明らかにしている。このことは、終わりを認識すること

で態度・行動が変化しうることを示している。ここから示唆されるのは、現在の

行動を動機づけるのは何らかの「締切・期限」やそれが示す「残り時間」であっ

て、これらはシニアに限られる問題ではないということである。 

 このことからも、時間的焦点は自ずと決まるというものではなく、「締切・期限」

や「残り時間」についての主観的な認識によって設定されるものであると理解で

きる。このことが示唆するのは、主観的な認識に介入することによって、特定の

時間的焦点を設定するように方向づける余地があるということでもある。この点

において、後述するように、時間的焦点については実践的にも重要な論点となる

と考える。 

さらに、キャリアも時間的焦点の設定に関わっていると考える。本研究では、
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個人が自身の所属する組織の中での位置づけや自らのキャリア、それらの今後の

見通しを踏まえながら、不本意な在職状態への対応・態度を決めていると考える。

このことは、組織の中の個人が、組織の中で仕事をする、あるいはキャリアを形

成する過程で時間的焦点を設定・変更しているということである。別の言い方を

すれば、時間的焦点について、自ずと決まるものではなく、不本意な在職状態に

対する態度と同様に、個人が自身と周囲の状況を踏まえながら決定されるものと

して捉えるということである 

しかし、このキャリアと時間的焦点が影響を及ぼす不本意な在職とは、既存研

究において必ずしも関連づけて考察されてきたわけではない。 

 本研究に引き寄せて述べれば、そもそも在職・離職に関する意思決定は、当然

のことながらキャリア上の意思決定であり、その意志決定の内容はキャリア形成

に大きく関わることになる。また、将来のキャリア目標の達成のために、現在の

意思決定が行われるということもある。さらには、現在の組織内外のキャリアの

状況（e.g., 管理職に就いているかどうか、外的エンプロイアビリティは高いか）

は、離職を意思決定する際に欠かすことのできない考慮事項である。 

 それにもかかわらず、Hom et al. (2012) の提示した近接離脱状態フレームワー

クでは、キャリアの状態が在職・離職に関する意思決定にどのように影響するの

かについて示唆するものはない。離職研究においてキャリアを考慮していないと

いう問題は、これまで繰り返し指摘されてきたことであり、また、キャリア状況

と併せて離職の意思決定を検討することが求められてきた。 

 例えば Lee and Mowday (1987) は、キャリアの初期では従業員が自らの行った

仕事の選択を評価し、仕事と組織を学ぶ中で、そこに留まるか、あるいは離職す

るかを決めるプロセスにある一方で、キャリアの後半になると仕事や組織の状況

よりも、それ以外の要因が離職の意思決定に影響を及ぼすと述べている。また

Steers and Mowday (1979) は、離職の意思決定において見落とされがちなものの一

つとして仕事以外の要素があるとして将来のキャリアを挙げている。さらに Krau 

(1981) は、長期にわたる追跡調査の結果、離職とは、当該従業員のキャリアのタ

イプ、キャリア・ステージ、また組織の特徴によって影響を受けるキャリア決定

であると述べている。例えば、有望な人材は 35歳を一つの基準として昇進を期待

するようになるということである。 

 このように在職・離職の意思決定にキャリアの状態が関わるというだけではな

く、将来のキャリアの見通しも、離職あるいは在職の意思決定に影響している

(Hom et al., 2017)。 

例えば Hom (2010) は、時間の経過による個人のキャリア・ステージの変化が、
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それまで満足度の高かった職務であったにもかかわらず離職する理由や、育児や

教育を優先した離職を説明する可能性があると指摘している。そのうえで、離職

に関する理論がキャリア研究の知見を統合してこなかった点を批判する。キャリ

ア上の意思決定・行動に関する議論と離職に関する議論とをより強力に統合する

ことによって、良い成果が生まれる可能性がある(Spurk, 2021)。 

 また、従業員が自らのキャリアを評価する場合、現在の仕事や組織との関係性

だけではなく、将来の期待や想定という点も考慮することになる。この点は、前

述した、待望型在職者の持つ期待に焦点を当てる必要がある理由にも通じている。

すなわち、現在のキャリアの状態を現在の状況からのみ評価した場合と、将来の

状況も含めて評価した場合とでは、その評価結果は異なるということである。 

 この点に関連して、Baruch and Sullivan (2022) は、過去の意思決定や将来のキ

ャリアの結果に対する希望が、現在の意思決定にどのような影響を与えるのかに

ついて考察するべきであると呼びかけている。また、Sturges et al. (2010) は、個

人が自身のキャリアをマネジメントしようとする際、キャリアの目標やキャリア

の段階、現在の組織でキャリアを築こうとしているのか、あるいは別の組織を検

討しているかによって、マネジメントの内容が変わることを指摘している。この

ようなキャリアと時間的焦点、ひいては自らの時間をどのように考えるかという

時間観との間には、密接な関係があると考えられるのである(Bal et al., 2010; 

Levasseur et al., 2020)。 

 こうした既存研究の議論を踏まえると、多数の期待の中から重点を置くものと

して時間的焦点に、またその時間的焦点がどこに置かれるかに影響を及ぼすもの

としてキャリアに注目することが重要であると考える。 

時間的焦点は、心理学で長年研究されてきており、経営学のさまざまな領域に

おいて応用されている(Nguyen et al., 2021)。しかし、個人が時間的焦点を特定の箇

所に当てるということに関して、キャリアや組織がどのように関わるのかは既存

研究において明らかになっていない。この理由の一つは、成人期初期までに特定

の期間に向けられ、そこで安定すると考えられてきたためであろう(Shipp et al., 

2015; Shipp & Jansen, 2011)。この既存研究の間隙は、キャリアを通じて時間的焦

点が変わりうるものであるという指摘(e.g., Barnes, 2021; Shipp et al., 2009; Shipp et 

al., 2022)があるにもかかわらず、未だに埋められていない。また、既存研究にお

いても、時間的焦点は当該個人の置かれている状況によって規定されるという指

摘がなされている(Mohammed & Marhefka, 2020)。そのため、個人とそれを取り巻

く状況を併せて検討することが重要である。本研究において時間的焦点の設定に

関して組織やキャリアの影響を考察することは、重要であるにもかかわらず既存
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研究で見落とされている課題に取り組むことであると考える。 

 この時間的焦点における議論の課題に関して、社会情動的選択性理論に関する

課題も同様の課題を有している。すなわち、同年齢層において主観的な残り時間

の認識に差異が生じる場合、それは何が影響しているのかということである(Liao 

& Carstensen, 2018)。別の表現をすれば、当該個人の未来が「機会」として認識さ

れるのか、あるいは「限界」として認識されるのかという点(Cate & John, 2007)に

ついて、何が影響しているのかが明らかになっていないということである。 

繰り返しになるが、時間的焦点は自ずと決まるものではなく、個人が周囲の状

況や自らのキャリアを踏まえて決定するものである。そのように考えることで、

既存研究が見落としている論点、すなわち、時間的焦点の設定を考察することが

可能になる。こうした考察は、時間的焦点の変動を考慮に入れることの重要性を

指摘する先行研究の要請に適うものであり(Griep et al., 2021)、「なぜ不本意な在職

者であり続けてしまう人がいるのか」という本研究の研究課題に答えることにも

通じるものである。 

 

第３節 待望型在職者に対するマネジメントの課題 

 本節では、待望型在職者に特有のマネジメントの課題を確認する。その課題は、

「待つ」という意味での不作為に関わる難しさを表している。すなわち、課題の

一つは、キャリア支援の制度などを用意しても、不本意な在職状態であってもそ

れを変えるための行動をしない者、つまり待望型在職者には活用されない恐れが

あるということである。この点に関連して、キャリア・マネジメントの議論では、

必要な資源を利用することができないために、個人は自らのキャリアをマネジメ

ントすることに苦労すると考えてきた(King, 2004)。しかし、この待望型在職者に

関しては、従来のキャリア・マネジメントとは異なる見方をしなければならない

のである。 

 多くのキャリア研究が拠っている理論的背景がある。その一つは、人と環境の

適合の重要性を念頭に置いているということである。これはキャリア・マネジメ

ント研究の主流パラダイムであり、このパラダイムにおいては、個人は自らの興

味や能力に合った職業に就くことで幸福につながると考える(Wang & Wanberg, 

2017)。また、そうしたキャリアを追求する主体的・自律的な個人に注目している

というのも、現在のキャリア研究における潮流である。バウンダリーレス・キャ

リア(Arthur, 1994)やプロティアン・キャリア(Hall, 1996)などに関する、いわゆる

「ニュー・キャリア」パラダイムであり、このパラダイムに基づいて議論してい

る研究が多い(Sullivan & Al Ariss, 2021)。さらに、多くのキャリア研究は、その根



 46 

底にポジティブな視点を持ち、希望を与え、楽観的で建設的な、さらには前向き

な見解を示すものとなっている(Baruch & Vardi, 2016)。 

 しかし、待望型在職者という不本意な在職者の姿は、こうしたキャリア研究の

理論的背景では捉えるのが難しい。なぜなら、待望型在職者は、自身と環境とが

不適合であっても、その不適合を解消すための行動を必ずしも起こすわけではな

いからである。まとめると、待望型在職者のような不本意な在職者をマネジメン

トするにあたって、何が重要であるのかが既存研究の議論では説明できないとい

うことである。また、所属組織から提供される制度やサポート、組織内での人間

関係といった仕事上の資源について、待望型在職者が実際にどのように考えてい

るのかは明らかになっていない。 

 待望型在職者に特有のマネジメントの課題として、誰が不本意な在職状態に陥

っているのかが分かりにくいということもある。なぜなら、不本意な在職状態の

解消のための行動を起こさないために、不本意な在職状態ではない在職者との区

別がつかないのである。つまり、組織からすると、対応しなければならない在職

者として焦点が当たりにくいということである。 

 この点については、待望型在職者が不本意な在職状態を継続するという判断に、

どのような組織的要因が関わっているのかを理解することが重要であると考える。

近年のキャリア研究では組織の枠を超えた自己主導型キャリアに焦点が置かれて

いるものが多いものの、組織内キャリアのマネジメントについて、依然として組

織主導でのキャリアを歩んでいる個人も多い。また、彼ら・彼女らのキャリア発

達において組織は重要な役割を担っていることからも、個人のキャリアに対する

組織の果たす役割を軽視してはならない(Baruch & Sullivan, 2022; Zhao et al., 2022)。

このような指摘を踏まえると、キャリア・マネジメントという観点からは、個人

と組織の両者の視点を考慮した研究が必要になる(Clarke, 2013)。このことは、個

人がキャリア・マネジメントの主導権を握っている場合であっても変わらない

(Lips‐Wiersma & Hall, 2007)。 

本研究に関連づけるのであれば、組織との関係のなかで不本意な在職者、特に

待望型在職者になっているのであれば、予期せず組織が待望型在職者を生んでい

る可能性もある。この点に焦点を当てることは、待望型在職者特有の課題の解決

と、既存研究の要請の両方に応えるものであると考える。 

 また、断念型在職者の議論と同様に、待望型在職者についてもエンプロイアビ

リティ・パラドックスの問題がある。簡単に述べると、待望型在職者を見つけ、

その不本意な在職状態の解消をサポートした結果、離職してしまう恐れがあると

いうことである。つまり、いわゆる「藪蛇（やぶへび）」、あるいは「寝た子を起
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こす」ということである。 

 例えば、組織が待望型在職者の不本意な在職状態を「いま・ここ」で解消させ

ようとするあまり、将来の期待（本意の在職状態を実現する見込み）よりも現在

の不本意な在職状態に時間的焦点が置かれ、解消行動に動機づけられることにな

る。その解消行動が組織内解消の場合であれば問題ないかもしれないが、離職と

いう組織外解消を引き起こす可能性もあるのである。あるいは、待望型在職者で

あり続けることに期待が関わっており、しかしその期待が叶わないことを認識し

てしまうと、離職につながるかもしれない。キャリアに対して誤った希望を持つ

ことは、フラストレーションや意欲の低下につながり、最終的には失敗や機会の

損失につながってしまう恐れがあるという指摘(Baruch & Vardi, 2016)を踏まえる

のであれば、待望型在職者に対するマネジメントは「キャリアに関する誤った期

待」を持っていることを自覚させかねないものでもある。 

 既存研究では、時間的焦点が組織とのやり取りの中でどのように設定されるの

かについては議論がなされていない。また、待望型在職者の持つ期待の形成・維

持に、組織がどのように関わるのかについても明らかになっていない。すなわち、

待望型在職者に対するマネジメントを考察するためには、彼ら・彼女らの期待が

どのようなものから影響を受けて形成されるのかを明らかにしなければならない

ということである。また、時間的焦点についても、それをマネジメントの対象と

して、従業員に対していかなる影響を及ぼすかについては、未だ検討されていな

い課題である(Salmon & Wohl, 2020)。 

これらを踏まえると、期待と時間的焦点に着目しながら待望型在職者の実態を

調査することは、待望型在職者に対するマネジメントを考察するうえでも、また

既存研究に貢献するという点でも重要であると考える。 

 

第４節 調査課題の提示 

 これまでの議論を通じて論じてきたことは、不本意な在職者を理解するための

視点は一つではないということである。断念型在職者の議論では、不本意な在職

者自身の能力や主体性の程度の問題に焦点を当てた。しかし、それによって見損

なう在職者の存在が指摘された。個人が自身の所属する組織の中での位置づけや

自らのキャリア、それらの今後の見通しを踏まえながら、不本意な在職状態への

対応・態度を決めているということを受け入れるとすれば、断念型在職者とは異

なる不本意な在職者を捉えることが可能になる。それが、待望型在職者である。

自身の不本意な在職状態が組織によって、あるいは組織の中で自ずと解消される

ことを期待できるのであれば、また、現在の不本意な在職状態よりも将来の本意
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な状態に焦点を当てることができるのであれば、不本意な在職状態を続けるとい

う判断も理解できる。しかし、不本意な在職者のうち、断念型在職者に関する議

論は進みつつある一方で、待望型在職者の存在はほとんど無視されているのが現

状である。 

 改めて述べると、本研究の研究課題は「なぜ不本意な在職者であり続けてしま

う人がいるのか」である。この研究課題に答えるためには、既存研究において暗

点となっていた在職者、すなわち待望型在職者の理解が必要である。また、この

待望型在職者の理解が進むことで、結果として断念型在職者の新たな捉え方を示

すことになると期待できる（この点については、第６章第１節で論じる）。簡単に

述べるのであれば、期待と時間的焦点は待望型在職者だけに関わるものではなく、

断念型在職者に対しても大きな影響を及ぼす可能性があるということである。換

言すれば、期待と時間的焦点から待望型在職者を理論的に理解したのと同様に、

断念型在職者についても理解することができうるということである。 

ただし、本研究における経験的検討の主たる対象は、待望型在職者である。な

ぜなら、断念型在職者とは異なり、既存研究では待望型在職者に関する考察が非

常に少ないためである。まずは、この研究上の空隙を埋める必要があると考える。

また、断念型在職者に関する既存研究の議論において、見落とされている在職者

がいる可能性が指摘されていた(Maertz, 2012; Griffeth et al., 2012)。その見落とされ

ている在職者の一つが、待望型在職者であることを示し、断念型在職者との関係

を考察することができれば、断念型在職者に関する研究に対する貢献にもなるこ

とが期待できる。 

こうした点から、本研究の経験的検討は主に待望型在職者に焦点を当て、この

待望型在職者の変転がどのように行われているのかを明らかにするために調査を

行う。ここでの変転とは、具体的には、不本意な在職者が「待望型在職者である

ことを決める」ことと「待望型在職者であることを止める」ことを指している。 

 これを踏まえて設定した調査課題は、「不本意な在職状態を解消するための行動

をあえてしない不本意な在職者、すなわち待望型在職者の変転は、どのように行

われるのか」である。この調査課題は、待望型在職をめぐる個人の意思決定を理

解するために設定したものである。また、このような調査課題を設定した狙いは、

本章で論じた待望型在職者を理解する視点としての期待と時間的焦点に着目しな

がら、それらに組織的要因や当該個人のキャリアがどのように影響することにな

るのかを明らかにするためである。これらが明らかになることで、不本意な在職

者における期待と時間的焦点の重要性と、それらを通じて不本意な在職者をマネ

ジメントすることの可能性を示すことができると考える。  
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第４章 調査の概要 

 

 本章では、前章で提示した調査課題に取り組むために実施した調査の概要を説

明する。具体的には、本調査の妥当性（第１節）および調査対象（第２節）、調査

方法（第３節）、分析方法（第４節）である。それぞれ、本研究の問題意識と理論

的課題を踏まえているという点で適切なものであること、また、既存研究の関心

と要請に応えるものであることを説明する。 

 

第１節 本調査の妥当性 

本研究では、質的・帰納的アプローチによる調査を実施した。その理由は、組

織で働く個人がどのように不本意な在職状態に陥り（すなわち、不本意な在職者

となり）、またそこから抜け出していく（すなわち、不本意な在職者ではなくなる）

のかという変転に関して、現在のところ未解明な部分が多いため、より詳細な検

討が必要であると考えたからである。こうした状況に適しているのが、質的・帰

納的アプローチである(Edmondson & McManus, 2007; Gioia et al., 2013)。「所与の現

象に付随するすべての概念が明らかにされていない、あるいは十分には発展して

きていない、あるいはほとんど理解されておらず、理解を増すためにトピックに

関するさらなる探究が必要である」（Corbin & Strauss, 2008=2012, 邦訳 36頁）こ

とから、本研究において質的研究を行うことは妥当であると考える。 

本研究では、主として待望型在職者の変転の理解を通じて、既存研究において

理論化がなされていない不本意な在職者について、帰納的に理論を開発していく

ことを目指す(Edmondson & McManus, 2007)。 

 本研究で取り上げる待望型在職者については、多くの離職研究で共通の、基礎

的な仮定とは異なるものを想定しているということは既に述べたとおりである。

すなわち、不本意な在職者の中には、仕事生活における希望と現実との間の乖離

状態に対する解消行動をすることなく、あえて不本意な在職状態を継続させる者

がいるという想定である。これは、従来の離職研究が不本意な在職状態を解消す

るために離職する者や、離職を選好しながらも離職することのできない断念型在

職者に焦点を当ててきたのとは対照的である。既存研究では十分に議論されてい

ない、不本意な在職者の新たな側面について、質的・帰納的アプローチはそれを

調査することを可能にするのである(Rothausen et al., 2017)。 

 また、質的研究は、個人の経験とその経験に対する本人の解釈を理解するため

に不可欠なものであり、彼ら・彼女らの置かれた文脈に注意を促すものである
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(Bluhm et al., 2011; Van Maanen, 1979)。本調査の狙いは、研究目的を達成するため

に、待望型在職者の期待や時間的焦点に、彼ら・彼女らの所属組織や自身のキャ

リアの状態がどのように関わるのかを理解することにある。この点を踏まえると、

質的アプローチを採用することは適切であると考える。なぜなら、質的アプロー

チを通じて、組織から提供されるキャリア上の機会に対する個人の考えや、その

ような機会が自らのキャリアに与える影響の見立てを明らかにすることができる

からである(Vande et al., 2020)。 

 さらに本調査で採用する質的・帰納的アプローチは、既存研究から要請されて

いるという点からも正当化される。離職研究では、質的研究が非常に少ないこと

が指摘されている。Allen et al. (2014) は、離職研究全体で質的な要素を含むもの

は 3%程度であることを指摘したうえで、質的研究を通じて離職とそれに関連す

るプロセスの考察がより豊かで、深い洞察を得ることができうると述べている。

特に重視すべきは、離職という意思決定プロセスにおいて個人がどのような状態

にあるのかに注目することで、経時的な考察をすることである(Allen et al., 2014)。 

本調査は、質的・帰納的アプローチによって待望型在職者の変転を考察するこ

とによって、Allen et al. (2014) の要請に応えるものである。また、不本意な在職

者という、これまでの離職研究において見落とされてきた在職状態にある者を研

究の俎上に載せるにあたっては、その実態を理解することが重要になる。研究成

果としてまとめられ、提示されるモデルにおいては、そのモデルのもつ因果の予

測の精確性にとどまらず、「科学研究の目標としての理解の重要性(the importance 

of understanding as a goal of scientific inquiry)」(Lee & Mowday, 1987, p.738)も顧慮し

なければならない。 

本研究で焦点を当てる不本意な在職者について、彼ら・彼女らのキャリアの状

態や置かれた組織的状況、またそれらを踏まえた意思決定は、より大きな文化的・

制度的文脈の影響を受けることになる。西洋モデル(Western models)ではない、本

研究対象者の置かれた文脈を踏まえたモデルを構築するためには、発見を重視し

た、質的な調査を行うことは重要であると考える(Blustein et al., 2019)。 

 

第２節 調査対象 

 本調査では、コンサルティングや産業機器、エネルギー、金融、官公庁など、

様々な業種の 20名の就業経験者を対象としてインタビュー調査を行った。インタ

ビュー協力者に関する情報は、表 4-1 のとおりである。20 名のうち 14 名が男性

で、6 名が女性である。また、20 名のうち 12 名が転職を経験しており、その 12

名のうち 7 名は 2回以上の転職を行っている。様々な特徴を持ったサンプルとな
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るように、所属組織の業種および従業員規模にばらつきが出るようにサンプリン

グを行った。インタビュー協力者には、協力への動機づけとして謝礼という形式

でプリペイドカードを提供した。ただし、インタビュー協力者の中にはこれを辞

退した者もいた。 

 

表 4-1 

インタビュー協力者に関する情報（筆者作成） 

 

 

本調査のサンプルの特徴の一つは、40 歳前後（36 歳から 45 歳）の、キャリア

上の中年期を過ごす、いわゆるミドルによって構成されていることである。本調

査においてミドルに焦点を当てた理由は、彼ら・彼女らに関して、既存研究で必

# 性別 年齢 経験社数
現在/直近所属組織の

業種

現在/直近所属組織の

従業員規模（名）

1 男性 39 3 ゲーム 100~1,000

2 男性 38 2 産業機器 1,000~10,000

3 女性 37 1 総合電機 10,000~100,000

4 男性 38 1 ソフトウェア 100~1,000

5 男性 45 2 コンサルティング 10~100

6 女性 39 6 サービス 1~10

7 男性 37 1 陸運 100,000~

8 男性 38 1 産業機器 1,000~10,000

9 男性 37 6 エネルギー 100~1,000

10 女性 36 2 官公庁 1,000~10,000

11 男性 37 1 金融 10,000~100,000

12 男性 39 3 コンサルティング 1,000~10,000

13 男性 39 4 医療機器 100~1,000

14 男性 44 1 住宅設備機器 10,000~100,000

15 男性 38 2 エネルギー 100~1,000

16 男性 43 3 投資 10~100

17 女性 40 2 電子機器 100~1,000

18 女性 38 4 総合電機 1,000~10,000

19 女性 37 1 官公庁 10,000~100,000

20 男性 41 1 陸運 10,000~100,000
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ずしも十分な議論がなされていないためである。 

例えば、キャリア上の意思決定、特に職業や職種の変更を検討している場面で、

年齢以外の理由でミドルが行き詰まりを感じ、結局キャリア変更を行わない理由

について、調査の余地が残っていると指摘されている(Ferraro et al., 2018)。これは

不本意な在職状態にあるミドルを考察する必要性を示すものであり、本調査はこ

れに応じるものである。また、ミドルのキャリア（中期キャリア）については、

自らの考えるキャリアと所属組織の考えるキャリアとのギャップが顕在化する時

期（鈴木, 2014）であることから、不本意な在職者となりやすい時期であると考え

ることができる。さらに、Schein (1978=1991) は、ミドルが「自分のキャリアの

前進が自分の目標・抱負・夢と一致してきたか、また、もしそうでないならこの

不一致をどう解消すべきか、の問題」（邦訳 205頁）について自問し、自己対決を

行うことになると指摘する。この指摘を本研究に関連づけて述べるのであれば、

ミドルによる上記の自問は彼ら・彼女らを不本意な在職者にする可能性があるこ

とを示唆していると考えられる。 

これらの既存研究を踏まえると、不本意な在職者を考察するにあたって、そう

した状態に陥りやすいと考えられるミドルに焦点を当てることは妥当であると考

える。 

これらの点に加えて、ミドルの多くは教育機関を卒業した後に 15年以上の就業

経験があることから、これまでの仕事生活の何らかの場面において不本意な在職

を経験している可能性がある。不本意な在職者としての経験について広く理解す

るという点でも、ミドルという調査対象は適切であると考える。 

また、調査対象をミドルとした理由は、既存研究における間隙という点からも

正当化される。前章で確認した社会情動的選択性理論に関する議論の多くは、若

年層と高齢層とを比較することで、それぞれの行動の違いの原因となる「時間」

の重要性を指摘した。すなわち、人生の残り時間に関する認識・評価が現在の目

標の選択に影響を及ぼし、若年層と高齢層の具体的な行動も異なりうることを論

じてきたのである。しかし、中年期を過ごすミドルについては、必ずしも議論の

俎上に上がってはこなかった。その理由は、中年期が若年層から高年層への単な

る移行期間あるいは中間地点としてみなされていたからであると考える。 

本調査の対象にミドルを選択した理由の一つは、この点にある。すなわち、後

期－若年層あるいは前期－高齢層という位置づけではなく、中年期を過ごすミド

ルには特有の特徴があるのではないかという疑問に答えるためである。 

Cate and John (2007) は、中年期を含む成人期の全範囲にわたって、将来の展望

がいつ変化するのかという点について疑問を提示している。こうした指摘がなさ
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れ、また中年期についても考察することが重要であると言及されてきた(e.g., 

Rudolph et al., 2018)にもかかわらず、多くの研究は若年層と中年層を同じように扱

ったり、未だに若年層と高齢層との対比で考察が行われていたりする。 

本調査を通じてミドルの時間的焦点や「残り時間」に対する認識の特徴、ある

いはその変遷を明らかにすることができれば、既存研究に対する貢献にもなると

考える。 

 なお、本調査のサンプルが筆者の知人で構成されている理由を述べる。このよ

うな構成とした理由は、調査での聴き取り内容に関連している。本調査では、イ

ンタビュー協力者に対して、不本意な在職に関連する経験を思い出し、話しても

らうことを求める。これは、時にストレスを生じさせる、負担の大きい作業であ

ると考える。また、その内容は他者には隠したいと思うようなものである可能性

もある。こうした点を踏まえると、インタビュー協力者との間でラポール（「対象

者と調査者のあいだの信頼関係」（佐藤, 2015b, 178 頁））を形成することは非常に

重要である。十分に形成されたラポールに基づいて調査を実施できるように、本

調査のサンプルを構成している。その一方で、以前からの関係性を利用した不当

な搾取という「オーバーラポール」の問題（佐藤, 2002, 77頁）が生じることのな

いように、本調査への協力は任意であることをインタビュー協力者に対して繰り

返し説明した。 

 本調査のサンプリングは、理論的サンプリングと呼ばれる考え方に基づいて行

った。これは、「データ分析を進めていく過程で幾つかの変数間の関連が徐々によ

り明瞭な形で浮かび上がっていく中で、調査対象となる事例の選定方針やデータ

収集の方針を決めたり軌道修正したりしていくようなやり方」（佐藤, 2015a, 254

頁）である。実際に本研究においては、研究の進展に伴ってサンプリング方針を

変化させることにもなった。こうした進め方は、正当であり、また期待されるこ

とでもある(Pratt, 2009)。 

 

第３節 調査方法 

 本調査では、半構造化インタビューを実施した。調査においてインタビューと

いう方法が用いられるのは、一つには、研究の根底にある理論が複雑であること、

未発達であること、そして、その解釈が狭いことに起因して、当該理論を定量的

に捉えることができないためである(Lee et al., 1999)。こうした点を踏まえると、

既存研究において十分には明らかにされていない待望型在職者について考察する

うえで、その調査の方法としてインタビューを採用することは適切であると考え

る。 
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インタビュー手法には、具体的に、その目的や特徴などによって構造化インタ

ビューや非構造化インタビューといった様々なものがあり、それらを分ける一つ

の基準は、インタビューにおいて問われる質問や回答の方法が事前に決定されて

いるという構造化の程度である(May, 2001=2005)。本調査で実施した半構造化イン

タビューとは、インタビュー協力者の考え方を探索するために、インタビュー・

ガイドを用いながらもその内容に固執することなく、彼ら・彼女らとの会話の中

で追加の質問をしたり、質問内容を修正したりするものである（山口, 2023）。 

質問の仕方やその順序を完全に標準化、すなわち構造化の程度を非常に高くし

た場合、インタビュー協力者の回答や洞察に合わせることができなくなり、質の

低いインタビューになってしまう恐れがある(Pratt et al., 2020)。これを避けるため

に、半構造化インタビューを採用した。 

 本調査のインタビュー・ガイドは、次のとおりである。 

 

 ・学校卒業後、現在までに、どのような会社で、どのような仕事をしてきたか。 

 ・これまでの仕事経験の中で、自身の希望していることや期待していることと、

現実との間にズレやギャップが生じた経験はあったか。 

 ・そうした経験があった場合、それはどのようなことであったか。 

 ・そうしたズレやギャップに対して、どのように対応したか。 

 

また、離職を経験したことのあるインタビュー協力者に対しては、下記の点に

ついても聴き取りを行った。その理由は、既存研究を踏まえて、不本意な在職者

の取りうる解消行動の一つとして離職を想定していたためである。 

 

 ・離職した経緯はどのようなものであったか。 

 ・在職ではなく、離職を選択したのはなぜか。 

 

この他に、離職を経験したことのないインタビュー協力者に対しては、過去に

離職を検討したことがあったかを確認した。離職の検討経験を確認した理由は、

検討の契機として自身が不本意な在職状態にあることを認識した可能性があり、

この点について聴き取りを行うことで、彼ら・彼女らが不本意な在職状態に対し

てどのように考え、行動したかを捉えることができると考えたためである。 

また、前述の「これまでの仕事経験の中で、自身の希望していることや期待し

ていることと、現実との間にズレやギャップが生じた経験はあったか」という質

問に対して話しづらいインタビュー協力者に対して、より焦点の絞られた質問を
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することで話を引き出すことを意図したものである。 

 インタビューを通じて聴き取りをした内容だけではなく、一部のインタビュー

協力者については、彼ら・彼女らの Facebook や LinkedIn といった SNS(Social 

Networking Service)に記載されている情報を確認した。これによって、インタビュ

ー協力者のキャリアの志向性やキャリアの自己概念、選択についての洞察を得る

ことができた(Modestino et al., 2019)。 

また、インタビューの最中や前後で作成した、インタビュー時の印象や他のイ

ンタビューとの関連性などを記録したフィールドノーツは、インタビューを振り

返る際の手がかりであり、データ分析に先立って、その後に生成される概念の全

体的な印象を与えるものであった(Merendino & Sarens, 2020)。 

 インタビューの時間について、一名あたりの平均は 1時間から 1時間 30分程度

であった。最も長いもので、約 4時間であった。インタビューの場所については、

インタビュー協力者が落ち着いて話すことのできるように、またその負担が少な

くなるように、多くの場合、彼ら・彼女らの就業場所あるいは自宅の近くにある

貸会議室とした。一部のインタビューは、インタビュー協力者の所属組織の会議

室、あるいはオンライン上で実施した。インタビューの場所および日程について

は、インタビュー協力者の希望を踏まえて決定した。 

 

第４節 分析方法 

 本節では、次章で示す分析結果をどのような方法で導出したかを説明する。こ

れに先立って次章で示す分析結果について説明すると、それらは３つの節によっ

て構成され、予備的分析として「不本意な在職の生起」を整理したもの（第１節）

と、本調査の主眼である「待望型在職をめぐる意思決定」を分析したもの（第２・

３節）となっている。 

 このうち第１節については、「仕事生活において望んでいることと実際の状況と

の間に乖離がある在職者」という不本意な在職者の定義に基づきながら、インタ

ビュー・データを整理した。また、「待望型在職をめぐる意思決定」のうち「待望

型在職者であることを止める」（第３節）という点については、「待望型在職者で

あることを決める」（第２節）で提示した説明枠組みを基にしながら、「であるこ

とを決める」ことと「であることを止める」ことの間の差異・変化を明らかにす

る。この第３節の分析を可能にする説明枠組みについては、以下の分析方法によ

って構築した。 

本調査を通じて得たインタビュー・データの分析については、Miles et al. (2021) 

および Saldaña (2021) にしたがって、二つのサイクルでコーディングを行った。
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実際のデータ分析においては、データを収集した後あるいは収集している段階か

ら、膨大な量の質的な情報を管理可能なものへと削減すること、また、これらの

データの内容について判断を下すことが必要になる(Lee et al., 1999)。こうした作

業を行うのが、コーディングである。本研究においては、インタビュー協力者の

許可を得たうえでインタビューを録音し、そのインタビュー・データを書き起こ

したうえで、コーディングに取り組んだ。コーディングは、「収集した観察結果を

精査し、熟考し、整理し、それらを理論的に関連する抽象的な特徴や可能性のあ

る関係性、研究課題に関連づける作業」(Locke et al., 2022, p.264)を伴うものであ

る。 

 第一のサイクルでは、構造的コーディング(structural coding)を適用した。構造的

コーディングとは、「データ・コーパスをコード化し分類するために、調査のトピ

ックを表す内容に基づく、あるいは概念的なフレーズをデータのセグメントに適

用するものである」(Saldaña, 2021, p.129)。Saldaña (2021) によれば、具体的な研

究課題やトピックによって枠組みが決められ、進められるのが、構造的コーディ

ングである。 

 前述したとおり、本調査を実施する目的は、待望型在職者を理解する視点とし

ての期待と時間的焦点に着目しながら、それらに組織的要因や当該個人のキャリ

アがどのように影響することになるのかを明らかにすることにある。この調査目

的を実現するために、「不本意な在職状態を解消するための行動をあえてしない不

本意な在職者、すなわち待望型在職者の変転は、どのように行われるのか」とい

う調査課題を設定したのである。このように予め調査の焦点が絞られているため、

これに相応しいコーディング手法を選択するのが適切であると考えた。それが、

構造的コーディングである。 

 続く第二のサイクルでは、パターン・コーディング(pattern coding)を適用した。

パターン・コーディングとは、第一サイクルでコードという形で要約されたデー

タを、より少ない数のカテゴリー、テーマまたは概念にグループ化する方法であ

る(Saldaña, 2021)。そのため、この手法によって作成されたコードは、一種の「メ

タ・コード」(Saldaña, 2021, p.322)であり、「より大きな絵」(Miles et al., 2021, p.79)

の構成を特定する、推論的または説明的なコードである。 

 第二のサイクルにおいてパターン・コーディングを適用した理由は、待望型在

職者の期待や時間的焦点に何が影響しており、それによって待望型在職者である

ことを決める、あるいは止めるという意思決定を導いているのかを明らかにする

うえで有用であると考えたからである。そのため、パターン・コーディングによ

って作成されたコードは、待望型在職者の期待や時間的焦点に何が・どのように
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影響しているのかを説明するものとなっている。 
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第５章 待望型在職をめぐる意思決定に関する質的調

査・分析 

 

 本章では、「不本意な在職状態を解消するための行動をできるのにもかかわらず

行動しない不本意な在職者、すなわち待望型在職者の変転は、どのように行われ

るのか」という調査課題に答えるために実施した質的調査について、そのデータ

と分析結果を説明する。 

まず、不本意な在職状態、すなわち望んでいることと現実との乖離がどのよう

に生じるのかを確認する（第１節）。これは、理論的検討によって捉えた不本意な

在職者の姿が適切なものであるのかを、経験的に確認するものでもある。そのう

えで、期待と時間的焦点の二つの視点から、待望型在職者であることを決めるこ

と（第２節）と、待望型在職者であることを止めること（第３節）について理解

する。 

 

第１節 不本意な在職の生起 

 本節では、調査課題に答える前段階の予備的分析として、不本意な在職がどの

ように生じるのかを確認する。このような確認を行う理由は、待望型在職者の変

転の理由を分析および考察するにあたっては、そもそも不本意な在職状態を当事

者はどのように経験するのかを理解することが有益であると考えたためである。

また、理論的検討によって捉えた不本意な在職者の姿が適切なものであるのかを、

経験的に確認するという狙いもある。これらに加えて、不本意な在職という経験

が、仕事生活を送る個人にとって一般的であることを示すものでもある。 

 本研究では、不本意な在職者を「仕事生活において望んでいることと実際の状

況との間に乖離がある在職者」と定義している。そのため、不本意な在職につい

ても「仕事生活において望んでいることと実際の状況との間に乖離がある在職」

とする。 

この定義に基づき、不本意な在職の生起について、二つのカテゴリーの下で整

理する。一つは「実際に生じた変化」であり、もう一つは「認識の変化」である。

この整理の仕方としては「仕事生活において望んでいることに生じた変化」と「実

際の状況に生じた変化」というカテゴリーに基づいて行うことも考えられる。し

かし、本節の整理を「実際に生じた変化」と「認識の変化」に基づいて行った理

由は、不本意な在職の生起が必ずしも具体的なイベントによって生じるとは限ら
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ないことを明示するためである。 

「望んでいることが生じないことが分かってしまう」などのように、期待して

いたイベントが起こらないということを「ノン・イベント」と呼ぶ。昇進や処遇、

重要な職務といったものに限りがある以上、そうしたノン・イベントを経験する

従業員は一定程度存在することになる。既存研究では、このようなノン・イベン

トを経験する個人について考察することが求められている(Sullivan & Al Ariss, 

2021)。また、このようなノン・イベントだけではなく、変化の欠如に注目した研

究が少なく、それが個人に与えるネガティブな影響が大きいことからも、研究の

必要性が指摘されている(De Vos et al., 2021)。これらに関する議論としては、組織

階層や職務における行き詰まりを表すキャリア・プラトー研究(e.g., Bardwick, 

1986=1988; Ference et al., 1977; McCleese et al., 2007)などがある。 

こうした指摘が示しているのは、不本意な在職の生起は、実際に生じた変化だ

けではなく、変化が起こらないことを契機としても生じうるということである。

この点を踏まえて、本節では「実際に生じた変化」と「認識の変化」を整理のた

めのカテゴリーとした。 

なお、不本意な在職の生起においては、一方だけが生じることもあれば、両方

が生じることもあるということに留意する必要がある。 

 

（１） 実際に生じた変化 

 インタビュー協力者の中には、不本意な在職の経験について、自身が望んでい

ること、あるいは自身を取り巻く環境についての変化として説明するケースがあ

った。これらのケースでは、実際に生じた変化がインタビュー協力者に対して心

身の負担の大きいものであったことがうかがえる。このことは、多くの個人にと

って不本意な在職の生起は、好ましくないものとして経験されるものであること

を示唆するものである。 

 興味深いのは、不本意な在職の定義に照らせば、新しい望みを持つという前向

きなことでさえも、不本意な在職の原因になるということである。後に見るよう

に、家庭状況を踏まえたときに仕事生活に新しく望んでいることが増えたことで、

結果として不本意な在職となり、それに悩んでいるケースもあった（インタビュ

ー協力者#14 氏）。 

 また、先に述べたように本インタビューにおけるサンプリングは 40 歳前後のミ

ドルで構成しているが、不本意な在職を経験した年代に共通点はなかった。つま

り、どの年代であっても不本意な在職は生じうるということである。このことは、

第１章で述べたように、「どのように不本意な在職を防ぐか」ということは理論的
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にも、実践的にも問いとして設定することはできないということを示している。 

 実際に生じた変化として不本意な在職を経験したインタビュー協力者の語りの

中から、不本意な在職の実態を端的に語っているものを引用しつつ、不本意な在

職についての理解を深めていく。 

 

① 望んでいることが実現していたが、失われてしまった 

 実際に生じた変化として見られるのが、本意の在職であったのにもかかわらず、

つまり望んでいることが実現していたにもかかわらず、そうした状態が失われて

しまったというものである。 

 経営組織において、外部環境への対応・適応を避けることはできない。事業の

継続、ひいては組織の存続のためには、刻々と、時に急激に変わる外部環境に対

応して、組織自身も変わっていかなければならないのである。その具体的な変化

の過程では、組織の中で仕事をし、キャリア形成をする従業員にも大きな影響を

及ぼすことになる。その結果として、これまでの組織であれば得られていたこと

も、得られなくなってしまうということがある。それが、「望んでいることが実現

していたが、失われてしまった」ことによる不本意な在職の生起である。 

 次の語りは、部署異動に伴って生じた不本意な在職に関するものである。イン

タビュー協力者#5氏は、望んでいた新規事業部門に異動することが叶った、本意

の在職状態であった。所属組織から「玉突き」で「動かしていただいて」、その結

果として獲得したポジションであった。しかし、所属組織を取り巻く環境が変わ

る中で、そのポジションも変化を余儀なくされることになった。 

 

   異動から 2 年半くらい新規事業をやるんですけど、ちょうど新規事業に移

った翌年がまさにコロナに入っていて。ずっとそこからコロナ禍だったん

ですね。そこから転職するときも、ずっとコロナ禍だったんですけど。 

 

   コロナになって、色々と「内向き」になっていくんですね、会社が。投資

がかかりにくくなるっていうのがあった中で、さらに 2021年に社長が交代

するんですよね。社長が交代したり、CFOが交代したりすることによって、

当時の新規事業を自分たちがやっていたときに応援してくれていた CFO

とか CEOとかいなくなっているタイミングで、もう１回原点回帰で本業の

ところに投資をかけながらちゃんとやり直していくっていう経営の意思決

定がされたんですよ。 
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   そのときに、これは自分のところではかなり動きづらくなるし、やること

あんまりなくなるかもしれないというようなことが起きて。さらにまた、

もう（新規事業部門での仕事が）3年目になっていて、「もう１回人事領域

みたいなもの、どうなのか（仕事をしないか）？」みたいなところを（会

社から）話してくれるものとかあったときに、「自分のキャリアをどうしよ

うかな」と思ったときに、やっぱり新規事業みたいなところをもうちょっ

とやっていたいなと思って。 

 

   ただ、（その時の会社では）やれることが限られちゃうなと。社長交代して、

CFOも交代して、新規事業をそんなにやらないみたいになっていたときに、

せっかくだから「えいやあ」っていうふうに出ちゃう（退職する）か（と

思った）。（インタビュー協力者#5氏） 

 

 インタビュー協力者#5氏の語りは、不本意な在職がどのように生じるのかを端

的に表している。すなわち、本意の在職が個人だけの意志、あるいは能力だけに

よって実現するわけではないのと同様に、不本意な在職もまた、個人の意志や能

力とは異なる要因によって経験しうるということである。これは、キャリア形成

について考察する際の自然な前提であり、また実態であることを示している。 

 また、この語りには、個人のキャリアが所属組織の経営方針や人事施策を通じ

て所属組織の外部環境の変化に左右されることも表れている。他方で示唆してい

るのは、個人のキャリアは、所属組織の外部環境から直接影響を及ぼされるとい

うことではなく、あくまでも当該所属組織の経営方針や人事施策からの直接的な

影響を受けるということである。 

この点を踏まえると、「望んでいることが実現していたが、失われてしまった」

責任について、個人は所属組織に帰属させることが容易になる。この責任の帰属

がどの対象になるかということは、不本意な在職に対する個人の態度・対応に影

響する可能性がある。そのため、不本意な在職状態への解消行動のあり方を考察

するうえでは、当該個人が経験した不本意な在職の原因の帰属先を理解すること

が重要であると考える。 

 

② 望んでいることが変化した 

 実際に生じた変化として見られる、もう一つのパターンが、「望んでいることが

変化した」というものである。本来は本意の在職から始まった所属組織との関係

も、個人のキャリア形成が進む中で、彼ら・彼女らの本意が変化するということ



 62 

がある。その結果として、不本意な在職が生じることになる。 

 次の語りは、部署異動を望むインタビュー協力者#2氏によるものである。イン

タビュー協力者#2 氏のバックグラウンドを説明すると、新規学卒者として数年間

就業した後、国内のビジネス・スクールで学び、MBAを取得した後に、現在の組

織に就職している。そうした経緯から、これまで学んできたことを活かすという

点から経営企画部署への異動を望むようになった。 

 

   仕事を変えたいなっていうのは、課長との面談で経営企画（部署）に行き

たいですっていうのは毎年言っているかな。 

 

   （それはいつぐらいからおっしゃっているんですか。） 

 

   3 年ぐらい前かな。大体 3 年で飽きるから今 6 年目だ、やっぱり 3 年前な

んです。組織論でも同じ部署にずっといるとモチベーション下がるという

のがあったけれど、それでモチベーション下がるし、職権乱用しだすなと。

結構悪いこともでききちゃいそうなんだよ。やったことないけれど。（中略）

部署を跨いだ異動って、なかなか会社上難しくて。３年間ぐらい言い続け

たけれど、いまだに（異動できていない）。（インタビュー協力者#2氏） 

 

 インタビュー協力者#2 氏は、数年間にわたって望みながらも異動は実現してい

ない、つまり、不本意な在職が数年間継続しているという状態である。ここで確

認しておきたいのは、初めから現在の仕事が不本意であったいうわけではないと

いうことである。すなわち、やりがいを持ちながら仕事をしていたとしても、そ

れとは異なる仕事やキャリアを望むようになるということを表しているのが、本

ケースである。 

 この点を確認するために、関連するインタビュー協力者#2氏の語りを次に示す。 

 

   最初の方はやりがいはあったかな。任せてくれたし。（それ以前の仕事であ

る）バイヤーと比べると、MBAのいわゆる経営分析とか、サプライヤーが

与信調査を行って安全かどうかをチェックしないといけないのだけれど、

そうなると財務諸表とか見なくてはいけないから、そのあたりは MBA の

知識が多少活かせた部分があったから、やりがいはあった。上司も任せて

くれる人だったから。（インタビュー協力者#2氏） 
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 また、望んでいることの変化は、前項の「望んでいることが実現していたが、

失われてしまった」という点とも関連する。すなわち、不本意な在職の生起は、

両者が相互に関わりながら生じるものであることが示唆される。これに関連する

のが、次の語りである。 

 

   何事も 3 年やると飽きるから。モチベーションも下がっているし。その優

しい上司も別部署異動して、新しい課長になって。何か今はもうやりがい

はないかな。（インタビュー協力者#2氏） 

 

この語りは、やりがいのある仕事という「望んでいること」が、仕事の習熟に

より、また「任せてくれる」、「優しい」上司の異動によって、仕事の場から失わ

れてしまったことを示唆している。このことが、新たな望みを形成する、すなわ

ち望んでいることを変化させる契機になったと考える。 

また、この語りからは、本意の在職を形成する要因には、仕事だけではなく、

その仕事を支える上司や同僚もあるということがうかがえる。この点については、

ワーク・エンゲイジメント研究の議論が参考になるだろう。 

ワーク・エンゲイジメントとは、「ポジティブで、達成感に満ちた、仕事に関連

のある心の状態である活力、熱意、没頭をその特徴とする」（Schaufeli et al., 2002, 

p.74. 日本語訳は、Schaufeli and Bakker (2010=2014), 翻訳 25 頁による。）ものとし

て定義される。このワーク・エンゲイジメントの先行要因と結果を含めた概念的

枠組み(Schaufeli & Bakker, 2022)として「仕事の要求度‐資源モデル（理論）」が提

示されている。これは、「仕事の資源」や「個人の資源」と様々な結果との関係に、

ワーク・エンゲイジメントが媒介していることを、１つのモデルとして統合して

表したものである（島津, 2022）。この枠組みの中にある「仕事の資源」の具体例

が、部署レベルでは上司・同僚の支援や上司の公正な態度、また作業・課題レベ

ルでは仕事の意義や成長の機会である（島津, 2022, 48 頁）。 

このワーク・エンゲイジメントの議論とも関連づけるならば、仕事の資源の変

化が不本意な在職の契機となること、また「望んでいること」を成立させるため

の要因には様々な仕事の資源が関わっていることが示唆される。 

また、望んでいることの変化は仕事の場だけに限られない。仕事とは異なる生

活の場において新たに希望・必要が生じたことで、それが仕事の場に対する望み

として持ち込まれることによって、不本意な在職が生じることもある。 

インタビュー協力者#6氏による次の語りは、家庭生活で生じた新たな希望・必

要が、もはや在職ということさえ許さなくなったことを表している。本意の在職
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を叶えたばかりであったとしても、それは仕事以外の場との兼ね合いの中で、不

本意な在職に転じることがある。 

 

   入って（入社して）すぐに姉の癌が発覚して、ちょっと仕事している場合

じゃないな。仕事よりも優先したいことがある。（中略）余命が半年と言わ

れていたから、姉の方を優先したいと思って。（インタビュー協力者#6 氏） 

 

 このように望んでいることの変化は、仕事の場だけではなく、仕事以外の場か

らも生じることがある。また、それが仕事の場に持ち込まれることで不本意な在

職状態になることを指摘できる。 

 

（２） 認識の変化 

インタビュー協力者の中には、不本意な在職の経験について、これまでとは異

なる見方・考え方をするようになった結果として説明するケースがあった。これ

は、実際に生じた変化というよりは、彼ら・彼女らの認識に生じた変化である。 

個人の望んでいることも、彼ら・彼女らを取り巻く環境にも変化がないにもか

かわらず、何らかの契機によって、自身の望みを深く理解するようになったり、

周囲の状況を改めて見直したりすることを経験することがある。それが、不本意

な在職につながるのである。 

 前項と同様に、認識の変化により不本意な在職を経験したインタビュー協力者

の語りの中から、不本意な在職の実態を端的に語っているものを引用しつつ、不

本意な在職についての理解を深めていく。 

認識の変化として見られるのが、本意の在職であっても、所属組織における自

身の立場や位置づけが変化することによって、次第に不本意な在職状態に陥るケ

ースである。 

インタビュー協力者#10 氏は、大学で法学を専攻し、卒業後は大学で学んだこ

とを活かすことができ、自身の関心にも合った業界で仕事を始めた。つまり、本

意の在職として仕事を始めた。しかし、仕事生活が長くなり、仕事にも習熟し、

自身の専門性が向上する中で、所属組織の仕事に対して徐々に不本意さを認識す

るようになった。その点が表れている語りが、次のものである。 

 

ギャップとしては、一番は、やっぱり知識がある分、その知識を活かして

こうしたらいいとか思うことはすごくたくさんあるんだけど、事務局なの

で、なかなか活かす場がない。自分で言うのも完全におかしな話なんだけ
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ど、その辺に関してはいわゆるちょっとオーバースペックじゃないけれど

も、ちょっと（知識を）使い切れない。実際後輩で辞めた子とかも、やっ

ぱりオーバースペックの方が多かったなみたいなところはあったりして。

（インタビュー協力者#10氏） 

 

就職・入社時には自身の専門性や関心と適合していた仕事であったとしても、

キャリア形成の中で「自身の専門性や関心と適合していない仕事」として認知す

るようになる。つまり、実際の状況に対する見方が変化したということである。 

本意が叶い、その本意の在職状態から「仕事生活において望んでいること」も、

「実際の状況」も実際には変化していないにもかかわらず、その認識の仕方が変

化することで不本意な在職は現出することになる。 

また、本意が叶ったことによって、皮肉にも自らの本意が別のものであること

に気づいてしまうこともある。これは自己理解が進んだ、あるいは仕事・会社理

解が進んだということとして理解することができる。これもまた、認識の変化に

よる不本意な在職の生起である。 

 次の語りは、大学院修了後、希望していた公共政策に関わるコンサルティング

業務に就いた、つまり本意の在職を実現したにもかかわらず、実際には不本意な

在職状態に転換してしまったケースである。 

 

そもそも結局のところ、何かコンサルティングの仕事というのは、瞬発力

というか、ぱっと見の第一印象とか、相手に見せる何かすごそうな雰囲気

みたいなものが求められる。そういう中では僕は割と、自分は職人肌とい

うか、なんかずっと長くその業務をやっていくと、職人的なものについて

は習熟することに自信はある。なんだけど、（コンサルティングの仕事で求

められていることは）私は全くもって苦手な領域だったので、なおかつ何

かプロジェクトを予定通りに何か進捗させてっていうのは、自分のことも

タスクを切って管理できない人間が、人（他者）のことを管理できるわけ

がない。ということで、そもそも向いていなかったということを、4 年半

ぐらい働いて実感するに至りました。（インタビュー協力者#15氏） 

 

 インタビュー協力者#15 氏のケースは、本意の実現が皮肉にもそれが本意では

ないことを認識させてしまったものである。このことを反対から述べれば、不本

意な在職状態でいる限りは、本意が「本当に本意であるのか」について考えずに

いられるということでもある。さらに敷衍すれば、本意の在職の実現を促すこと
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は、当該個人にとって、またそれを支援する組織にとっても必ずしもポジティブ

な結果に結びつくとは限らないということである。 

 不本意な在職の生起に着目することで、本意の在職を実現させることのリスク

にも注意を向ける必要性が示された。 

 

（３） 小括 

 本節の予備的分析を通じて、不本意な在職状態を当事者がどのようなものとし

て経験しているのかを明らかにした。まず、インタビュー協力者の多くが不本意

な在職を経験しており、かつ何度も経験しているということから、このような在

職状態が働く個人にとって一般的なものであることが分かる。 

また、自身を取り巻く環境の変化だけではなく、環境の捉え方が変わることに

よっても不本意な在職が生じるということも確認された。このことは、研究にお

いても、経営管理実践においても、不本意な在職を理解するうえでは個人の認識

に焦点を当てる必要があることを示している。 

さらに、不本意な在職の生起は、決してネガティブな面だけを持つものではな

く、当該個人の新たな望みが生まれる、あるいは何を望んでいるのかを明らかに

するという点でポジティブな面もあることが示唆された。このような不本意な在

職を契機に、個人はその望みを実現するために、担当職務に励んだり、自身のキ

ャリアについて深く考えたりするようになる可能性がある。 

 次節では、生じた不本意な在職に対して解消行動をすることなく、あえて不本

意な在職状態を継続している在職者に焦点を当て、そうした態度・行動を導いて

いる要因について明らかにする。 

 

第２節 待望型在職者であることを決める 

 本節と次節では、「不本意な在職状態を解消するための行動をできるのにもかか

わらず行動しない不本意な在職者、すなわち待望型在職者の変転は、どのように

行われるのか」という調査課題に答える。本節では、変転のうち「待望型在職者

になること」、これを不本意な在職者本人の立場から表現すれば、「待望型在職者

であることを決めること」について検討する。 

 この「待望型在職者であることを決めること」について、前章で説明した分析

手法によって、次の二点にまとめた。すなわち、待望型在職者であることを決め

るのは、一つ目に「期待を持っており、時間的焦点も将来にある」ためであり、

二つ目に「期待を持つことで、時間的焦点が現在から将来に移った」ためである。

以下では、この二点について、それぞれ関係するインタビュー・データを用いな
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がら説明する。 

 

（１） 期待を持っており、時間的焦点も将来にある 

待望型在職者であることを決めたインタビュー協力者の中には、理論的検討に

おいて提示したとおり、期待を持ち、時間的焦点が将来にある者がいた。彼ら・

彼女らの語りからは、上手く不本意な在職状態を「やり過ごし」ている様子が示

された。 

本調査において目立ったのは、ジョブ・ローテーションに関する語りである。

このジョブ・ローテーションが期待と時間的焦点に果たす役割の大きさは、理論

的検討では明らかになっていなかった発見である。 

次に示すインタビュー協力者#14氏の語りからは、現在のところ不本意な在職

状態であったとしても、予定されるジョブ・ローテーションによってそれが解消

される可能性があることを認識していることが示されている。 

 

ジョブ・ローテーションがあるんで、やっぱり 2、3年ぐらいで変わります

と。だから半年ぐらいやってれば、潮目変わるし、あと事業部内でも変わ

ってくるので。あんまり先が明るいとかっていうのは考えたことがないで

すけれど、しばらくやっていれば、もう情勢が変わると、上が変わると一

気に方向性も変わるので。市場も変わる。だから、とりあえずその時間、

とりあえず最低限やっておけばいいかなみたいな。逆に最低限やっておけ

ば、首にもならないし、人事の評価も下がらないので。お金ももらえるの

で。だから、しょうがないかな。（インタビュー協力者#14 氏） 

 

 インタビュー協力者#14 氏と同様に、不本意な在職状態とジョブ・ローテーシ

ョンの関係に関して言及しているケースがある。それが、次に示すインタビュー

協力者#20 氏の語りである。ここでは、上司や同僚という人間関係という点で職

場環境が望んだものではなかったとしても、ジョブ・ローテーションによってい

ずれ変わるということを述べている。 

 

（「もうすぐ状況が色々変わってくるから、待ってくれ、耐えてくれ」って

言われて、「待ちます、耐えます」ということができた理由は？） 

 

有期刑の方がさ、だって、あとはどんなに仕事遅れてもさ、ここまで待て

ばこいついなくなるって思ったら、何とかなるでしょう。それが無期だと
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辛いじゃない。無期懲役だもんね。明日なのか、明後日なのか。とは言っ

ても、うちの会社は大体、基本的には３年とかが長くても異動のスパンだ

から、3 年待てば次はあるだろう。この馬鹿と付き合うのも 3 年だけなら

我慢してやるか、ていうのもあると思う。 

 

 インタビュー協力者#20 氏は「有期刑・無期懲役」という表現を用いながら、

ジョブ・ローテーションという制度が不本意な在職状態を有期刑にしていると説

明している。本研究に関連づけて説明するならば、待望型在職者とは出所という

望みの実現を待つ有期刑の受刑者ということになる。興味深いのは、「有期刑・無

期懲役」という言葉の含意である。ここには不本意な在職状態が強いられている

のと同様に、そうした状態からの解放もまた組織によって強制的になされるとし

ていることである。すなわち、非－主体的な表現になっているということである。 

 ここでの表現を踏まえて考えるならば、ジョブ・ローテーションという制度が

強固に、また長期的な実績において運用されていることは、当該組織の従業員か

らキャリア形成の主体性を奪うという一面があるということなのかもしれない。

このような制度は、不本意な在職状態に対する従業員の心理的な負荷を緩和させ

る一方で、待望型在職者にさせるという機能を持っている可能性がある。 

 また、この二つのケースが示しているように、現在の不本意な在職状態が変わ

るかもしれないという将来の期待に焦点を当てることができると、不本意な在職

状態に対して速やかに対応しなければならないということはなくなることが示唆

される。この点に関して、不本意な在職状態に対して一定期間「待つ」というこ

とを肯定している語りもなされている。 

 

 不満があります。変えたいです。でも変えられそうにないなとか。一旦ぶ

ら下がりになります。なんとなく自分の中で整理がつくまでの期間があっ

て。しばらくぶら下がったあと、アジャストさせるしかないので自分を。

アジャストさせられるところからやっていくという感じでやっているかな。

（インタビュー協力者#14氏） 

 

 上の語りは、最終的には自らの手で解消行動をしなければならない可能性を念

頭に置きながらも、解消行動に関する準備と適切なタイミングのために、時間を

置いている様子を伺うことができる。これは、断念型在職者における既存研究の

議論が不本意な在職によって速やかに解消行動に動機づけられるとしていること

に対する反証になる語りである。 
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 不本意な在職について、組織によって解消されるのを「待つ」という選択もあ

れば、準備が整うまで「待つ」という選択もありうる。待望型在職者という不本

意な在職者の存在を示すことで、このような選択肢が個人にあることが明らかに

なった。 

 

（２） 期待を持つことで、時間的焦点が現在から将来に移った 

待望型在職者であることを決めたインタビュー協力者の中には、不本意な在職

状態に対して組織内で解消行動をしていた者が、期待を持つことによって時間的

焦点が将来に移り、結果として待望型在職者になるというケースがあった。これ

は、解消行動をする在職者から解消行動をしない在職者への変転のケースである。 

 インタビュー協力者#15 氏は、不本意な在職状態に置かれた中にあって、それ

を少しでも改善しようと従業員代表という立場で社長とコミュニケーションをと

っていた。そういった取り組みの中で、自社の組織の親会社が変わることになり、

新しい社長に交代するということが生じた。これを契機として、インタビュー協

力者#15氏は新たな期待を持つようになり、現在の不本意な在職状態については

一旦受け入れつつ、今後の事態を見守るという態度に変わることになった。 

 次に示すインタビュー協力者#15 氏の語りは、新しい社長に対する考えを述べ

ているものである。ここには、新たな期待が直接的に示されており、時間的焦点

が将来にあることがうかがえる。 

 

すごい良い社長が来たな、と（思った）。さっきは親会社のことをコケにす

る発言をしてしまったけれど、ただ、この社長はすごい良いなっていう。

そこだけが唯一の期待というか。（インタビュー協力者#15 氏） 

 

重たい分析を報告する、報告会が終わってちょっとひと段落してっていう

のがあって、何となく（自分の）顔を覚えてもらえたかなっていうのがあ

った。そのときのコメントとか、色々と思うことがないわけではないが、

やっぱりその後のやりとりを経た後でも、思った通り何か良い社長だなと

思った。そこにちょっとまずは期待をしたいかな。（インタビュー協力者#15

氏） 

 

思いも寄らなかったところで新しい事業が始まったりする可能性もあるの

で、 そういう意味で言うと、仕事自体はさしあたり続けても良いかなと思

う。（インタビュー協力者#15氏） 
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 インタビュー協力者#15 氏の語りは、期待の持つポジティブな面を描写してい

る。この期待と時間的焦点が将来に移ることで待望型在職者になるとき、必ずし

もその姿はネガティブなものではないことが示唆される。「不本意な在職の継続」

をネガティブなものとして捉えることは、不本意な在職の含意を損ないかねない

という点で問題がある。このことからも、不本意な在職者と断念型在職者を同一

視する既存研究の見方には問題があると考える。 

また、期待は組織や仕事に関するものだけではない。家庭生活に関する将来の

期待も存在する。興味深いのは、そうした家庭生活に関する将来の期待によって、

仕事生活における、現在の不本意な在職状態が甘受されるようになる可能性が示

されたことである。 

インタビュー協力者#10 氏は、自身の不本意な在職状態について語った後、イ

ンタビューの最後の場面で次のように述べた。 

 

もうここまでの話を全部ひっくり返す話をすると、もし今後結婚するとか、

子供が産まれるってことが今後あった場合には、ハイパー働きやすい職場

なので、そうなったらしがみついて給料もらい続けるしかないなっていう

のはあります。（インタビュー協力者#10氏） 

 

 このことは、待望型在職者の持つ期待の多様さと、仕事生活と家庭生活との間

の影響関係を示している。これを踏まえると、待望型在職者を理解するうえでは、

彼ら・彼女らのさまざまな期待が仕事生活に及ぼす影響についても考察しなけれ

ばならないだろう。 

 

（３） 小括 

 本節の分析からは、期待と時間的焦点が待望型在職者であることを決めるとい

う意思決定に関わる要因であることが示された。所属組織において仕事やキャリ

ア形成を行う中で、その組織の特徴を反映した期待と時間的焦点が設定されるよ

うになる。このような傾向は、自らの就業期間が長くなることで、また長期的に

勤務している同僚が多い職場において、顕著になるようである。 

 本調査のケースからは、待望型在職者であることを決めるということにジョ

ブ・ローテーションという制度とその運用が大きく影響していることが明らかに

なった。ジョブ・ローテーションが実際に運用されており、自身も同僚もそれに

よって在職状態が変化していくことを経験し、また当該組織にいる限りはそうし
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た変化が継続することを踏まえた、期待の形成がなされている。すなわち、ここ

で形成される期待は、現在が不本意な在職状態であったとしても、許容できる期

間内においていずれ本意の在職状態になる可能性があるというものである。 

 一つ注意したいのは、ここでの期待は具体的な仕事内容や職場環境に関するも

のではなく、むしろ漠然としたものであるということである。しかし、だからこ

そ、本意の在職状態となる可能性が広がっているということが示唆される。 

 また、期待を持つことの意義についても明らかになった。すなわち、期待を持

つことによって初めて、時間的焦点を将来に当てることができるということであ

る。期待を持つことで現在の職務への取り組み姿勢が良好になるという側面だけ

ではなく、期待を持つことで現在の不本意な在職状態に自ら対処する必要性を感

じることなく、「先送り」にすることができるのである。このことは、裏返して言

えば、先送りできる将来がなければ、現在の不本意な在職状態に対して「いま・

ここ」で向き合わなければならなくなるということでもある。さらに、先送りす

ることによって自ずと、あるいは組織によって解消されたかもしれないことを、

それが出来ない場合には、自らの手によって解消しなければならないということ

になる。 

 本調査を通じて、理論的検討によって提示された待望型在職者の実態を経験的

にも確認することができた。また、期待と時間的焦点の関係についても示唆する

ものを得ることができた。さらに、時間的焦点の設定について、年齢を重ねるこ

とで自ずと決まるというよりは、仕事の文脈においては所属組織で運用されてい

る制度や上司・同僚とのコミュニケーションからの影響が大きいことが明らかに

なった。 

 なお、本調査では理論的検討において十分に検討されていなかったものとして、

家庭生活における期待が仕事生活における時間的焦点に影響を及ぼしうることが

示唆された。この点については、次章第１節で考察をする。 

 

第３節 待望型在職者であることを止める 

 本節では、待望型在職者の変転のうち「待望型在職者であることを止めること」

について検討する。具体的には、前節において提示した「待望型在職者であるこ

とを決める」という意思決定に関わった要因が、「待望型在職者であることを止め

る」という意思決定のときには、どのように変化していたのかを確認する。これ

により、「であることを決める」ことと「であることを止める」ことの間の差異・

変化を明らかにする。 

 この「待望型在職者であることを止めること」について、次の三点にまとめた。
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すなわち、待望型在職者であることを止めるのは、一つ目に「期待がなくなって

しまった」ためであり、二つ目に「期待の実現を諦めた」ためであり、三つ目に

「時間的焦点が将来から現在に移った」ためである。以下では、この三点につい

て、それぞれ関係するインタビュー・データを用いながら説明する。 

 

（１） 期待がなくなってしまった 

 待望型在職者であることを決めたインタビュー協力者の中には、そのような不

本意な在職状態を甘受した理由として、いずれ期待が実現するという見込みを挙

げるケースがあった。しかし、そうした見込みは必ずしも実現するとは限らない。 

 次に挙げるインタビュー協力者#3氏のケースは、「つまらない」仕事であって

も、しかるべき時には「すごい楽しい」経験ができることを期待していた。しか

し、そうした期待がなくなってしまったことで、待望型在職者でいることができ

なくなり、解消行動を起こすことになった。 

 

 すごい狭い世界で。出張もないし、それから限られた人にしか会わない。

つまらないなと思っていた。だから、うちの部署には海外研修に行けると

いう特典が何となくあった。海外研修という制度自体は会社の制度なんで

すけど、当然その会社の予算とか事業の中で全員を行かせることができな

いから順番待ちみたいになっていた。うち（の部署）は割を行きやすく工

夫されている方だったから、うちの部署の人はみんな（海外研修の）経験

があって、すごい楽しいって言っていて、だからそれだけを楽しみに過ご

していた。（インタビュー協力者#3氏） 

 

 上の語りは、「順番待ち」という表現を使いながら、いずれ海外研修に行くこと

ができるという期待を持っていることを表現している。この期待があったからこ

そ、現在の仕事や組織が必ずしも本意のものではなかったとしても、解消行動を

起こすことなく、在職を続けていたのである。 

 しかし、この期待が実現しないと認識する時が来る。 

 

   でも、（海外研修が）叶わなくなっちゃったみたいなことを、6年目ぐらい

のときに言われて。受け入れ先がないとか、最近海外事業少ないし、他か

らも研修生を受け入れているし、ちょっとしばらく（海外研修に）行けな

いかもって言われた瞬間に、もうこの部署にも、この会社にもいる意味が

ないって思ってしまって。（インタビュー協力者#3 氏） 
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 期待が実現しないとなったとき、待望型在職者であったインタビュー協力者#3

氏は、その不本意な在職状態を解消するための行動に出る。それは、部署異動に

よって、「すごい狭い世界」での「つまらない」仕事を変えることを目的としたも

のであった。 

 

 月に 1回ぐらいの面談のときに、当時の直属の上司に、「私はこの部署に来

て 6 年ぐらい経ちました。当時の私の基準では、自分の人生で一番長く所

属していることになる。（中略）もっと色々なところも見たいと思っている。

その海外研修に行ったら、すごい貴重な機会だから、行けるまで頑張ろう

と思っていた。でも行けないのであれば、本当にもう 6 年もここにいるの

で、ちょっと違うところに、何か違うことをやりたいと思う。もう私は手

を挙げて異動しようと思っている。」（と伝えた）。（インタビュー協力者#3

氏） 

 

 こうした解消行動の結果、上司の働きもあり、インタビュー協力者#3氏は海外

研修の機会を実際に獲得することになった。このケースからは、期待がなくなる

ということは待望の対象がなくなるということであり、待望型在職の継続ができ

なくなることを示している。 

 

（２） 期待の実現を諦めた 

 期待がなくなったわけではないにもかかわらず、待望型在職者であることを止

める場合がある。それは、個人が自身の持つ期待の実現可能性がなくなったと認

識することである。つまり、期待の実現を諦めたことで、待望型在職者ではいら

れなくなったということである。 

 次に挙げるインタビュー協力者#4氏の語りからは、当人の望んでいることが明

確であること、またそれが実現されることを期待していることがうかがえる。し

かし、このケースでは期待の実現を諦めざるを得ないことを認識するようになっ

た。 

 インタビュー協力者#4氏の当時の状況を簡単に述べる。インタビュー協力者#4

氏は異動先の上長に請われる形で部署異動をすることになり、自身も望んで仕事

を開始した。しかし、業務負荷の大きいものであったこともあり、心身の体調を

崩してしまい休職することになる。その休職からの復職に際して、元の部署では
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なく、別の部署に異動することも選択肢としてはあった。しかし、実際には別の

部署に異動することなく離職を選択している。 

 インタビュー協力者#4氏は発達障害という診断を受け、そうした自身の抱える

障害に組織から理解・配慮されながら仕事を継続することを望んでいた。実際に

そうした配慮を受けて仕事を行っていた経験もある。しかしながら、今回の休職

と復職の検討の中で、インタビュー協力者#4氏は所属組織において、こうした望

みを実現することはできないだろうと考え、期待の実現を諦めることになった。 

 これに関する語りが次のものである。 

 

 （2 回目の休職から、もうこの会社を離れようと思ったのは、打つ手がな

かったのか、それとも、色々と試行錯誤はできたんだろうけれどもそれを

やる気がなかったのか、どちらでしたか。） 

 

（中略）交渉自体はできたと思う。それをしなかったのは、やり切った、

打つ手がなくなった。何となく配慮する障害者として認識をしてもらうっ

て、会社単位っていうか、会社として見てくれるものだと思っていたのだ

けれども、そうではなくって。（中略）人事が「何か働きやすさとか、働く

うえで困ったことはありますか」とフォローするわけではない。 

 

そこのフォローは全部所属している課長ないし部長にお任せ。そうなると

結局、その課長、部長がどこまでそれを理解して配慮できるでしかなくっ

て。そうなると人によってしまう。まちまちだし。結果、前回の品質保証

部にいたときはまだ良かったけど、ある程度配慮をしてもらったなってい

う思いはあるんだけれども、今の、最後にいた部署については全然、もう

最初から、異動前に説明していたにもかかわらず、もういきなりドンと重

い量の仕事がきて、その上で扱いが普通の人と同じ状態になったので、そ

うか、これだとどこ行っても一緒だぞ、他の部署行っても、結局そのとき

の上司がどう思うかしかない。 

 

だったら、もうこの会社じゃないところを探した方が良いかなっていう風

に思った。（インタビュー協力者#4氏） 

 

もちろん、この先就職した会社も同じようなことになることは確率として

は高いんだろうけれども、ちょっと今回、やっぱり期待をしていた、期待
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を、事前に説明もしたし大丈夫だろう、ある程度知っている人だしと思っ

て期待していった結果、異動したけれども駄目だったっていうところのシ

ョックが大きかった。（インタビュー協力者#4氏） 

 

 このインタビュー協力者#4氏の語りからは、期待の形成と実現との違いが強調

される。すなわち、期待とは周囲の状況を踏まえながらも個人の中で形成するも

のである一方で、それが実現されるかどうかについては、組織がその期待につい

てどのように考えているかに左右されるということである。このことは、期待の

形成と期待の実現との違いを鮮明にするものであり、待望型在職者でいるために

は、期待が形成されなくてはならず、また期待の実現の可能性を認識していなく

てはならないということである。 

 また、インタビュー協力者#4氏の語りに示されているように、新しい組織にお

いても同様の経験をする可能性についても想定している。それにもかかわらず、

待望型在職ではなく、組織外解消を選択したのは、期待の実現を諦めることが在

職および離職の意思決定に大きな影響を及ぼすことを改めて示すものである。 

 

（３） 時間的焦点が将来から現在に移った 

 待望型在職者であることを止めた理由として、期待それ自体はこれまでと変わ

らずに持ちつつも、彼ら・彼女らの時間的焦点の当たり方が変化することによっ

て、将来の期待よりも、現在の不本意な在職に対処しなければならないと考える

ようになったためであると考えられるケースがあった。このことは、待望型在職

の変転においては期待だけではなく、時間的焦点の設定のされ方についても併せ

て理解する必要があるという本研究の理論的検討と整合的である。 

 次のインタビュー協力者#14 氏のケースは、これまでの時間的焦点が変化した

ことで、不本意な在職状態の解消行動に取り組み始めたものである。このケース

では、「ある程度の満足ができるレベル」の組織に勤めながらも、単身赴任という

形での不本意な在職状態を甘受してきた。しかし、いくつかの変化があり、時間

的焦点が現在に近いところに当たるようになったのである。 

 

   いま子ども二人で。2歳、4 歳で（妻の）ワンオペになっている。やっぱり

プライベートの方が、ちょっとしんどくなっている。（中略）だんだんちょ

っとしんどくなってきているんで、そろそろちょっと自分からキャリアを

変えなきゃいけないかなって思っていた。（インタビュー協力者#14 氏） 
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 ここでは単身赴任の内容に変化があることを示している。単身赴任が始まった

当時は、妻と 2 歳になった子どもと離れて仕事をするという状況であったが、そ

れから二年経過した後は、妻と 2 人の子どもと離れて仕事をするという状況であ

る。こうした家族の負担の変化によって、現在の不本意な在職状態という問題に

焦点が当たるようになったことが示されている。 

 また、こうした家族の変化だけではなく、転職活動を検討する中で時間的焦点

が現在に当たるということも示された。この点に関する語りが、次のものである。 

 

 漠然と転職を考えて、転職会社に登録したんですけど、エージェントとの

話の中で「40代前半の人は、書類の通過率って大体 2割ぐらいですよ、10

社出して 2 割通って。これが 45 歳になると 15%に下がりますって言われ

たんですね。それをある程度真に受けていて。だとすると、転職するんで

あれば、今 43（歳）なんですけど、45までをちょっとひと区切りにしてお

かないと、このまま 45 を過ぎて●●（現在の所属組織）に行った（就業を

継続した）後で、「実はあなたはもう、いらないです」という感じになった

ときに自分が困っちゃうんですよね。なので、ちょっとそういう年齢的な

タイミングもあって、動くならちょうど今だっていうのが、本当に今にな

りました。（インタビュー協力者#14 氏） 

 

 ここに示されているように、自身のキャリアに対する他者の評価やキャリアの

置かれた状況に関する情報もまた、時間的焦点を変化させるということである。

このケースでは、時間的焦点が変化した結果、現在から 45歳までに焦点が当たる

ことになったのである。そのため、待望型在職者であることを止め、不本意な在

職状態の解消行動に取り組み始めているのである。 

なお、本インタビュー実施の数ヶ月後、インタビュー協力者#14 氏から転職が

決定したという連絡があった。このことは、時間的焦点の変化によって実際の態

度・行動も変わることの証左である。 

 

（４） 小括 

 本節の分析からは、期待と時間的焦点が待望型在職者であることを決める要因

であるのと同様に、待望型在職者であることを止めるという意思決定にも関わっ

ていることが示された。ここで留意しておきたいのは、待望型在職者であるため

には期待が必要であるが、期待があったとしても必ずしも待望型在職者であり続
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けるわけではないということである。この点については、インタビュー協力者#14

氏のケースに示されているとおりである。 

 また、所属組織における期待の形成においては上司や制度運用のあり方が影響

している一方で、時間的焦点の設定は組織的要因だけではなく、家庭や所属組織

外の代替的就業機会に関する情報からも影響を受けるということが明らかになっ

た。この点に関する理論的示唆は、時間的焦点の設定のあり方は広くキャリアと

いう視点から捉える必要があるということである。家庭生活と仕事生活とのバラ

ンスを考慮することや代替的職務を検討することは、いずれも当該個人のキャリ

アに関わる問題である。つまり、個人のキャリア・マネジメントの論点である。

そのため、理論的にはキャリアと時間的焦点との関係について考察することの意

義が示唆されている。 

 また、組織における経営管理実践としては、従業員にどのような期待を持たせ

るかという点だけではなく、様々な要因によって設定・変更される時間的焦点に

関して、組織としても注意を払わなければならないということを示した分析結果

であった。 
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第６章 考察 

 

 本章では、これまでに行った理論的検討および経験的検討を併せて、「なぜ不本

意な在職者であり続けてしまう人がいるのか」という本研究の研究課題に答える。

具体的に、まず不本意な在職者に関する既存研究と発見事実を統合することによ

って、不本意な在職者について理解できたことを整理する（第１節）。次に、待望

型在職者に焦点を当て、組織との関係の中でどのように不本意な在職を続けると

いう意思決定がされたのかを考察する（第２節）。これらの考察によって理解でき

た「不本意な在職者が、不本意な在職を続けてしまうことになる理由」を踏まえ

たうえで、不本意な在職者に対してどのようなマネジメントを行いうるかを論じ

る（第３節）。本章の考察によって、本研究の目的は達成される。 

 

第１節 不本意な在職者に関する既存研究と発見事実の統合 

本節では、不本意な在職者に関する既存研究と発見事実を統合する。これによ

り、「なぜ不本意な在職者であり続けてしまう人がいるのか」という研究課題に答

える。 

まず、不本意な在職者に関して既存研究で明らかになっていないことを改めて

確認する。簡潔に述べれば、既存研究では、不本意な在職者のうち不本意な在職

状態をあえて解消せずに組織に留まる待望型在職者の存在が見損なわれていた。

また、彼ら・彼女らを理解するための理論的視点についても検討されていなかっ

た。 

 そこで本研究では、待望型在職者の不作為性に含意される「待つ（待っている）」

という点に着目し、彼ら・彼女らを理解する視点として期待と時間的焦点を提示

した。このような着眼点や理論的視点を本研究がとれた理由は、個人が自身の所

属する組織の中での位置づけや自らのキャリア、それらの今後の見通しを踏まえ

ながら、所属組織との関係性、つまり在職・離職の意思決定をしているという前

提を置いたためである。 

 経験的検討によって、期待と時間的焦点から待望型在職者について説明できる

ことを実証した。すなわち、期待があり、時間的焦点が現在よりも未来に注意が

向けられている場合に、個人は待望型在職者であることを決めることが明らかに

なった。 

 ただし、理論的検討だけでは明らかにされず、経験的検討によって新たに示唆

された点がある。それは、期待に関するものである。一つ目は、「内と外の期待」
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についてである。具体的には、個人は所属組織内で期待がある場合には待望型在

職者を志向すると考えられるが、実際には所属組織外に期待できるかについても

考慮しているということである。つまり、個人は両期待を天秤にかけており、よ

り期待が大きい方の在職を選択するということである。このとき、所属組織外に

期待するということは、不本意な在職の解消行動として離転職を行うということ

である。 

 さらに、所属組織外に期待を見出すことによって、所属組織内の現在の不本意

な在職状態が問題として当該個人に理解される可能性がある。これは、所属組織

内の希望によって時間的焦点が将来に当たりやすくなるのとは対照的に、所属組

織外の希望によって時間的焦点が現在に当たりやすくなるということである。 

 こうしたことが生じる理由は、所属組織外の期待というのは不安定なものであ

り、短期的な機会であると理解されることが影響していると考える。ここでの不

安定というのは、所属組織内の期待とは異なり、そうした期待が確かなものであ

るのか、いつまでその期待があるのかを捉えるのが難しいということである。短

期的な機会ということは、検討に要する時間に限りがあるということであり、そ

の結果として、将来の意思決定の問題ではなく、現在の意思決定の問題になる。

これにより、時間的焦点が現在に当たるということである。 

 期待に関する二つ目の示唆は、短期的な期待と超長期的な期待の形成に関わる

要因は異なるということである。経験的検討によって明らかになったのは、待望

型在職者を生じさせる期待には、その期待が本当に実現するのか、比較的早期に

判明するものと、仕事生活をかけて実現していく期待がある。前者の期待に関わ

るのは、直属の上司や同僚、経営層である。その一方で、後者の期待に関わるの

は、長期にわたって運用実績のある人事制度である。本研究の調査では、この人

事制度としてジョブ・ローテーションが大きな役割を果たしていることが明らか

になった。また、直属の上司や同僚、経営層が変化することで、短期的な期待も

変化しうることが示された。 

 超長期的な期待の形成は、限られた組織（いわゆる伝統的な日本企業における

人事管理で運用している組織）によって実現できるものであり、また自律的なキ

ャリア形成や組織の枠組みにとらわれないキャリア形成を志向する個人にとって

は、必ずしも有効に機能しないと考えられる。この点を踏まえると、短期的な期

待の持続的な形成を可能にする仕組みについて検討することが求められるだろう。 

 まとめると、「なぜ不本意な在職者であり続けてしまう人がいるのか」という問

いに対しては、彼ら・彼女らの期待形成に関わる要因が短期的にも、超長期的に

も用意されており、また実際に機能しているためであると説明できるだろう。 
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期待に関する三つ目の示唆は、個人は仕事に関する期待だけではなく、家庭に

関する期待を持っており、家庭に関する期待が不本意な在職状態への態度・行動

に影響するということである。経験的検討によって明らかになったのは、現在の

仕事上の不本意さを甘受させるうえで、家庭に関する期待が影響している可能性

である。 

前章におけるインタビュー協力者#15 氏の語りが示しているとおり、将来自身

の家庭を持って育児をするときに備えて、別の言い方をすれば、そうなることを

期待して、仕事の面では不本意な在職状態であってもそれを継続しているという

ことである。より踏み込んで考察すれば、解消行動をしない理由は、家庭に関す

る期待が最終的に実現するのかどうかが分からないためであろう。つまり、家庭

に関する期待が不確定であるがゆえに、現在の不本意な在職への対応を先送りす

ることが可能になっているのかもしれない。 

インタビュー協力者#15氏とは異なり、現在の仕事上の不本意さに対する解消

行動への動機づけに、家庭に関する期待が影響している可能性がある。このこと

は、インタビュー協力者#14氏による語りから示唆される。インタビュー協力者

#14氏は家庭に関する期待を持ちえない状態にある。なぜなら、単身赴任のため

に配偶者に育児の負担が偏っている状態を変化させることが、現在の仕事の状況

からは想定しえないためである。このことは、家庭に関する期待を持てないこと

で、時間的焦点が現在の不本意な在職状態に当たるようになったことを示すもの

である。 

 以上が、「なぜ不本意な在職者であり続けてしまう人がいるのか」という研究課

題に対して、待望型在職者について考察することで答えた内容である。 

 また、本研究の経験的検討では、主として待望型在職者を対象として取り扱っ

たものの、その議論からは断念型在職者への示唆も得ることができた。それは、

断念型在職者について、従来の知覚された意志コントロールとは別に、希望と時

間的焦点から理解しうるということである。すなわち、期待がなく、期待がない

ために焦点を当てるべき（注意を払うべき）将来もない、望んでいることの実現

を諦めてしまった在職者が、断念型在職者である。 

 この点を踏まえるならば、断念型在職者からの変転は、いかに所属組織におい

て期待を持つことができるかにかかっているということもできる。また、断念型

在職者への変転を、期待を喪失した結果であると考えるのであれば、断念型在職

者への前段階として待望型在職者を位置づけることが可能になる。こうした理解

は、断念型在職者における既存研究では明らかにされていなかった「本意の在職

者が断念型在職者になるまでのプロセスや、そこで経験される事項」を説明する
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ものでもある。 

 まとめると、本研究で経験的に確認したとおり、個人は様々な期待を持ちなが

ら仕事をし、キャリアを歩んでいる。本研究の提示した時間的焦点は、複数ある

期待のなかのどれに重点を置いているのか、また将来の期待と現在の状況のどち

らに関心があるのかを示すものである。この時間的焦点を踏まえると、不本意な

在職者が現在の不本意な在職状態よりも将来の本意の状態を重視するのであれば

待望型在職者になると予想される。これとは反対に、将来の本意の状態が期待で

きたとしても現在の不本意な在職状態が当人にとって問題なのであれば、待望型

在職者にはならない、あるいは待望型在職者であることを止めると考えられる。 

 本研究の理論的検討および経験的検討を踏まえると、現在のキャリアの状態を

踏まえて時間的焦点の設定が行われることが明らかになった。具体的には、キャ

リアの可変性の程度である。この可変性は、発展可能性も含意している。すなわ

ち、現在のキャリアの状態を「いま・ここ」で変えなければならないと考えるの

は、つまり時間的焦点が現在に当たるのは、キャリアの可変性が今後低下するこ

とになると考えているためである。これとは反対に、キャリアの可変性が維持さ

れる場合は、必ずしも時間的焦点が現在に当たるとは限らないことが示唆された。 

 なお、今回の調査対象はミドルであったため調査の中で見られなかったが、シ

ニアを対象とした場合に時間的焦点を「過去」に置いている者がいる可能性があ

る。上記を踏まえれば、キャリアの可変性がなくなってしまったため、時間的焦

点は未来や現在ではなく、過去にあり、それが「後悔」を引き起こしていると推

測される。 

 

第２節 待望型在職をめぐる個人の意思決定と組織の関係 

 本節では、待望型在職をめぐる個人の意思決定と組織の関係について、三点考

察する。一点目は、時間的焦点についてである。時間的焦点は自然と、年齢によ

って決まるわけではなく、特に組織の文脈においては、焦点を「当てる」あるい

は「当てさせる」ことが論点になる。別の言い方をすれば、働く個人の寿命は組

織の中で決まる面が大きく、それがキャリアの可変性の期限にも影響するという

ことである。これを期待の実現と関連づけて述べれば、キャリアの可変性の期限

内に期待が実現すると考えるのか、あるいは期限後に実現すると考えるのか、そ

もそも実現しないと考えるのかによって、待望型在職者に対する判断が決定され

るということである。 

 この可変性の期限については、キャリアに関する個人それぞれの考えによって

設定されることもあれば、組織が期限を設定することもある。後者の例としては、
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役職定年制度や再雇用制度、管理職昇進の平均年齢などである。管理職の平均年

齢を過ぎた従業員は、当該組織の中で管理職になるチャンスを失ったと認識する

かもしれない。別の表現をすれば、これは将来のどこかの時点で管理職になると

いう期待が失われたということでもある。また、これは可変性の期限の認識をよ

り長期なものにすることで、将来の期待形成がしやすくなるということを示唆す

るものでもある。 

 このように組織は組織内の制度や慣習を通じて、従業員に対して可変性の期限

を認識させており、これが将来の期待の形成や時間的焦点にも影響を及ぼしてい

ることが示唆された。 

 なお、本研究ではミドルを対象としたがゆえに、この時間的焦点が現在あるい

は現在に近い将来に当たっているケースが複数見受けられた。これは、自身のキ

ャリアを考えたときに、また現在が不本意な在職状態である場合に、それに対処

する期限としての「いま・ここ」を認識し、時間的焦点に影響したものと考える。

このことは既存研究による指摘とも整合的である(Carstensen, 2006)。 

 社会情動的選択性理論に関する議論が焦点を当てる「人生の残り時間（制限）」

は、仕事生活の文脈においては「仕事生活からの引退」や「キャリアの可変性の

期限」である。既存研究の議論を踏まえつつも、仕事生活の文脈においてどのよ

うに時間的焦点が定まるのかを理解するにあたって、キャリアの視点を議論の中

に取り込むことは適切であると考える。 

 なお、時間的焦点を当てるためには、そもそも当てるべき対象がなければいけ

ない。既存研究においては、当てるべき将来があること（あるいは、現在や過去

があること）を当然視している。しかし、そうした前提は適切であろうか。例え

ば、キャリア意識の低い個人は仕事生活において、あるいはキャリア全般におい

て、明確な期待を有しない可能性がある。この場合、時間的焦点はどのように設

定されるのだろうか。この点については、次章の第４節で若干の考察を行う。 

 二点目は、待望型在職の捉え方についてである。待望型在職はカテゴリー概念

であるとともに、「待っている」という点に注目すれば「まだ随分待つことができ

る」から「もう待てない」まで幅がある。これは、待望型在職という点では同じ

在職状態であるにもかかわらず、組織外解消や断念型在職との近接性は個人ごと

に異なるということである。 

 このことは、不本意な在職状態の特定のカテゴリーにおいて異なる態度・行動

が生じているとき、それらを理解するためには、それぞれの個人が時間というも

のをどのように認識しているかを理解しなければならないことを示唆している。

具体的に、この時に注意しなければならないのは、「期待はあるが、時間的焦点が
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現在に当たる」ということの実態である。これは、待望型在職者であるという点

は変わらないものの、不本意な在職状態に対する解消行動をとる可能性がある。

それは、将来の期待よりも、現在の不本意な在職状態の方がより大きな問題とし

て認識されるからである。これがまさに「もう待てない」という状態である。 

 このように、本研究で議論した待望型在職者について、それを単なるカテゴリ

ー概念として理解してしまうと、本研究の議論を通じて明らかにした在職状態の

変転を理解し損なう恐れがある。 

 三点目は、待望型在職者に「なること」と「ならないこと」の差異についてで

ある。前章では、待望型在職者であることを決めることに関わった要因が、待望

型在職者であることを止める際に、どのように変化したのかを明らかにした。こ

こでは、不本意な在職を経験した際に「なぜ待望型在職者にならなかったのか」

という問いを検討することで、さらに待望型在職者についての理解を進める。す

なわち、「待つ」ということをしなかった理由から「待つ」という判断についての

考察を行う。 

 具体的に不本意な在職を経験した際に、待望型在職ではなく、組織外解消を選

択したケースを確認する。インタビュー協力者#12 氏は、勤務していたコンサル

ティング会社の組織体制が変化する中にあって、これまでの働き方が望めなくな

ったことで不本意な在職を経験することになった。次の語りは、その不本意な在

職状態に対して、どのように対応していこうとしているかを表したものである。 

 

会社に残るって選択肢を否定したのは、その頃、会社がぐちゃぐちゃして

いたってさっきも言ったんですけど、上の人が、パートナークラスの人が

辞めていって。逆に新しく来るパートナーもいて。他社から来たパートナ

ーが、あまり良い人ではなかった。（中略）こんなやつがこれから自分の組

織の上に立つなら嫌だなと思って。（中略）そういう人を採用するのも、次

のその組織のトップの人が採用しているわけで。そのトップの人が悪い人

というわけではないけれど、この人が作る組織にいたいかっていうと、そ

うじゃないな（と思った）。（インタビュー協力者#12氏） 

 

 この語りからは、在職を継続したとしても、将来の在職状態が本意のものであ

る可能性がないと認識していることがうかがえる。すなわち、期待がないという

ことであり、時間的焦点も現在に当たっていると示唆される。そのため、不本意

な在職状態に対してどのように向き合うのかを、「いま・ここ」で決めなければな

らなくなったのである。 
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 また、次のインタビュー協力者#16 氏の語りは、長年勤務していた組織を退職

してまで転職した組織での経験に関するものである。これは、新会社の経営者候

補として採用されたにもかかわらず、入社後に新会社の立ち上げが中止となった

ことで、経営者候補というポジションを失ってしまったケースである。このよう

な不本意な在職に対して、インタビュー協力者#16 氏は速やかに組織外解消のた

めの行動を起こした。 

 

   でも自分は別にＡ法人（仮名）に興味があったわけじゃないんで。一応少

しは労務をやってましたけど。ちょっとその話（新会社の立ち上げ）が難

しくなった中で、居続けるのは難しいなと思って。（インタビュー協力者#16

氏） 

 

 この語りからも、インタビュー協力者#12 氏と同様に、期待がなければ待望型

在職者になる余地がないということが端的に示されている。実際にインタビュー

協力者#16 氏は数ヶ月でこの組織を離職している。 

 このケースからもう一つ示唆されるのは、期待というものは、組織に関するも

のだけではなく、その組織の提供する仕事に関するものとがあるということであ

る。実際には組織や仕事だけではなく、同僚に関する期待や顧客に関する期待と

いったように、何に関する期待なのかという点については多様であると考えられ

る。このことは、待望型在職を形成する期待の内容によっては、不本意な在職状

態への態度・行動も変わる可能性があることが示唆される。 

 さらに、次のインタビュー協力者#13氏は、自身の望んでいたマネジャーとし

ての役割を果たすことができなかった、また、それが許されなかったことによっ

て不本意な在職を経験したケースである。上述した二つのケース（インタビュー

協力者#12 氏および#16氏）が「期待が失われてしまった」というものであったの

に対して、インタビュー協力者#13氏のケースは「期待を形成することができな

かった」というものである。 

 

（アシスタント・マネジャーに○○社で昇格されて、でも何も変わっていな

いということに関して、そもそもアシスタント・マネジャーになりますよ

って言われた時の説明って、人事なり、もしくは上司なりからあったので

しょうか。） 

 

アシスタント・マネジャーになるから、具体的にあなたにはこういう権限
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がつきます、みたいな、そういった職務権限の説明はなかったですね。た

だ、一般的に考えれば、例えばマネジャーがいます、アシスタント・マネ

ジャーがいますとかだったら、（アシスタント・マネジャーに）そんなに権

限はないかもな、みたいに思うけれど、当時部長、室長がいて、アシスタ

ント・マネジャーがいて、その下にグループが紐づくんだったら、ある程

度決められるんじゃないかなって思っていた。だから、そこはたぶん見込

みの甘さだったのかもしれないですね。 

 

僕が求めるマネジャー像が、自分のこと、自部門のことは、ある程度自分

で決められて、もちろんフィードバックもらって手直しするとかに関して、

全然、大いにアリですけど、ある程度方向性とかは自分で決められるもん

だって、それがマネジャーだと思っていたので、そこのギャップですかね。 

 

（こういった点に関して何か上司とか会社と話した経験ってありますか。） 

 

権限をください、みたいな？ 

 

（単刀直入に言ってしまうと。） 

 

権限をくださいみたいな、直接的な言い方はしなかったですね。なんでし

なかったのか。言えば良かったのかもしれないですけど、何かそこで変わ

りそうな気がしなかったっていう。 

 

言ったところで。その上長と僕は人間関係としては良かったと思ってるん

ですよ。今でも。ただ、その人の仕事の進め方としてやっぱり全部自分は

知っておきたいみたいな、マイクロ・マネジメントって言ったらあれです

けど。自分が知っておいた上で話を進めてもらわないと、なんか納得しな

いみたいなタイプだったんで。「権限委譲しますか」って言って、「します」

と言ったとて、たぶんそのプロセスは変わらないじゃないかなっていう。

言ったことないんで分かんないです。 

 

これまでの人間関係を通じて、その性格はもうそんなに変わらないよなっ

て。たぶんみんなそうだと思うんですよね。（中略）変えられなさそうなも

のとして、社風と人間性は絶対変えられないと思ってるんですよね。（イン
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タビュー協力者#13氏） 

 

 このインタビュー協力者#13氏の語りは、期待形成をすることのできない理由

について明らかにしている。また、期待を形成するということは、個人が勝手に

行うものではなく、自身の置かれた状況において「期待できるかどうか」という

期待形成の可能性についての判断を行うことでもあることが分かる。 

 この点を踏まえると、待望型在職者に「なること」と「ならないこと」の差異

は、所属組織や担当職務に対して期待を持つことのできる余地が存在しているか

どうかの検討結果によるものであると説明できる。 

 以上の考察に加えて、本研究の重要な示唆の一つは、従業員の期待や時間的焦

点に対する影響は、彼ら・彼女らとの直接的なやりとりを通じてのみ生じるとい

うわけではないということである。すなわち、所属組織のマネジャーや役員の日

頃の言動、同僚の姿から、徐々に所属組織での自身のキャリアに関する期待がつ

くられるということである。また、そうした期待が自らにとって好ましいもので

あれば時間的焦点も現在よりは将来に置かれる一方で、好ましくない期待を持っ

た場合には時間的焦点も現在に近づく可能性もあるだろう。 

 

第３節 不本意な在職者のマネジメント 

 本節では、調査を通じて見出されたことを整理しつつ、不本意な在職者のマネ

ジメントに対する示唆を説明する。まず、理論的検討において確認された不本意

な在職者のマネジメントに関する課題は次のとおりであった。一つは、エンプロ

イアビリティ・パラドックスの懸念がある中で、マネジメントの対象を何に設定

すれば良いのかが明確ではないということである。もう一つは、待望型在職者に

特有のものとして、不本意な在職状態の解消に資する制度や支援を利用してもら

うために、どのような働きかけが必要であるかが分からないということである。 

 本研究の重要な示唆は、理論的検討に基づいて期待という点に議論の焦点を当

てたことで、不本意な在職状態の継続に組織が影響を及ぼしていることが明らか

になったことである。このことは、別の言い方をすれば、組織が従業員の期待形

成に関わることによって、あえて現在の不本意な在職状態を継続させるように仕

向けることができるということでもある。すなわち、本研究の議論を通じて、不

本意であったとしても良い形でとどまってもらうことについて検討する意義があ

ることを示したのである。 

このことは、組織外解消としての離職を防ぎ、また将来展望を諦めてしまう断

念型在職者にもならせないようにするために、期待形成を通じた不本意な在職者
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のマネジメントを行うことである。反対に、従業員の在職・離職の意思決定に大

きな役割を果たす期待という点に注意を払わなければ、組織は意図せず従業員に

期待を諦めさせてしまい、離職や断念型在職へと方向づけてしまう恐れもある。 

 第１章で述べたように、また経験的検討から示したように、仕事生活を送る中

では誰しもが不本意な在職者になりうる。企業は自らの行動（戦略の遂行（例：

M&A）や人事制度の運用（例：評価、配置転換）など）の結果として、従業員の

本意の在職状態を変化させてしまうことがある。そこでの問題は、「どのように不

本意な在職を防ぐか」ということではなく、「どのように不本意な在職を解消する

か」である。本研究は、「どのように不本意な在職を解消するか」という点につい

て、「いつ」という時間的焦点を持ち込むことで、既存研究の議論の前提である「速

やかに解消行動を行う」と考えては見損なってしまう在職者、すなわち待望型在

職者を見出した。 

 本研究の調査からは、不本意な在職状態を生じさせた不本意さを「いま・ここ」

で解消させることは難しくても、将来の本意の在職状態を期待させることによっ

て、不本意な在職状態を受容させ、待望型在職者として組織に留まらせることが

可能であることが示された。これとは反対に、将来ではなく「いま・ここ」の不

本意な在職状態に焦点が当たってしまうと、解消行動の過程で組織内解消できな

いと諦めてしまい、断念型在職者になる恐れがあることも示された。また、この

諦めは所属組織との間で生じる感情であるため、その組織との関係について継続

の意思がなければ、組織外解消につながるものでもある。 

 これらの点をまとめると、不本意な在職者のマネジメントとしては、「いま・こ

こ」での解消に焦点を当てることを前提にするのではなく、将来の期待を持たせ

ることによって、待望型在職者として組織に留めることも一つのあり方であるこ

とが示唆された。 

 本研究のマネジメント上の示唆のもう一つは、個人が不本意さの解消を組織内

で行おうとするかどうかは、必ずしも制度やマネジメントの有無によらないとい

うことである。これは待望型在職者に関する理論的検討において示唆され、経験

的検討において確認されたことである。 

 不本意な在職者は、不本意な在職状態の解消行動をするにあたって、所属組織

との間で行われることになる交渉の内容を想定している。その想定は、組織との

間で交渉した結果として不本意な在職状態を解消することができるのか（すなわ

ち、結果予期）、また、解消するだけの価値のある、つまり関係を継続させたいと

思える組織や仕事であるか（すなわち、関係継続意思）に関するものである。こ

れらについて、当人が否定的に判断するならば、断念型在職あるいは組織外解消



 88 

へと向かうことになる。 

 これを踏まえると、不本意な在職状態の解消に資する制度やマネジメントを用

意するだけではなく、そうした制度の有効性や、交渉相手としての組織の信頼性

を高めることによって、不本意な在職者は「解消できない」という「言い訳」が

できなくなり、組織内解消に向かうことになる。ただし、言い訳ができなくなっ

た結果、組織内解消ではなく組織外解消に向かう可能性も示唆された。この点に

ついては、関係継続意思がある場合、言い訳できなくなることが組織内解消に向

かうものの、関係継続意思がない場合には、言い訳できなくなるため組織外解消

に向かうとして説明することができる。 

 なお、この言い訳については、組織との関係だけではなく、自身のキャリアの

置かれた状態とも関係する。すなわち、解消行動を起こさない場合に自身の今後

のキャリアを諦めることになると認識することで、「待っている」という言い訳が

できなくなるということである。このように考えると、期待と言い訳は表裏一体

のものであると捉えることもできる。 

 これらの点をまとめると、不本意な在職者のマネジメントとしては、制度の有

効性と交渉相手としての組織の信頼性を高めることによって、解消行動に動機づ

けることができることが示唆された。 

 最後に、待望型在職者であることをもって、組織が彼ら・彼女らをマネジメン

トの対象とせず、放置してしまうのであれば、それは不適切である。なぜなら、

引き続き将来の期待を持っていたとしても、時間的焦点が必ずしも将来に当たっ

ているとは限らないからである。 

理論的検討および経験的検討で明らかにしたように、待望型在職者も年齢を重

ねたり、キャリアを発達させたりする中で、時間的焦点が将来から現在に移動す

ることが予想される。それに備えて、継続的に従業員の期待形成に関わり続ける

ことが組織には求められる。また、そうした取り組みの成否は、当該従業員の持

つ自らのキャリアや将来の見通しに関する主観的認識に左右されることになるだ

ろう。 
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第７章 結論 

 

第１節 要約 

 本研究の目的は、「不本意な在職者が、不本意な在職状態を続けてしまうことに

なる理由を明らかにすること」であり、これを通じて「不本意な在職者のマネジ

メントへの示唆を得ること」であった。この目的を達成するために、「なぜ不本意

な在職者であり続けてしまう人がいるのか」という研究課題を設定して、理論的

検討および経験的検討を行い、これらの検討結果を併せて研究課題に答えること

とした。 

 まず第２章および第３章では、不本意な在職者に関する理論的検討を行った。

第２章では、離職研究において提示された断念型在職者に関する議論を踏まえた

ときに、不本意な在職者がどのように理解されることになるのかを確認した（第

１節）。すなわち、不本意な在職状態を解消することができないから留まらざるを

得ない者として、不本意な在職者を理解することができた。 

次に、働く個人が断念型在職者になるメカニズムとそこで前提とされている考

え方について、研究上の課題があることを指摘した（第２節）。具体的には、「不

本意な在職状態を解消することができない」という認識形成のプロセスについて、

実証的には明らかにされていないことを指摘した。また、断念型在職者の議論で

は、個人は不本意さを認識すると速やかに解消行動に動機づけられると考えてい

るが、そのように考えることで不本意な在職状態をあえて続ける在職者の存在を

見落としてしまうことを指摘した。このような見落としが生まれてしまう理由は、

不本意な在職状態を継続させている要因を、断念型在職者の議論では個人の内面、

具体的には「知覚された意志コントロール」に求めているためである。 

さらに、不本意な在職者のマネジメントに関する実践的含意を得ようとすると

き、現在の断念型在職者の捉え方にはマネジメント上の悩ましい問題が伴うこと

を指摘した（第３節）。具体的には、知覚された意志コントロールに焦点を当てて

いるために、不本意な在職者に対するマネジメントとして離職を促すための施策

が提案されるものの、これには断念型在職者以外の従業員に対しても同施策の利

用機会を与えてしまうという点で問題がある。また、離職選好を在職選好に変え

ることができたとしても、このような選好は仕事生活の中で変化するものである。

そのため、不本意な在職者に対するマネジメントとして、何に焦点を当てるのが

良いのかについて判然としないという問題がある。 

 第３章では、断念型在職者に関する議論の「不本意な在職者が組織に留まる理
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由は、不本意な在職状態を解消できないからである」という見方に対して問題提

起を行った。具体的には、本研究では不本意な在職を、断念型在職者に関する従

来の議論のように個人の内面に起因する問題として捉えるのではなく、個人が自

身と周囲の状況を踏まえながら判断・選択されるものとして考える。ここでの自

身と周囲の状況とは、所属する組織の中での位置づけや自らのキャリア、それら

の今後の見通しなどである。このように考えることによって、本研究で待望型在

職者と呼ぶ、不本意な在職状態を変えるための行動をあえて行わない在職者の存

在に注目することが可能になった（第１節）。 

次に、待望型在職者を理解するうえで「期待」と「時間的焦点」という二つの

要因が重要であることを説明した（第２節）。すなわち、「待望型在職者であるこ

と」を決める、あるいは止めるという意思決定に、待望型在職者自身の期待と時

間的焦点が影響しているということである。具体的には、現在の不本意な在職状

態について、許容できる将来において自ずと解消されることが期待できるのであ

れば、個人は必ずしも解消のための行動を起こさない、すなわち「待つ」ことを

決めるのである。また、自ずと解消されることが期待できたとしても、将来の本

意な状態よりも現在の不本意な在職状態に当事者の関心がある場合、すなわち時

間的焦点が将来ではなく現在に当たっている場合には、不本意な在職状態は解消

されなければならない問題として立ち上がることになる。 

さらに、待望型在職者に特有のマネジメント上の課題として、不本意な在職状

態を解消するための支援制度を用意しても活用されるとは限らないこと、誰が待

望型在職者であるかを確認することが難しいこと、また、エンプロイアビリティ・

パラドックスの下でマネジメントしなければならないことを説明した（第３節）。 

ここまでの理論的検討を踏まえたうえで、不本意な在職者を理解し、彼ら・彼

女らに対するマネジメントへの示唆を得るために必要となる調査について説明し、

調査課題を提示した（第４節）。具体的には、「不本意な在職状態を解消するため

の行動をあえてしない不本意な在職者、すなわち待望型在職者の変転は、どのよ

うに行われるのか」という調査課題を設定した。これを明らかにすることによっ

て、理論的検討では明らかにすることのできなかった、不本意な在職者であり続

けるという判断の基になった期待や時間的焦点に何が影響しているのかという点

を考察できるようになるのである。 

 第４章および第５章では、不本意な在職者に関する経験的検討を行った。第４

章では、本研究で実施した質的・帰納的アプローチによる調査の概要を説明した。

まず、不本意な在職という未解明な点の多いものの実態を明らかにするうえで、

質的・帰納的アプローチによる調査が妥当であることを説明した（第１節）。その



 91 

うえで、調査対象の選定理由（第２節）や調査方法として半構造化インタビュー

を採用した理由（第３節）、構造コーディングおよびパターン・コーディングに基

づいてデータ分析が実施されたこと（第４節）を説明した。まとめると、本調査

は本研究の問題意識と理論的課題を踏まえているという点で適切なものであるこ

と、また、既存研究の関心と要請に応えるものであることを説明した。 

第５章では、質的調査を通じて得られたデータを分析した結果を説明した。ま

ず、不本意な在職状態、すなわち望んでいることと現実との乖離とはどのような

ものであるかを確認した（第１節）。そのうえで、期待と時間的焦点に焦点を当て

ながら、個人が待望型在職者であることを決める（第２節）、あるいは止める（第

３節）という意思決定がどのように行われるのかを明らかにした。 

 第６章では、ここまでに行われた理論的検討および経験的検討を踏まえて、研

究課題に答えた（第１節）。具体的には、理論的検討で描いた待望型在職者につい

て経験的検討においても捉えることができたこと、また、所属先の上司や同僚の

言動、実際に運用されている制度を踏まえながら個人は期待の形成と時間的焦点

の設定を行っていること、待望型在職者が断念型在職者に変転する可能性がある

ことを示した。次に、個人の意思決定の結果として選択された待望型在職者につ

いて、待望型在職者であることを決めることと止めることに、組織がどのように

関わっているのかを考察した（第２節）。ここまでに明らかになった不本意な在職

者の理解を踏まえて、組織が不本意な在職者をマネジメントする際の示唆を述べ

た（第３節）。 

 

第２節 理論的含意 

 本研究の理論的含意は、次の四点にまとめられる。一点目は、組織における待

望型在職者の存在を指摘し、理論的検討および経験的検討を通じて、その実態を

明らかにしたことである。二点目は、既存研究で示された断念型在職者とは異な

る捉え方を提示したことである。三点目は、在職および離転職の意思決定におけ

る期待の重要性を、改めて経験的検討によって確認したことである。四点目は、

時間的焦点は自ずと決まるものではなく、個人がその置かれた組織内・外や自ら

のキャリアの状況を踏まえて設定していることを明らかにしたことである。 

一つ目の理論的含意、すなわち、組織における待望型在職者の存在を指摘し、

理論的検討および経験的検討を通じて、その実態を明らかにしたという点につい

て述べる。 

これまでの離職研究では、離職意図が必ずしも離職につながらないために生じ

る、様々な在職者と彼ら・彼女らの特徴に焦点を当てる必要があるとされてきた。



 92 

その中で注目されてきたのが断念型在職者である。 

しかし、本研究での理論的検討の結果、既存研究において見落とされている在

職者の姿が明らかとなった。それが、期待と時間的焦点によって不作為性を持っ

た、待望型在職者という在職者である。より具体的に述べれば、この不作為性に

含意される「待つ」という主体的な行為が、期待と時間的焦点によって生じうる

ことを理論的に示した。 

このような見落としは、より良いマネジメントを実践するためにも看過できず、

先に述べたように、様々な在職者とその状態を明らかにするという離職研究の問

題意識にも合わないものである。特に、この在職者の特徴である不作為性につい

ては、従業員の働きがいを高め、パフォーマンスにつなげるために組織が用意し

た人事制度（e.g., 社内公募制度）や職場内・上司・同僚からのサポート等が有効

に利用されないという問題とも関連することになる。 

 また本研究は、理論的検討によって明らかにした待望型在職者について、質的

調査を通じた経験的検討によって、なぜ個人が待望型在職者であることを決める

のかを考察した。これによって、不本意な在職者が、不本意な在職を続けてしま

うことになる理由を説明することを可能にした。 

断念型在職者が提示された背景にある問題意識（すなわち、多様な在職者の存

在を理解することの重要性）を尊重しつつ、離職研究において重要視されていた

にもかかわらず、近年では脇に追いやられていた視点（在職と離職の意思決定に

影響を及ぼす、個人の持つ期待）を取り込むことで新たな議論を展開したことは、

離職研究に対する大きな貢献であると考える。 

また、量的データでは描写することが困難な不本意な在職者の実態を、質的調

査を通じて得たデータとともに提示できたという点では、方法論上でも貢献して

いる(Rothausen et al., 2017)。 

二つ目の理論的含意、すなわち、既存研究で示された断念型在職者とは異なる

捉え方を提示したという点について述べる。新しい捉え方をすることによって、

断念型在職者の変転やそれを導く要因についても示唆を得ることができるように

なった。 

既存研究における断念型在職者の捉え方は、彼ら・彼女らの知覚された意志コ

ントロールという内面に注目するものであり、また、不本意さを経験すると速や

かに解消行動に動機づけられるという想定をしていた。しかし、そうした捉え方

が特定の不本意な在職者の姿（すなわち、本研究で議論してきた待望型在職者）

を見損なうことにもなった。 

本研究は、待望型在職者に関する調査・分析および考察を通じて、断念型在職



 93 

者の新しい捉え方をも提案するものであった。すなわち、断念型在職者とは、も

はや期待が実現しないことを理解しており、期待がないために焦点を当てるべき

将来もなく、現在の問題状況に焦点を当てている在職者であるという理解である。 

既存研究では、なぜ断念型在職者になるのかというプロセスについて、理論的

に示唆されていた(Hom et al., 2012)ものの、実証的には十分に明らかにされてこな

かった。この断念型在職者についても、待望型在職者と同様に、彼ら・彼女らの

持つ期待と時間的焦点に注目することによって、その変転プロセスを描き出すこ

とが可能になると考えられる。 

また、待望型在職者と断念型在職者との関係を考察することによって、不本意

さを経験した個人が速やかに断念型在職者になるわけではなく、待望型在職者と

いうステップを踏む可能性があることを示唆することができた。 

本研究の議論は、既存研究における断念型在職者の問題意識を踏まえつつ、そ

の新たな捉え方を提示することによって、議論の展開の方向性・着目点を示した

という点で意義があると考える。 

三つ目の理論的含意、すなわち、在職および離転職の意思決定における期待の

重要性を、改めて経験的検討によって確認したという点について述べる。このこ

とは、Mobley (1977) によって提示された離職のプロセス・モデル以降、在職およ

び離職の意思決定の背後にあった期待という重要な要因を、離職研究の議論に取

り戻したということでもある。 

従来の離職研究の議論の多くは、離職の先行要因として、また離職の代理変数

として離職意図に焦点を当ててきた。また、離職の意思決定において、現在の問

題状況としての職務満足度の低さが及ぼす影響を強調してきた。このような離職

意図や職務満足度と比較して、将来の結果に対する期待効用が在職継続の意思決

定に及ぼす影響は、ほとんど明らかにされてこなかった (Holtom et al., 2022)。 

本研究は、離職研究の議論を発展させてきた様々なモデルにおける期待の位置

づけを確認しながら、経験的検討において改めてその重要性を示した。従業員の

持つ独自の期待に注目し、彼ら・彼女らが自らの期待の達成に大きな価値を置い

ていること(Porter & Steers, 1973)を理解することは、断念型在職者に関する議論の

問題意識であった、多様な在職者のあり様の理解に適うものであるとともに、離

職研究の中の議論の間隙を埋めるものである。この点において、本研究の議論は

理論的貢献を果たしたと考える。 

 最後に四つ目の理論的含意、すなわち、時間的焦点は自ずと決まるものではな

く、個人がその置かれた組織内・外や自らのキャリアの状況を踏まえて設定して

いることを明らかにしたという点について述べる。このことは、不本意な在職者
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が自身の在職状態にどのように対処するかについて、彼ら・彼女らのキャリアの

フェイズが影響していることを明らかにしたということでもある。 

従来の離職研究では、離職の意思決定に当事者のキャリアの状態が影響してい

ることが指摘されてはいたものの、この点に焦点を当てた議論は少なかった。こ

うした議論の不足は、研究上、若年者からシニアに至るまで離職の意思決定に影

響する先行要因が同様のもので、与える影響も変わりがないという、実際とは異

なる前提を置いている点で不適切である。また、不本意な在職者の実態の理解を

損なうものでもある。 

そこで、本研究ではミドルを対象として質的調査を行った。これにより、彼ら・

彼女らが現在のキャリアをどのように認識しており、その認識が不本意な在職状

態に対する行動や態度にどのような影響を与えているのかを、考察することが可

能になった。 

本研究は、キャリアの視点を離職研究において議論する研究(e.g., Seibert et al., 

2013)に更なる知見を提供するものであり、学際的研究を求めるキャリア研究から

の呼びかけ(Akkermans & Kubasch, 2017)に応えるものであるという点で、大きな

貢献をしていると考える。 

 これらの点に加えて、待望型在職者の不作為性に、どのような組織的要因が影

響を及ぼしているのかを明らかにしたことも本研究の理論的貢献の一つである。 

不作為性に関する議論(e.g., Verbruggen & De Vos, 2020)は端緒についたところで

あり、そもそも不作為をどのようなものとして理解するのかについても、定まっ

た見解があるわけではない。本研究は、待望型在職者に焦点を当てることで、彼

ら・彼女らの不作為には「待つ」という作為が含意されていることを看取した。

これにより、待望型在職者が「待つ」と判断した要因を理解するという方向性で、

議論を展開することができた。 

そのため本研究の議論は、キャリアにおける不作為の議論に貢献するものでも

ある。なお、本研究の採用した視点は、組織におけるキャリア上の意思決定は個

人に完全なコントロール権があるわけでも、また組織に完全なコントロール権が

あるわけでもない以上、お互いにどのような影響を与えているのかに焦点を当て

たという点で、適切なバランスの下で議論を行ったものでもある(Baruch, 2006)。 

 

第３節 実践的含意 

本研究の実践的含意は、次の二点にまとめられる。一点目は、不本意な在職者

がマネジメントの対象となりうることを示したことである。すなわち、本研究の

議論は、断念型在職者や待望型在職者に対する経営管理実践のあり方も示すもの
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であった。二点目は、組織の意図しないところで待望型在職者や断念型在職者を

生んでいる可能性を示したことである。このことは、多くの日本企業に共通した

現象である可能性と、それが個人のキャリアを取り巻く状況や彼ら・彼女ら自身

のキャリア意識の変化によって組織に新たな課題を突き付けていることを示唆す

るものである。 

 一つ目の実践的含意、すなわち、不本意な在職者がマネジメントの対象となり

うることを示したという点について述べる。言い換えれば、本研究はマネジメン

トの対象として「不本意な在職者」を提示するものであった。 

従来の断念型在職者の議論を含めた離職研究やキャリア研究では、自らの希望

に合った意思決定をして、具体的な行動に移すことのできると考えるコントロー

ル知覚に焦点が当てられてきた。すなわち、このコントロール知覚を高めること

によって、従業員はたとえ不本意な在職状態になったとしても、それに対処する

ことができ、また、組織としてもコントロール知覚を高められるように従業員を

支援することで、組織内に不本意な在職者が生じないようにすることがマネジメ

ントの一つとして示唆されている。 

しかし、従業員のコントロール知覚を高め、またそのために組織が従業員の能

力開発に投資するということは、実際にそのような事態が生じる可能性が高まる

かどうかは別として、従業員の離職の可能性を高めるという「エンプロイアビリ

ティ・パラドックス」(De Cuyper & De Witte, 2011; Nelissen et al., 2017; Van der 

Heijde & Van der Heijden, 2006)の懸念をマネジメント層に生じさせる。 

 本研究では、不本意な在職を上のように個人の内面に起因するものとして捉え

るのではなく、個人が所属組織において仕事をする中で、またキャリアを形成す

る中で経験したことを踏まえて、不本意な在職に対する態度・行動のあり方を「判

断」していると考えた。このように考えることで、その判断に影響を及ぼす要因

を特定すること、また、そのようにして特定した要因に対してどのようなマネジ

メントがありうるかを検討することができることを示した。本研究の議論を踏ま

えて述べれば、そうした要因として着目したのが、期待と時間的焦点であった。 

 マネジメントの対象として期待と時間的焦点に注目することが重要であるのは、

不本意な在職状態にあったとしても、将来的に不本意な在職状態を解消できると

考えることができるのであれば、不本意な在職者は引き続き組織内に留まり、仕

事を続けようとする。すなわち、組織と個人の両者にとって良い形で、待望型在

職者になるということである。これを踏まえると、不本意な在職状態をしばらく

は甘受しつつも仕事に取り組んでもらうために、従業員にどのような期待を持た

せるかがマネジメントの焦点となる。 
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 また、不本意な在職者の時間的焦点が現在に当てられている場合には、不本意

な在職状態を継続しようとせず、組織外解消を志向することが示唆される。つま

り、待望型在職者が離職者になるということである。そのため、どのような期待

を持たせるかだけではなく、現在の問題よりも将来の期待に目を向けさせること

も、不本意な在職者のマネジメントにおいて必要となる。 

 さらに、断念型在職者について、時間的焦点が現在に当たっており、期待を持

つことができていない在職者として捉えられることを示した。この断念型在職者

に対して、既存研究では離職を促すという方策が提案されていたところを、本研

究では良い形での待望型在職者になってもらうということを提案できる。このよ

うな提案ができる理由は、不本意な在職状態が実践的には必ずしもネガティブな

ものではないことを本研究が示唆したからである。従来の断念型在職者の議論で

は、彼ら・彼女らに対するマネジメントは離職を促すものであり、エンプロイア

ビリティ・パラドックスの懸念があった。本研究の議論は、このような懸念に対

する一つの答えを示したものである。 

 本研究では期待と時間的焦点に焦点を当て、それらが組織の中での経験やキャ

リア形成のプロセスで定まっていくことを明らかにすることによって、マネジメ

ントの対象として期待と時間的焦点を捉えられることを指摘した。これによって、

不本意な在職者をマネジメントできることを示した。この点で、本研究の議論は、

実践的な貢献の大きいものでもあると考える。 

 二つ目の実践的含意、すなわち、組織の意図しないところで待望型在職者や断

念型在職者を生んでいる可能性を示したという点について述べる。このことは、

本研究が「組織による意図せぬ期待形成・喪失」の実態を指摘したことで、経営

管理実践において注意すべき点を示したという点で意義があると考える。 

第５章の質的調査・分析を通じて明らかにしたように、待望型在職者の中には、

現在のところは不本意な在職状態であっても、所属組織のジョブ・ローテーショ

ンが「仕事生活において望んでいること」を実現させる可能性を想定しており、

それゆえに現在の状態を甘受している者がいた。このことは、本来は人的資源管

理・人材マネジメントの一つとして運用される制度が、その機能として従業員の

期待形成にも役割を果たしているということである。 

 しかし、ここで問題となりうるのは、現在の不本意な在職状態を甘受してしま

い、解消行動に動機づけられないということである。不本意な在職状態は、自身

の所属する組織内の、あるいは／およびキャリアの問題を示しているにもかかわ

らず、それを将来に「先送り」してしまうことになる。この「先送り」の結果と

して不本意な在職状態が解消されたとしても、それは自らが解消したものではな
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い。このことは、結局のところ、本研究が批判的に検討した既存研究の議論の焦

点、つまり個人の知覚された意志コントロールの低さにつながるものかもしれな

い。あるいは、自身のキャリア形成における主体性や当事者意識を低下させるこ

とになるかもしれない。 

 また、将来に「先送り」された不本意な在職状態の解消が起こらなかった場合

には、待望型在職者は断念型在職者に変わりうる恐れがある。断念型在職者の特

徴が所属組織や同僚に対してネガティブな影響を生じさせる恐れがあることは、

第２章で述べたとおりである。 

 もちろん断念型在職者も、社会情動的選択性理論 (e.g., Carstensen, 1992; 

Carstensen, 1995; Carstensen et al., 1999)が示すように、高年齢層になり、人生の残

り時間を認識することによって仕事やキャリアの目標を変更した結果、本意の在

職者になる可能性もある。しかし、日本における働く個人を取り巻く状況の変化

は、そうした本意の在職者への変転を阻害する恐れがある。定年制の延長・廃止

や、一生涯にわたる労働参画が社会的に、また組織に対して求められる中にあっ

て、終わりのない仕事生活を想定する個人は、仕事やキャリアの目標変更による

断念型在職からの変転を行うのが困難になるかもしれない。換言すると、定年延

長などで残り時間が長くなると、目標変更のタイミングが後ろ倒しになり、断念

型在職の状態も長くなる可能性があるということである。 

 また、解消行動に動機づけられないということを別の論点から述べれば、現在

の状況に適応しようとしなくなるということでもある。Van Maanen and Schein,  

(1979) が指摘しているように、現在の状況に適応するために、将来に目を向ける

というのが組織社会化プロセスで行われる。しかしながら、将来に目を向けるこ

とで、結果として現在の状況に適応することを妨げてしまう面もあるということ

を、本研究の議論は示唆している。このような陥穽に注意を向けさせるという点

でも、本研究には実践的に意義があると考える。 

 

第４節 本研究に残された課題と今後の展望 

 今後、本研究で議論してきた不本意な在職者の理解をさらに進め、彼ら・彼女

らに対するマネジメントを考察していくにあたって、本研究には主に三つの課題

が残されていると考える。 

 第一の課題は、関連研究の検討が限られているということである。本研究では、

離職研究における断念型在職者の議論を出発点としつつ、その議論の前提に立つ

と見落とされてしまう在職者、すなわち待望型在職者に対する考察も行うことに

よって、不本意な在職者の全体像を理解しようと試みた。待望型在職者に焦点を
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当てることによって、これまでの断念型在職者の議論では捨象されてきた、個人

が自身の所属する組織の中での位置づけや自らのキャリア、それらの今後の見通

しを踏まえながら、不本意な在職状態への対応・態度を決めているという点に着

目した。 

しかし、本研究の議論もまた、特定の在職者のあり様を視界の隅に追いやって

しまったことは否定できない。具体的には、仕事生活において望んでいることが

明確ではない在職者の存在が、不本意な在職者とどのように関連するのかについ

て、検討が不十分である。このような在職者を本研究で議論した在職者と関連づ

けるのであれば、図 7-1のようになる。 

 

図 7-1 

本意のない／明確ではない在職者と本意のある在職者（筆者作成） 

 

 

 

 仕事生活において望んでいることが明確ではない在職者、すなわち本意を持っ

ていない、あるいは本意を明確に認識していない在職者に関連する議論の一つと

して、キャリア・ドリフトがある。キャリア・ドリフトとは、「自分のキャリアが

定まっていないのに、自分のキャリアに関する意識や関心が低い状態」（鈴木, 2001, 

9頁）を表した概念であり、「特に自分の意思を持って（キャリアの――引用者注）

舵取りをすることをせずに、状況に流されている状態」（鈴木, 2007, 98-99頁）で

ある。つまり、個人によるキャリアの方向づけが低い状態、言い換えればキャリ

ア意識の低い状態である。このことからキャリア・ドリフトを、キャリア・デザ

インの反対語としても捉えることができる（金井, 2002）。 

このキャリア・ドリフトには、将来に対する見通しがある程度明確となってお
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り、現在のキャリアの方向性に沿って仕事生活を送り、主体的に自身のキャリア

を考えることのない「流され型」と、自身の将来が不透明であり、現状のキャリ

アが進んでいる方向性も分からない「漂い型」の 2つのタイプがある（鈴木, 2001; 

鈴木, 2007）。どちらのタイプにも共通している、つまりドリフトしている在職者

の特徴は、主体的に自らのキャリアの方向づけを行おうとはしていないというこ

とである。このような在職者を図 7-1に加えると、次のようになる（図 7-2）。 

 

図 7-2 

流され型在職者と漂い型在職者（筆者作成） 

 

 

 

 このようなキャリア・ドリフト状態にある在職者のキャリアに対する非‐主体的

な姿勢は、本研究で論じた待望型在職者の「待っている」という不作為性と重な

りつつも、異なる。すなわち、自身のキャリアを取り巻く現在の状況に対して具

体的な行動をとらないという点では両者は共通しているものの、具体的な行動を

取らない理由には相違がある。キャリア・ドリフト状態にある在職者は、本意を

持っていない、あるいは本意を明確に認識していないために、その本意の実現に

向けて具体的な行動をするという動機づけが生じない。それに対して待望型在職

者は、将来的には本意が自ずと実現すると考え、現在の状況に対して行動をしな

くても良いという判断をしていると考えられる。 

 しかし、こうした待望型在職者の判断は、自らのキャリアを主体的にマネジメ



 100 

ントするという姿勢をいずれ損なう恐れがある。なぜなら、「将来的には本意が自

ずと実現する」のであれば、そこにマネジメントの必要性は生じないからである。

その結果、自らのキャリアに対する主体性が低下していき、やがてはキャリア・

ドリフトの様相を呈することになるかもしれない。また、キャリア・ドリフトを

続けた結果、改めて自らの本意を認識する機会があったとしても、本意の実現に

向けてどのようにキャリアをマネジメントすれば良いのかがもはや分からなくな

っているかもしれない。その姿は、断念型在職者にも重なるだろう。 

 このキャリア・ドリフトを時間的焦点の議論とも関連づければ、特定の時間に

焦点が当たっていない状態、つまり時間的焦点の弱い状態であると捉えることが

できる(Shipp et al., 2009; Shipp et al., 2022)。これは、将来と現在とのどちらに時間

的焦点が置かれているかによって不本意な在職に対する個人の態度および行動が

異なるとする本研究の議論では取り扱うことのできていない、別の在職者を示唆

するものである。 

 また、断念型在職者に関連する議論においても、キャリア・ドリフトを示唆す

るものもある。例えば Woo and Allen (2014) は、離職意図が低いものの組織に留

まる具体的な理由もなく、無気力な「分離型在職者(detached stayers)」を示してい

る。このような在職者の「組織に留まる具体的な理由」がないにもかかわらず組

織に留まり続ける姿は、キャリア意識が低く、現在の状況に流されるままのキャ

リア・ドリフト状態にある個人とも重なるものである。 

こうした在職者の見落としは、従来の断念型在職者の議論が待望型在職者の存

在を見損なうものであったのと同様に、問題であると考えられる。 

 本研究で議論の俎上に載せた研究群について、在職者の持つ本意というものを

議論の前提としていたために、その選択にある程度の恣意性があったことは否定

できない。本節では本研究の議論をキャリア・ドリフトの議論と関連づけながら

若干の考察を行うことで、不本意な在職者を理解するために、より多くの関連研

究を検討する必要があることを示した。こうした検討を進めることは、不本意な

在職者の理解を深めるというだけではなく、不本意な在職者に関する知見をもっ

て貢献できる研究領域を探索するという点でも重要である。 

 第二の課題は、調査対象者の属性の問題のために、不本意な在職者について限

定的な理解に留まっているということである。その一つが、調査対象者の属性が

限られているということであり、具体的にはその年代である。本研究では、ミド

ルを対象としたインタビュー調査を通じて獲得したデータから、個人が不本意な

在職者となり、そのような不本意な在職状態を続けてしまう理由を明らかにした。

そのため、特定の年代を調査対象として焦点を当てたことによる影響を、本研究
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で行われた考察から排除することができていない。本研究では、不本意な在職状

態を続けるという判断において、不本意な在職者のキャリアや、彼ら・彼女らと

組織の関係が影響していることを論じた。それにもかかわらず、キャリアや組織

との関係に当然影響するであろう不本意な在職者の年代について、調査対象をミ

ドルに限定してしまっているのである。 

 例えば 50代以上のシニア層が不本意な在職状態となった場合、当該組織でのキ

ャリアの終わりが見えているために、特に行動することのない待望型在職者とな

り、残りの組織内キャリアを過ごすかもしれない。この場合に彼ら・彼女らが期

待していることは、仕事生活の「引退」であろう。あるいは、仕事生活に残され

た時間を意識することで仕事生活で望んでいることを変化させ、比較的短期間か

つ円滑に本意の在職者に移行するかもしれない(Carstensen, 2006; Carstensen et al., 

1999)。 

こうした判断は、ミドルが待望型在職者であることを決める判断とは異なるも

のである。不本意な在職状態が自ずと解消されると考えているという点で共通し

ているものの、ミドルの待望型在職者が引き続き組織内で仕事を行うことを想定

しながら不本意な在職状態でいるのに対して、シニアの待望型在職者は離職（定

年退職・引退）を想定しながら不本意な在職状態でいるのである。こうした相違

は、現在の仕事に対する取り組み姿勢にも影響すると考えられる。 

 また、改めて本研究の問題意識に戻って、より広い観点で述べるのであれば、

そのような待望型在職者の姿を見ている若手・初期キャリアを過ごす者に対して

も、異なる影響を及ぼすだろう。若手・初期キャリアを過ごす者にとってのミド

ルの待望型在職者の姿は、不本意な在職状態を一時的には甘受しつつも、将来に

向けて仕事に取り組むことの大切さを示すものかもしれない。その一方で、不本

意な在職状態が問題ではなくなる日、つまり仕事生活の終わりを待つシニアの待

望型在職者の姿は、それを見ている若手・初期キャリアを過ごす者に当該組織で

キャリア形成することの不安感を生じさせるかもしれない。 

 本研究では、調査対象をミドルに限定したために、不本意な在職者の理解が不

十分になってしまったことは否定できない。本節では例としてミドルとシニアを

対比しながら若干の考察を行うことで、不本意な在職者の年代によって、不本意

な在職者の姿も、彼ら・彼女らが他の従業員に与える影響も異なりうることを示

した。今後は、不本意な在職者の年代にも焦点を当てながら検討を進めることで、

不本意な在職者の行動あるいは不作為の背後にある動機・考えの多様さを理解す

ることが重要である。 

 第三の課題は、本研究において「組織」という概念で捉えているものについて、
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十分に議論ができていないということである。本研究では、不本意な在職状態へ

の対応に関する個人の判断に、組織がどのように関わっているかを考察した。す

なわち、日々の仕事生活の中で行ってきた組織とのコミュニケーションや、上司

や同僚を通じて見聞きしてきた組織の対応など、これまでの経験も踏まえたうえ

で、個人が不本意な在職状態への対応を決めていることに焦点を当てたのである。

しかし、本研究で繰り返し使用してきた「組織」という言葉の含意について、こ

れまでの議論の中では詳細に検討することができていない。 

 「組織」が何を意味するのかという点について、その捉え方はこの言葉を用い

る当事者と使用する場面によって様々である。例えば、所属する企業全体を捉え

たものとして組織という言葉を用いている場合もあれば、職場あるいは同僚を捉

えたものである場合もある。それぞれの「組織」が不本意な在職状態に関する個

人の判断に与える影響は異なると考えられるのにもかかわらず、本研究では「組

織」という言葉の下で一緒くたにして議論を行ってきた。このことは、本研究で

考察してきた不本意な在職者が不本意な在職状態を続けてしまう理由や、彼ら・

彼女らに対するマネジメントへの示唆を不明瞭なものにしてしまう恐れもある。 

 今後の研究では、例えば組織と職場の持つ性質の違いに注目するということが

考えられる。産業の発達が企業規模の拡大と企業組織の複雑化をもたらした結果、

組織と職場の性質が異なるものになったことで、経営管理論においてマネジメン

トの単位としての職場に注目する意義が指摘されている（鈴木, 2013）。そうした

指摘の一方で、個人のキャリア形成に果たす役割に関して、組織と職場がどのよ

うに異なるのかという点についての議論は十分ではないと考える。 

 本研究に関連づけながら、より踏み込んで述べれば、不本意な在職者が「この

場所」で自らのキャリアを歩んでいきたいと考えるとき、「この場所」が組織を指

すのか、あるいは職場を指すのかによって、不本意な在職状態に対する個人の対

応も、マネジメントのあり方も異なるはずである。例えば、組織ではなく現在の

職場との関係の中でキャリア形成を志向する不本意な在職者に対しては、ジョ

ブ・ローテーションなどの異動制度は不本意な在職状態の解消に寄与しないどこ

ろか、結果として離職を促すことになる恐れがある。また、社内公募制度や社内

FA（フリー・エージェント）制度を用意したとしても、彼ら・彼女らはそうした

制度を利用することはないだろう。その結果、不本意な在職状態を解消できない

場合には、やがて断念型在職者になるかもしれない。 

しかし、「この場所」が職場ではなく組織を指す場合、上記の制度は不本意な在

職者にとって不本意な在職状態を解消するための支援制度となる。また、将来的

にこれらの制度を利用できるため、しばらくは不本意な在職状態でありながらも
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組織・職場に留まろうとする、つまり待望型在職者であることを決めるかもしれ

ない。このように、キャリア形成を望む「この場所」が組織を指すのか、あるい

は職場を指すのかによって、同じ不本意な在職者と制度であっても、その相互作

用の結果は異なることになるのである。 

 本研究の議論では組織それ自体に対する考察が不十分であったことは否定でき

ない。本節では例として組織と職場を対比しながら若干の考察を行うことで、不

本意な在職者と「組織」の関係をより詳細に検討する必要があることを示した。

こうした検討を進めることは、不本意な在職者のマネジメントに関する実践的含

意を得るという点でも重要である。 

 最後に、本研究の議論のボーダーについて簡単に述べる。本研究で論じてきた

ことは、不本意な在職者をどのようにマネジメントしていくかということを超え

て、個人が人生の中でどのように仕事生活を送り、またそうした仕事生活を終え、

やがて人生を終えていくのかに関わる問題でもあった。本研究は、仕事生活にお

いて不本意な在職状態を避けられないとしながらも、より良い形で待望型在職者

であるように方向づけることの重要性を示唆してきた。 

 しかしながら、仕事生活、ひいては人生の終わりを避けられない以上、将来に

対する期待を持たせるばかりではなく、どのように終わりを迎えるのかを支援す

ることもマネジメントの課題になるだろう(Cregan et al., 2023)。「人生 100年時代」

と呼ばれる中にあって、高年齢者の雇用確保および就業確保について、企業には

経営上の課題として取り組むことが求められている。その際に必要となるのは、

従業員により良い期待を持たせるというよりは、仕事生活の良い最後を迎えさせ

るためのマネジメントである。 

このようなマネジメントは、高年齢者の仕事生活の最後を見届けることになる

若手社員にとっても良い影響を及ぼす可能性がある。それは、若手社員に中期的

な期待の形成を促すというよりは、長い時間を経ながら育まれる仕事観・キャリ

ア観・人生観に対する影響である。仕事生活の最後をより良い形で迎える高年齢

者の姿を見ることによって、若手社員もまた、遠くの将来に向けて現在の仕事に

取り組むことに動機づけられることになるだろう。 

本研究で取り扱った論点およびその考察は、経営・マネジメントという領域を

包含しつつ、個人と組織が関わりあいながら、いかにしてより良い仕事やキャリ

ア、人生をつくっていくことができるかという点においても示唆を与えるもので

ある。 

 本節で示した議論の方向性を含めて、本研究を出発点として多くの調査研究を

行うことによって、不本意な在職者の理解と彼ら・彼女らに対するマネジメント、
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また、より良い仕事・キャリア・人生の形成に関する考察を深めることが望まれ

る。 
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 神戸大学では、研究科の垣根を越えて、多くの先生方から学ばせていただいた。

特に国際協力研究科の木村幹先生と、国際文化学研究科の井原駿先生（当時、現 津
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田塾大学）には、授業中にご指導いただいただけではなく、オフィスアワーで研

究およびキャリアのご相談に乗っていただいた。木村先生からは研究計画の作り

方と論文の書き方を教えていただいた。また、井原先生からは学術論文の基礎を

教えていただいた。感謝申し上げたい。 

 鈴木竜太ゼミでは、多くの先輩や学友に恵まれた。紙幅の都合により全員の御

名前を記すことはできず恐縮ではあるが、感謝申し上げたい。久保雄一郎さん（神

戸大学）は、博士課程後期課程の進学に悩む私の背中を力強く押してくださった。

進学後は、一学年上の先輩として、研究活動に関して基本的なところから、辛抱

強く教えてくださった。博士課程後期課程の研究生活の中で、多くの時間を一緒

に過ごさせていただき、たくさんのことを学ばせていただいた。土屋佑介先生（大

阪産業大学）は、研究の進め方や博士課程後期課程の過ごし方などについて、懇

切丁寧にアドバイスをくださった。また、共著論文の執筆や組織調査を通じて、

OJT(On the Job Training)で研究指導をしてくださった。大野陽子先生（兵庫県立大

学）は、お会いするたびに叱咤激励してくださった。大野先生からいただいた「石

に齧りついても」という御言葉のおかげで、本論文を完成させることができた。

辺見英貴先生（長崎大学）からは、自分らしい研究をすることの大切さを学ばせ

ていただいた。山﨑京子先生（立教大学）には、先生のゼミにお招きいただき、

実務家の方々とディスカッションする機会をいただいた。船越多枝先生（大阪経

済大学）には、博士論文のみならず、キャリアに関するご相談にも乗っていただ

いた。松尾健治先生（大阪公立大学）と市村陽亮先生（大阪公立大学）には、博

士論文を完成させることができなかったという失意の中でご相談に乗っていただ

き、温かい御言葉をいただいた。特に松尾先生からは、私の就職活動においても

多大なるご支援を賜った。今井悠資さん（現 株式会社グロービス）、大矢隆紀さ

ん（現 オーバーン大学博士課程）、陳青さんからは、ゼミや日常的なやりとりを

通じて、多くの刺激をいただいた。博士課程後期課程の同期であり、研究活動の

先輩である服部ゼミの林部由香さん（現 岡山商科大学）からは、様々な場面でア

ドバイスをいただいた。また、博士課程後期課程への進学にあたってサポートし

ていただいた。 

 2022 年度からは、一橋大学大学院経営管理研究科イノベーションマネジメン

ト・政策プログラム(IMPP)を受講させていただいている。受け入れてくださった

青島矢一先生（構想責任者）と江藤学先生（プログラムディレクター）に感謝申

し上げたい。青島矢一先生からいただく「面白いと思うよ。」という御言葉には、

暗中模索の日々を過ごすなかで、何度も勇気づけられた。吉岡（小林）徹先生か

らは、本研究に関することだけではなく、学会発表に際して詳細なアドバイスを
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いただいた。軽部大先生からは、イノベーション理論の授業を通じて、研究論文

の読み解き方から研究者としてのあり方に至るまで、多くのことを教えていただ

いた。酒井健先生からは、経営学における研究方法論および手法とともに、調査

協力者の方々に向き合う姿勢についても学ばせていただいた。谷口諒先生（明治

大学）は、研究の行き詰まりに悩む私に優しく声をかけてくださり、本研究を進

めるうえで有益な文献を紹介してくださった。片岡純也先生（現 日本大学）から

は、学会発表や論文投稿の結果が芳しくなく、落ち込んでいた際に、温かい御言

葉をいただいた。また、イノベーションリサーチセミナーでは、市川類先生、大

山睦先生、中島賢太郎先生、カンビョンウ先生、小泉秀人先生、金柄式先生（現 亜

細亜大学）、米倉誠一郎先生（デジタルハリウッド大学、県立広島大学）から有益

なコメントをいただいた。 

 IMPP の同期生であり、研究仲間である、一橋大学大学院の橘樹さんと柳京旼

さんからは、イノベーションリサーチセミナーなどにおいて、有益なコメントや

アドバイスをいただいた。特に橘さんには、主催する「お茶会」に呼んでいただ

き、所属組織・国の枠を越えて、同世代の大学院生・研究者と交流する機会をい

ただいた。また、IMPPの先輩である横田一貴さん（現 横浜国立大学）には、主

催する「離職研究会」にお招きいただき、離職研究に関心のある大学院生同士で

ディスカッションする機会をいただいた。良き研究者となることをもって、彼ら

の温かい友情に応えたい。 

 組織学会研究発表大会（2022 年 6 月および 2023 年 6 月）および経営行動科学

学会年次大会（2022 年 10 月）において行った研究発表に対して、多くの先生方

からコメント・アドバイスをいただいた。学会という場での研究発表と質疑応答

を通じて、自身の研究の価値を深く考えることができたとともに、研究者として

の心構えもできるようになった。感謝の意を表したい。 

 博士課程後期課程における研究活動に対して、神戸大学 「異分野共創による次

世代卓越博士人材育成プロジェクト」による研究専念支援金および研究費の提供

を受けた。「神戸大学 SPRING スカラシップ研究学生」として選ばれたことは名

誉なことであるとともに、不安定な経済状態のなかでの経済的な支えとなった。

厚く御礼申し上げたい。また、神戸大学大学院経営学研究科中小 M&A 研究教育

センター(MAREC)からは、「第 1回中小M&A研究教育センター助成」を受けた。

同センターによる様々な支援によって、研究を発展させることができた。この場

を借りて感謝したい。 

 振り返ってみると、これまでにいただいた様々なご縁によって、研究の世界に

導かれたことを感じる。学士課程（慶應義塾大学総合政策学部総合政策学科）で
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は、岡田順太先生（現 獨協大学）に大変お世話になった。岡田先生が研究者とい

うキャリアを選んだときのお話（「問題をつくること・問題を解くこと」）は、今

でも心に残っている。授業（「国家と法Ａ・Ｂ」）および課外ゼミ（「模範議会」プ

ロジェクト）を通じて、学ぶことの楽しさを教えていただいた。田中法昌先生（元 

大阪府警察本部長、現 公益財団法人全国防犯協会連合会代表理事）には、在学中

から現在に至るまで、公私ともにお世話になっている。社会安全政策の課題や解

決策について、実際に現場に足を運び、当事者の方々のお話をお聴きしながら考

えることの大切さを教えていただいた。太田達也先生には他学部の学生であるに

もかかわらずゼミに受け入れていただき、刑事政策の研究と実際について教えて

いただいた。また、膨大な先行研究と真摯に向き合う姿勢を身につけることがで

きたとすれば、それは太田先生のご指導の賜物である。 

 修士課程（一橋大学大学院商学研究科経営学修士コース、MBA）では、守島基

博先生（現 一橋大学名誉教授、学習院大学）のもとで学んだ。守島先生からは興

味・関心のある現象を追究することの面白さを教えていただいた。また、守島先

生の登壇されるシンポジウムにも参加させていただいたことで、研究者の果たす

社会的役割やその影響力を学ぶことができた。書き上げた論文に対する先生のコ

メント（「今は、いかにも MBAらしい論文ですが、もう少しアカデミックにすれ

ば、博士論文まであと何歩かというレベルです。」）は、良き心残りとなり、その

後研究の世界に進む際の原動力の一つとなった。佐々木将人先生には、古典講読

の授業を通じて、古典を忠実に理解することの大切さや研究に求められる誠実さ

を教えていただいた。また、MBAの学生であった私に「研究者という道もありま

すよ。」と声をかけてくださった。研究者という道を示してくださったことに、深

く感謝したい。 

 また、修士課程在籍当時、慶應義塾大学の花田光世先生（慶應義塾大学名誉教

授）の研究会に参加させていただき、研究発表の機会もいただいた。花田先生か

らは、理論との向き合い方に自覚的になることや、世界観・人間観といった物事

の見方に注意を払うことの大切さを教えていただいた。同研究会で出会った小山

健太先生（現 東京経済大学）には、主催する勉強会やゼミに呼んでいただいた。

研究者としてのキャリアを歩むにあたって、今後も小山先生から学び続けたい。 

 研究者という生き方を示し、研究の世界に導いてくれた友人たちにも、心から

の感謝を伝えたい。慶應義塾大学田中法昌研究会で出会った奥山優衣さんには、

ここまで導いていただいたことに感謝したい。研究者という生き方が選択肢とし

てあることを教えてくれたのは、彼女である。また、現実離れした将来の希望に

ついて語る私に、「その目標に向かって、あなたは努力し続けられる人だと思う。
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本当に応援している。」と励ましの言葉をかけてくれたことを、これまで忘れたこ

とはない。同じく慶應義塾大学田中法昌研究会で出会ったのが、荒井悠介さん（現 

明星大学）である。出会った当初から、荒井さんは私に大学院への進学を熱心に

勧めてくださった。このことは、私のキャリア形成に大きな影響を及ぼしている。

また、研究や仕事、人間関係に関して様々な悩みを抱える私にとって、荒井さん

は良き相談相手であり、常に心強い味方でいてくださった。高田直樹さん（現 一

橋大学）は、私が一橋大学大学院商学研究科経営学修士コース在籍時に住んでい

た中和寮の隣室の住人であり、当時は同研究科修士課程（研究者養成コース）に

在籍されていた。そうしたご縁もあり、在学中および私が修了した後も、折に触

れて研究および進学に関するご相談に乗っていただいた。また、私が博士課程後

期課程に進学した際には、研究者としてのキャリア形成や研究活動に関する具体

的なアドバイスをいただいた。高田さんのアドバイスを踏まえて行った数々の意

思決定の結果として、現在の私がある。 

 現在所属している熊本学園大学では、自由な環境のなかで研究に取り組むこと

ができている。こうした環境をつくり、支えてくださっている教職員および関係

者の皆様に感謝を申し上げたい。熊本学園大学の一員として、「師弟同行・自由闊

達・全学一家」という建学の精神を胸に、より一層、研究・教育に励みたい。 

 最後に、私事で恐縮だが、家族に感謝の気持ちを伝えたい。妻の彩は、私が前

職を退職して博士課程後期課程に進学しようとしたときも、また、先の見えない

大学院生活を過ごす中にあっても、私を信じ続けてくれた。そこに迷いや不安も

あったとは思う。しかし、それでも私に賭けてくれたことに対して、深く感謝す

る。娘の陽香は、いつもとびきりの笑顔で私たちを幸せにしてくれる。「パパ！」

と呼ぶ元気な声は、厳しい研究生活を送る中での心の支えとなった。ありがとう。 

 

2025 年 3月 3日 

熊本学園大学 研究室にて 

吉﨑 雅浩 

 

 


